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一覧表の見方について

○  「区分」欄は次の６つの区分に分類しています。

☆ 県から市町村、団体等（ＮＰＯ・自治会等）に対する支援

① 県から市町村に対する直接助成

② 地域づくり団体に対する直接助成

③ 県庁力によるサポート（人的支援等）

☆ 国、公的団体から市町村・団体等（ＮＰＯ・自治会等）に対する支援

④ 国からの助成

⑤ 公的団体からの助成

☆ その他の支援

⑥ 国、県、公的団体から市町村への「アドバイス、相談」窓口の設置等

○　また、一覧表は、関連するサポート施策がまとまるように並べています。

　　各事業の詳細については、県窓口担当課までお問い合わせください。

○　さらに、巻末に市町村サポートを担当する各課（室）の所掌を掲載して

　いますのでご参照ください。



１．地域の商工業・消費・雇用へのサポート１．地域の商工業・消費・雇用へのサポート１．地域の商工業・消費・雇用へのサポート１．地域の商工業・消費・雇用へのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成 統計調査委託 新　平成28年経済センサス－活動調査経済センサス－調査区管理工業統計調査統計調査員確保対策　スキーム：国10/10　委託対象：調査該当市町村　県予算額：60,779千円 市町村 奈良県 知事公室統計課
エネルギービジョン推進事業（地域振興に役立つ小水力発電設備設置事業）

地域振興に役立つ小水力発電設備を設置しようとする市町村等に対し補助　スキーム：県1/2　市町村等1/2　対象経費：小水力発電設備設置に要する経費　助成対象：市町村、NPO法人、水利組合、農事組合、観光協会等　県予算額：15,000千円 市町村等 奈良県 地域振興部エネルギー政策課
新　再生可能エネルギー活用調査支援事業 地域振興、停電時の電力供給及び熱利用を目的とする再生可能エネルギー活用事業に対し補助　スキーム：県1/2　市町村等1/2　対象経費：事業化可能性調査に要する経費　助成対象：市町村、法人及びその他団体　県予算額：10,000千円 市町村等 奈良県 地域振興部エネルギー政策課
市町村地域女性活躍推進補助事業 市町村による、地域のニーズに対応した女性の活躍推進に資する取組を支援　スキーム：国8/10　(地域女性活躍推進交付金)　市町村2/10　交付上限：１市町村あたり4,000千円　県予算額：20,000円[27年度2月補正] 市町村 奈良県 こども・女性局女性活躍推進課
宇陀市下水前処理施設維持管理費補助 菟田野毛皮革工場団地内の下水前処理施設維持管理費に対する助成　スキーム：県1/2　市町村1/2　助成内容：下水前処理施設維持管理費　助成箇所：宇陀市 　県予算額：21,500千円 市町村 奈良県 産業・雇用振興部地域産業課
御所市産業振興センター事業費補助 御所市産業振興センターが実施する産業振興に向けた各種事業に対する助成　スキーム：県9/10　市町村1/10　助成内容：人材育成事業・需要開拓事業等　助成箇所：御所市　　県予算額：10,000千円 市町村 奈良県 産業・雇用振興部地域産業課
南部・東部振興物産販売促進支援事業 南部・東部地域の産業活性化のため、市町村が実施する物産展の開催又は物産展への出展経費に対し助成　スキーム：国1/3・県2/3・市町村1/3、国1/4・県1/4・市町村1/2　対象経費：商品運搬費、売場設営費、仕入商品代等　助成箇所：｢奈良県南部振興計画｣及び｢奈良県東部振興計画｣振興　　　　　　対象地域19市町村　　県予算額：11,000千円 市町村 奈良県 産業・雇用振興部地域産業課②地域づくり団体に対する直接助成 新　空き店舗発生未然防止・解消支援事業 商店街等の空き店舗の解消に向け、新規開業希望者等を対象にセミナーを開催するとともに、空き店舗を活用した実験店舗を運営　　県予算額：6,500千円 NPO法人、法人格を有する商店街等 奈良県 産業・雇用振興部産業振興総合センター③県庁力によるサポート 集客施設誘致・設置・運営検討事業 県民ニーズに合った魅力ある集客施設の立地に向け、市町村と連携し、誘致・設置・運営について検討　県予算額：300千円 市町村 奈良県 産業・雇用振興部産業政策課地域立地環境ＰＲ事業 立地環境整備を進める市町村と連携した内容により、誘致対象企業の多い関西での見本市に出展し、県と市町村が一体となった誘致活動を実施　県予算額：900千円 市町村 奈良県 産業・雇用振興部企業立地推進課

1 地地地地域域域域のののの商商商商工工工工業業業業・・・・消消消消費費費費・・・・雇雇雇雇用用用用へへへへののののササササポポポポーーーートトトト



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当③県庁力によるサポート 若年者雇用対策強化事業 市町村と連携し、若年者等の就労のための相談支援等の充実を図ることを目的として、市町村が実施する就業支援事業（就職相談会、企業説明会等）に県の就業相談員を派遣　県予算額：986千円 市町村 奈良県 産業・雇用振興部奈良しごとiセンター④国からの助成 地域経済循環創造事業交付金 地域の資源と地域の資金（地域金融機関の融資等）を活用して、地域経済の好循環の創造につながる事業を起こす民間事業者の初期投資費用に対して市町村が助成する場合の経費について交付金を交付　要件：融資比率が公費補助金：地域金融機関＝1:1以上　　　　自治体負担は補助率原則1/2　助成金額：25,000千円　　　　　（上限は国交付金と自治体負担の合計額）　　　　　　融資比率1:2以上の場合は40,000千円 市町村 総務省 地域振興部市町村振興課
小規模事業者支援パッケージ事業 ①小規模事業者持続化補助金　小規模事業者が、商工会・商工会議所と一体となって経営計画を　作成し、販路開拓に取り組む費用を支援　スキーム：2/3（上限50万円～500万円）②アンテナショップ・ＥＣサイト整備事業　小規模企業者にとってハードルの高い都市部での販売拠点（アン　テナショップ）の設置や展示会、商談会、インターネット通販サ　イト等の環境を提供し、消費者と接する機会の創出を目指す取組　を支援

中小企業・小規模事業者 中小企業庁 産業・雇用振興部地域産業課
中小企業・小規模事業者海外展開戦略支援事業 新規に海外市場の活路を見いだそうとする中小企業、小規模事業者を中心に、事業計画策定から海外販路開拓、現地進出、進出後の課題や事業再編の対応まで、一貫して戦略的に支援具体的には、情報提供・助言、海外販路開拓を目指すための事業計画の策定支援から海外展示会への出展による商談機会の提供等を実施 中小企業・小規模事業者 中小企業庁 産業・雇用振興部産業政策課
ふるさと名物応援事業

①「ふるさと名物」支援事業　中小企業・小規模事業者が、地域資源の活用や農林漁業者との連　携により行う、商品・サービスの開発や、販路開拓の費用を補助　また、地域産品の強みを活かし、ブランドコンセプトの確立に向　けた戦略の策定や海外販路開拓に向けた取組等を支援②ＪＡＰＡＮブランド育成支援事業　地域産品がもつ素材や技術などの強みを活かし、ブランドコンセ　プトの確立に向けた戦略の策定を支援　ブランド確立のための新商品開発、海外展示会出展等のプロジェ　クトを支援　スキーム：2/3、定額
中小企業・小規模事業者、民間団体等 中小企業庁 産業・雇用振興部産業政策課

新　農商工連携等によるグローバルバリューチェーン構築事業 民間事業者等からなる共同事業体による、海外需要の創出・拡大を目指すための先端技術を活用した農業生産・加工・流通・販売の一貫したバリューチェーンの構築を支援スキーム：1/2以内 民間団体 経済産業省 産業・雇用振興部産業政策課戦略的基盤技術高度化・連携支援事業（サポイン事業） 中小ものづくり高度化法の計画認定を受けた中小企業、小規模事業者が、大学、公設試等の研究機関等と連携して、大学発の技術シーズも活用しながら行う、製品化につながる可能性の高い研究開発、試作品開発、販路開拓の取組を支援 中小企業・小規模事業者、大学、公設試、民間団体等 中小企業庁 産業・雇用振興部産業振興総合センター
ものづくり・商業・サービス新展開支援補助金（ものづくり補助金）

①革新的サービス・ものづくり開発支援　革新的なものづくり・サービスの開発・試作品開発・生産プロセ　スの改善を行う中小企業・小規模事業者に対し、設備投資等の費　用の一部を補助　スキーム：2/3（上限500～1,000万円）②サービス・ものづくり高度生産性向上支援　ＩｏＴ等の技術を用いて生産性向上を図る設備投資等を支援　スキーム：2/3（上限3,000万円） 中小企業・小規模事業者 中小企業庁 産業・雇用振興部産業振興総合センター
地域・まちなか商業活性化支援事業 地域商店街活性化法の認定を受けた商店街振興組合等が行う地域コミュニティー、買い物機能の維持・強化を図るための、空き店舗への店舗の誘致、まちなか交流スペースや子育て・福祉施設の設置、免税対応機能の導入などの取組を支援 商店街振興組合、民間事業者、まちづくり会社等 中小企業庁 産業・雇用振興部産業振興総合センター

2 地地地地域域域域のののの商商商商工工工工業業業業・・・・消消消消費費費費・・・・雇雇雇雇用用用用へへへへののののササササポポポポーーーートトトト



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当④国からの助成 地域創業促進支援事業
①創業・第二創業者補助金　地域で新需要を創造する新商品・サービスを提供する創業者の創　業費用や、事業承継を契機に既存事業の全部又は一部を廃止し、　新分野に挑戦する第二創業者に対し、創業費用や廃業費用を補助　スキーム：2/3（上限1,000万円）②創業支援事業者向け補助金　認定創業支援事業を行う創業支援事業者が認定創業支援事業計画　に基づき行う、創業支援（経営指導、スキルアップ研修等）や創　業支援の質の向上を図る取組を支援　スキーム：2/3（上限1,000万円）

①民間団体②認定支援機関、経済団体、金融機関等創業支援事業者 中小企業庁 産業・雇用振興部産業振興総合センター
新　ＩｏＴ推進のための新ビジネス創出基盤整備事業 ＩｏＴの拡大により新しいビジネスモデルが出現し、多様な働き方や事業形態の実現が期待される一方、新たなビジネスモデルの組成には規制・制度の見直し、業界横断的なルール形成等が不可欠早期のビジネス創出が期待される分野を中心に、環境整備に向けた実証実験とともに、新たなビジネスモデルが創出される環境を整備 民間企業 経済産業省 産業・雇用振興部産業振興総合センター新　商店街・まちなかインバウンド促進支援事業 商店街等における外国人観光客の消費を取り組むための環境整備（免税手続カウンター、Wi-fiの設置等）、これと連携した広報活動（多言語による商店街マップの作成等）等の取組に対して支援スキーム：2/3 商店街組織、まちづくり会社等 中小企業庁 産業・雇用振興部産業振興総合センターシニアワークプログラム事業 高齢者の就職支援のための講習会の実施および高齢者の雇用・就業ニーズと企業等の人材ニーズとをマッチングする事業を国が団体等に委託して実施　スキーム：10/10 民間団体 厚生労働省 産業・雇用振興部雇用政策課ふるさとハローワーク事業（市町村連携型） 地方公共団体が実施している産業・雇用施策等に密接に関連した講習、面接会等の事業を国が団体等に委託して実施　スキーム：10/10 団体等 厚生労働省 産業・雇用振興部雇用政策課実践型地域雇用創造事業 市町村や地域の経済団体から構成される地域雇用創造協議会から提案のあった雇用対策に係る事業提案の中から雇用創出効果が高いものに対し、国が協議会に委託して実施　スキーム：10/10 地域雇用創造協議会 厚生労働省 産業・雇用振興部雇用政策課⑤公的団体からの助成 ふるさとものづくり支援事業

企業等の地域資源を活用した新商品開発等の取組に対し市町村が行う支援（経費の規模に応じてＡ～Ｃタイプ）及びすでに完成した試作品の商品化に向けた事業対して市町村が行う支援（Ｃタイプ）に補助金を交付　助成金額：Ａタイプ　10,000千円（上限）　　　　　　Ｂタイプ　 5,000千円（上限）　　　　　　Ｃタイプ　 1,000千円（上限）　　　　　　Ｄタイプ　 2,000千円（上限）　助成割合：2/3以内　　　　　（過疎地域・みなし過疎地域・離島地域・特別豪雪地域　　　　　　は9/10）
市町村 (一財)ふるさと財団 地域振興部市町村振興課

新　地域再生マネージャー事業（外部人材活用助成） 地域再生に取り組む市町村が、地域住民が主体となった持続可能な実施体制の構築やビジネス創出への助言・指導等を行う外部人材を活用する費用に対して一部助成　助成金額：7,000千円（上限）　助成割合：2/3以内 市町村 (一財)ふるさと財団 地域振興部市町村振興課⑥アドバイス・相談 新　地域再生マネージャー事業（外部人材派遣） 地域再生に取り組もうとしている市区町村に対し、財団が地域課題の抽出や課題解決に向けた方向性の提言を行う外部人材を派遣  助成内容：１回/年（１回２泊３日、２人）　助成割合：10/10 市町村 (一財)ふるさと財団 地域振興部市町村振興課中小企業・小規模事業者ワンストップ総合支援事業 中小企業・小規模事業者が抱える様々な経営課題に対応するワンストップ相談窓口として、よろず支援拠点を設置　特に、高度・専門的な課題には、よろず支援拠点や地域プラット　フォームがそれに応じた専門家を原則３回まで無料で派遣 中小企業者・小規模事業者 経済産業省 産業・雇用振興部産業政策課創業支援事業計画の策定 産業競争力強化法に基づく市町村による創業支援事業計画の策定にあたって、助言等支援 認定支援機関、経済団体、金融機関等創業支援事業者 経済産業省 産業・雇用振興部産業振興総合センター

3 地地地地域域域域のののの商商商商工工工工業業業業・・・・消消消消費費費費・・・・雇雇雇雇用用用用へへへへののののササササポポポポーーーートトトト



２．地域の観光・文化へのサポート２．地域の観光・文化へのサポート２．地域の観光・文化へのサポート２．地域の観光・文化へのサポート

（１）地域の魅力づくりへのサポート（１）地域の魅力づくりへのサポート（１）地域の魅力づくりへのサポート（１）地域の魅力づくりへのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成
活力あふれる市町村応援補助金

市町村等発案事業（ソフト事業）　地域の多様な資源を活かした、創意あふれる市町村等発案による　活動を実施するための事業に対し助成　　助成対象経費：2,000千円以上　　スキーム：1/2以内　　助成金額：10,000千円（上限）地域づくりアドバイザー支援事業（ソフト事業）　市町村等による地域づくりアドバイザー（民間の情報・知識によ　り所要の助言を行う専門家等）を設置するための事業に対し助成　　助成対象経費：1,000千円以上　　スキーム：1/2以内　　　　　　　２年目は1/3以内　　助成金額：5,000千円（上限）少子・高齢化や観光・交流、コミュニティセンター等の施設を整備する事業に対し助成（施設等整備事業）　助成対象経費：3,000千円以上  スキーム：1/2以内、1/3以内（財政力指数等により区分）  　　　　　財政力指数0.7以上は一部対象外　助成金額：20,000千円（上限）  県予算額：50,000千円

市町村、市町村の広域連携団体 奈良県 地域振興部市町村振興課

新　文化財保存事業費補助金 県指定文化財の保存、修理等に対し補助　スキーム：県50％～60％　実施主体50％～40％　助成対象：全市町村および所有者  県予算額：46,516千円[27年度２月補正] 市町村等 奈良県 地域振興部文化資源活用課
新　文化資源活用補助金 国・県指定文化財の活用に対し補助記紀・万葉プロジェクト等に関連した市町村指定及び未指定文化財の保存、修理及び活用に対し補助　スキーム：県1/2　市町村等1/2　助成対象：市町村等  県予算額：30,000千円[27年度２月補正] 市町村等 奈良県 地域振興部文化資源活用課
史跡等整備活用補助金 市町村が文化観光戦略等を推進するために行う史跡等整備事業に対する助成　スキーム：史跡等整備事業　15％、史跡公有化事業　5.33％　　　　　　学術発掘調査　5％　助成内容：国庫補助対象事業　助成対象：全市町村  県予算額：55,000千円 市町村 奈良県 地域振興部文化資源活用課
持続的観光力パワーアップ補助金

奈良県全体の持続的な観光振興を目的に、「巡る奈良」をテーマとした滞在周遊型観光の推進に向けて新しい施策等を展開しようとする市町村等が行う事業に対して助成  支援事業：ソフト事業  スキーム：市町村事業　　　　　　  財政力指数0.5未満　県1/2　市町村1/2　　　　　 　 財政力指数0.5以上　県1/3　市町村2/3　　　　　  複数市町村の広域連携組織による事業　1/2 　　　　　 市町村補助事業　市町村が補助する額の1/2            補助上限　3,000千円／事業　　県予算額：18,000千円
市町村、複数市町村の広域連携組織 奈良県 観光局ならの観光力向上課

奈良盆地周遊型ウォークルート造成事業 奈良盆地周遊をテーマに、市町村と連携してウォークルートを設定し、市町村が実施する案内サイン整備にかかる経費に対して助成　支援事業：案内サイン設置にかかる経費　スキーム：案内サイン設置にかかる経費から国交付金を除いた            額の1/2を助成　　　　　　国55%　県22.5%　市町村22.5%　県予算額：16,684千円 市町村 奈良県 観光局ならの観光力向上課
文化財保存事業費補助金（埋蔵） 発掘調査補助　個人住宅の建設等に伴う発掘調査、出土遺物保存処理等に対する　助成    スキーム：国50%（直接補助）　県25%　市町村25%    助成対象：奈良市外19市町村　県予算額：28,910千円 市町村 奈良県 教育委員会文化財保存課

4 地地地地域域域域のののの観観観観光光光光・・・・文文文文化化化化へへへへののののササササポポポポーーーートトトト



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成 文化財保存事業費補助金（有形）
伝統的建造物群保存修理補助（国指定）　重要伝統的建造物群保存地区の保存のために行われる修理・修景　等に対する助成    スキーム：国50%・65%（直接補助）　県10%　市町村40%・25%    助成対象：橿原市、宇陀市、五條市 　 県予算額：19,684千円美術工芸品史料調査への補助　市町村が事業主体となる史料調査事業に対する助成　　スキーム：国50%（直接補助）　県3%    助成対象：斑鳩町 　 県予算額：90千円

市町村 奈良県 教育委員会文化財保存課
史跡地公有化補助（国指定）　史跡・名勝等の保存と活用のために実施される買上げ等の公有化　事業に対する助成　　スキーム：国80%（直接補助）県6.67・10%　　　　　　　市町村13.33・10%    助成対象：奈良市外8市町村 　 県予算額：28,458千円史跡地環境整備事業補助（国指定）　史跡・名勝等の保存と活用のために実施される環境整備事業に対　する助成    スキーム：国50%（直接補助）　県15%　市町村35%    助成対象：奈良市外10市町村 　 県予算額：118,469千円保存活用計画策定補助（国指定）　史跡地等の保存活用に万全を期すための計画策定に対する助成　　スキーム：国50%（直接補助）県15%　市35%　　助成対象：宇陀市　　県予算額：510千円天然記念物食害対策補助（国指定）　カモシカによる食害を防止するための柵設置に対する助成　　スキーム：国2/3（直接補助）　県1/6　市村1/6    助成対象：五條市、野迫川村、川上村 　 県予算額：2,645千円天然記念物緊急調査事業補助（国指定）　オオサンショウウオの生息状況調査に対する助成　　スキーム：国50%（直接補助）　県15%　市35%    助成対象：宇陀市 　 県予算額：300千円天然記念物樹木再生補助（国指定）　天然記念物であるカザグルマ自生地の再生に対する助成　　スキーム：国50%（直接補助）　県15%　市35%　　助成対象：宇陀市　  県予算額：300千円②地域づくり団体に対する直接助成 「記紀・万葉」県民活動支援補助金 民間団体等が行う記紀・万葉に関連する優れたイベントに対する助成　県予算額：9,000千円[27年度２月補正] 民間団体等 奈良県 観光局観光プロモーション課奈良中心市街地の交通対策事業 奈良市も参画している奈良中心市街地公共交通活性化協議会に対する支援　ぐるっとバスの運行（奈良公園ルート、平城宮跡ルート）　スキーム：県10/10、国6/10　県4/10　支援対象：奈良中心市街地公共交通活性化協議会　県予算額：135,300千円 市町村が参画する協議会 奈良県 県土マネジメント部道路環境課

奈良の鹿保護育成事業 奈良の鹿保護育成事業実行委員会により、奈良の重要な観光資源である鹿を保護するため、奈良のシカの保護団体への補助や啓発等事業を実施（一般財団法人奈良の鹿愛護会への助成、鹿を活用した啓発イベントの実施等）  支援内容：事業実施への負担金  スキーム：全体予算50,522千円（県、奈良市、春日大社で負担）　県予算額：28,726千円 奈良の鹿保護育成事業実行委員会 奈良県 まちづくり推進局奈良公園室③県庁力によるサポート 刊行物等による県政広報事業 「県民だより奈良」の発行　県内全戸配布の県政広報誌で県の施策、イベント等を紹介　点字、テープ版も作成　　支援内容：｢市町村ガイド｣のコーナーで市町村イベントを紹介　　　　　　　（１月あたり10イベント×12月）　　支援対象：全市町村　　県予算額：14,590千円 市町村 奈良県 知事公室広報広聴課

文化財保存事業費補助金（記念物） 市町村 奈良県 教育委員会文化財保存課

5 地地地地域域域域のののの観観観観光光光光・・・・文文文文化化化化へへへへののののササササポポポポーーーートトトト



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当③県庁力によるサポート メールマガジンによる県政広報事業 「メールマガジン」の発行　配信登録者に、パソコンによる県内のイベントなどを紹介　　支援内容：パソコン版「大仏さんのつぶより情報」の「地域の　　　　　　　話題」のコーナーで市町村イベントを紹介　　　　　　　　（１月あたり４イベント×12月）    支援対象：全市町村　　県予算額：69千円 市町村 奈良県 知事公室広報広聴課
新　再生可能エネルギー導入アドバイザー派遣事業 再生可能エネルギーに精通した専門家をアドバイザーとして登録し、要請に応じて市町村等に派遣　県予算額：400千円 市町村、民間団体等 奈良県 地域振興部エネルギー政策課地域づくり人材養成事業 地域づくりを総合的にマネジメントできる人材の養成を支援  支援内容：まちづくりに関する講座や現地研修を実施  支援対象：地域づくり実践家、市町村職員等  県予算額：545千円 地域づくり実践家、市町村職員等 奈良県 地域振興部教育振興課
地域づくり情報発信事業 ホームページ「まほろば地域づくりネット」の運営、メールマガジンの発行による関係団体の情報交換を支援  支援対象：市町村・地域づくり団体  県予算額：47千円 地域づくり実践家、市町村職員等 奈良県 地域振興部教育振興課まほろばキッチン内観光案内所運営事業 ＪＡならけんまほろばキッチン内観光案内所において、県中南和地域を中心とした観光案内等を実施することにより、奈良の魅力を発信　支援内容：市町村のイベント等の実施　県予算額：7,298千円 市町村 奈良県 観光局ならの観光力向上課
おもてなし・奈良のブランド力向上事業 外国人観光客に不自由なく安心して奈良滞在を楽しんでもらい満足度を向上させることで、県内周遊の促進、リピーターの誘致を図るため、県内観光事業者や市町村観光担当者等を対象とした受入れ・おもてなし向上の研修を実施　支援内容：市町村職員（観光振興担当）の研修　県予算額：9,091千円 市町村 奈良県 観光局ならの観光力向上課
奈良まほろば館情報発信事業 東京日本橋の情報発信拠点「奈良まほろば館」において、県産品の販売を行うとともに、イベントスペースで県内の観光案内等を実施することにより、奈良の魅力を発信  支援内容：市町村のイベント等の実施  県予算額：11,797千円 市町村 奈良県 観光局観光プロモーション課
観光ボランティアガイド育成強化事業 県内各地域で活躍中の観光ボランティアガイドに対して、資質向上、相互交流のための研修を実施  支援内容：観光ボランティアガイド研修会　 　　　　 実施回数　年2回　参加人員　各回300名程度  支援対象：県内全観光ボランティアガイド団体　県予算額：471千円 観光ボランティアガイド団体 奈良県 観光局ならの観光力向上課
「歩く奈良」推進事業 奈良を訪れる人を増やすため、歩いて奈良県内をじっくり味わう情報を発掘・発信　支援内容：各市町村と県が連携し、ウォークルートを造成 　　　　　 ポータルサイト「歩く・なら」の充実・更新　県予算額：800千円 市町村 奈良県 観光局ならの観光力向上課東部をよくするプロジェクト推進事業 地域観光の振興のため設置された大和高原（東吉野）観光振興協議会による連携事業の実施　旅行雑誌、フリーペーパー等による観光情報発信、ＰＲ　県内外でのＰＲイベントの実施　県予算額：3,090千円 市村協議会 奈良県 観光局ならの観光力向上課新　吉野・天川・十津川宿泊観光推進事業 宿泊観光の推進に取り組む、吉野・天川・十津川連携観光協議会による連携事業の実施　大手旅行雑誌によるＰＲ、首都圏・近畿・東海での情報発信　　県予算額：1,000千円 町村協議会 奈良県 観光局ならの観光力向上課④国からの助成 子ども農山漁村交流による地域活性化モデル事業 小学校における農山漁村での宿泊体験活動の推進にあたり、外部人材等を積極的に活用することにより、送出側と受入側のコーディネートや宿泊体験活動を支援　助成金額：2,500千円（上限）　助成割合：10/10 市町村 総務省 地域振興部市町村振興課

6 地地地地域域域域のののの観観観観光光光光・・・・文文文文化化化化へへへへののののササササポポポポーーーートトトト



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当④国からの助成 地域再生基盤強化交付金 地方公共団体が行う自主的かつ自立的な取組による地域の活力の再生を総合的かつ効果的に推進するため、地域における交通の円滑化及び産業振興のための道整備や地域の人々の生活環境の改善のための汚水処理施設整備について支援　スキーム：通常の国庫補助事業における補助率と同じ　　　　　（ただし５年間のパッケージで事業認定し、年度間融通　　　　　　が可能） 市町村 内閣府 地域振興部地域政策課
日本遺産認定・支援事業 点在する有形・無形の文化財をストーリーとして日本遺産に認定し、日本遺産の情報発信・普及啓発・整備事業に対する助成  スキーム：認定を受けた市町村　国10/10（直接補助） 市町村 文部科学省（文化庁） 教育委員会文化財保存課
文化財保存事業費関係補助金

建造物・美術工芸品・記念物・埋蔵文化財・伝統的建造物群の保存・修理・調査、名勝・史跡・天然記念物等についての保護、民俗文化財の伝承基盤整備、史跡地等の公有化、史跡地の環境整備等の文化財保護法に基づく文化財の保存・活用にかかる事業への補助　スキーム：有形文化財修理（建造物・美工）　　　　　　  国50%～85%　県3%～5%　所有者等10%～47%　　　　　 （伝統的建造物群の保存修理・調査）　　　　　　　国50%　県10%　市町村40%　　　　　　伝承基盤整備（民俗文化財）　　　　　　　国50%　県25%　保護団体25%　　　　　　史跡地公有化（記念物）　　　　　　　国80%　県6.67%、10%　市町村10%、13.33%　　　　　　史跡地環境整備（記念物）　　　　　　　国50%　県15%　市町村等35%　　　　　　埋蔵文化財発掘調査　　　　　　　国50%　県25%　市町村25%
文化財所有者・管理者・保護団体、市町村 文化庁 教育委員会文化財保存課

文化遺産を活かした地域活性化事業 我が国の「たから」である地域の多様で豊かな文化遺産を活用した、伝統芸能・伝統行事の公開・後継者養成、古典に親しむ活動など、各地域の実情に応じた特色ある総合的な取組事業への補助　スキ－ム：実行委員会等が行う事業へ補助　助成割合：10/10 文化財所有者・保護団体、実行委員会 文化庁 教育委員会文化財保存課⑤公的団体からの助成 研修派遣支援 奈良県広報協会　広報研修への市町村職員派遣支援　支援内容：研修旅費を協会で負担　支援対象：県広報協会会員市町村　負担額：91千円 会員市町村 奈良県広報協会 総務部広報広聴課
移住・定住・交流推進支援事業 地方が都市住民などを受け入れる移住や、交流人口の増加等につながる地域交流の推進により、地域を活性化することを目的として、地域団体もしくは市町村等が自主的･主体的に実施する移住・交流事業に対し支援　助成金額：2,000千円（上限）　助成割合：10/10 市町村、広域連合、一部事務組合、協議会 (一財)地域活性化センター 地域振興部市町村振興課移住・定住に関する推進体制整備支援事業 移住や定住を推進するためのアクションプランの策定及び移住や定住に向けた体制整備等を行う事業に対して助成　助成金額：5,000千円（上限）　助成割合：10/10 市町村、広域連合、一部事務組合、協議会 (一財)地活性化センター 地域振興部市町村振興課⑥アドバイス・相談 地域力創造のための起業者定住促進モデル事業 「地域おこし協力隊」など地域外人材の定住を促進し、地域の活性化と外部専門家を活用する市町村のモデル的取組を支援　助成金額：5,000千円（上限）　助成割合：10/10 市町村 総務省 地域振興部市町村振興課地方創生アドバイザー事業 地方創生に向けて適切な助言を行う各分野の専門家を招聘し、自主的・主体的・継続的に地域づくり活動に取り組む事業に対して助成　助成金額：200千円（上限）　助成割合：10/10 市町村、広域連合、一部事務組合、協議会 (一財)地域活性化センター 地域振興部市町村振興課地域のワンストップ拠点推進事業（地域活性化応援隊派遣相談会） 内閣府に登録された地域興しのスペシャリスト（地域活性化伝道師）を派遣し、地域の活性化に向けた個別具体的な取組に対して指導・助言を行うなど、地域からの相談に対する総合コンサルティング業務を実施 － 内閣府地方創生推進室 地域振興部地域政策課
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２．地域の観光・文化へのサポート２．地域の観光・文化へのサポート２．地域の観光・文化へのサポート２．地域の観光・文化へのサポート

（２）地域の文化芸術活動を推進するためのサポート（２）地域の文化芸術活動を推進するためのサポート（２）地域の文化芸術活動を推進するためのサポート（２）地域の文化芸術活動を推進するためのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成 新たな文化活動チャレンジ補助金 市町村が実施する国民文化祭のプレイベントに対して助成  県予算額：16,000千円 市町村（市町村から指定管理を受けて文化施設を管理する財団等を含む） 奈良県 地域振興部国民文化祭・障害者芸術文化祭課②地域づくり団体に対する直接助成 新たな文化活動チャレンジ補助金 県内で文化芸術活動等を行う団体が新たに取り組む県民への鑑賞、創作機会の提供や次世代育成のための事業に対して助成  県予算額：16,000千円 県内で文化芸術活動等を行う団体 奈良県 地域振興部国民文化祭・障害者芸術文化祭課④国からの助成 劇場・音楽堂等活性化事業（特別支援事業） 舞台芸術の水準を向上させる牽引力となる劇場・音楽堂が地域住民や芸術関係者等とともに取り組む、舞台芸術に関する公演、教育普及事業、人材育成事業に対して支援　スキーム：1/2以内 地方公共団体又は法人格を有する者 文化庁 地域振興部文化振興課
劇場・音楽堂等活性化事業（活動別支援事業） 劇場・音楽堂等が主催する、我が国の実演芸術の水準を向上させる牽引力となる「公演事業」「人材養成事業」「普及啓発事業」について総合的に補助  スキーム：1/2以内 地域における実演芸術の振興を牽引するリーダー的役割を担う劇場・音楽堂 文化庁 地域振興部文化振興課
劇場・音楽堂等活性化事業（共同制作支援事業） 複数の劇場・音楽堂が複数または単一の芸術団体（国内に限る）と共同で行う現代舞台芸術楽の新たな創造活動（新作、新演出、新振付、翻訳初演等）による公演に対して支援　スキーム：1/2以内 劇場・音楽堂等又は実演芸術団体 文化庁 地域振興部文化振興課劇場・音楽堂等活性化事業（劇場・音楽堂等間ネットワーク構築事業） 地域住民が等しく実演芸術を鑑賞できるよう、劇場・音楽堂または実演芸術団体が企画制作する実演芸術の巡回公演に対し支援　助成対象：巡回公演に必要な経費のうち、旅費、運搬費を支援 劇場・音楽堂等又は実演芸術団体 文化庁 地域振興部文化振興課
伝統文化親子教室事業 次代を担う子供たちに対して、民俗芸能、工芸技術、邦楽、日本舞踊、茶道、華道などの伝統文化・生活文化に関する活動を体験・修得できる機会を提供する活動等に対して助成　スキーム：定額 伝統文化・生活文化に関する活動を行う団体 文化庁 地域振興部文化振興課文化芸術による地域活性化・国際発信推進事業 地方公共団体が実施する地域の文化資源等を活用した文化芸術活動や東京オリンピック・パラリンピック競技大会の文化ブログラムを見据えた文化事業等に対して助成　スキーム：1/2以内　上限：１億円かつ自己負担額の５倍以内 地方公共団体 文化庁 地域振興部文化振興課⑤公的団体からの助成 地域の文化・芸術活動助成事業（創造プログラム） 市町村等が地域において自主的に実施する文化・芸術事業（音楽・演劇・伝統芸能・美術等）に対する助成　地域における創造的な文化・芸術活動に資する事業及び同事業の　企画調査、実施準備事業　　助成金額：10,000千円（上限）　　助成割合：1/2以内 市町村、文化施設の指定管理者等 (一財)地域創造 地域振興部文化振興課
地域の文化・芸術活動助成事業（連携プログラム）

市町村等が地域において自主的に実施する文化・芸術事業（音楽・演劇・伝統芸能・美術等）に対する助成　原則として３以上の地方公共団体等が連携して企画し、共同で制　作して行う事業で、ワークショップ等住民参画を伴う公演及び　展覧会等  　助成金額：5,000千円（上限）  　助成割合：2/3以内　上記事業の連絡調整事業  　助成金額：1,000千円（上限）　　助成割合：2/3以内
市町村、文化施設の指定管理者等 (一財)地域創造 地域振興部文化振興課

地域の文化・芸術活動助成事業（研修プログラム） 公立文化施設等で企画運営に携わる職員又は地域の文化・芸術活動を担う者に対する実践的な研修の場を提供する目的として地方公共団体等が自ら企画、実施する研修事業に対して助成　助成金額：2,000千円（上限）　助成割合：2/3以内 市町村、文化施設の指定管理者等 (一財)地域創造 地域振興部文化振興課
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当⑤公的団体からの助成 地域住民のためのコンサート 地域における文化の振興を支援するため、各地の公立文化ホールに著名な演奏家を派遣し、質の高いコンサートを提供　助成内容：三井住友海上文化財団、県、市町村の３者共催 　　　　　 財団が演奏家謝礼、交通費等を負担する共催方式 市町村 (公財)三井住友海上文化財団 地域振興部文化振興課文化の国際交流活動に対する助成 地域における文化の振興のため、音楽・郷土芸能の分野で有意義な国際交流活動をおこなうアマチュア団体に対して助成　助成金額：１事業につき500千円 アマチュア団体 (公財)三井住友海上文化財団 地域振興部文化振興課コミュニティ助成事業（地域の芸術環境づくり助成事業） 企画制作能力の向上及び公立文化施設の利活用の推進等を図るため、自ら企画・制作する音楽、演劇、ダンス、古典芸能、美術分野などの文化芸術事業のうち、「地域交流プログラム」を伴うものに助成　助成金額：5,000千円　助成割合：2/3以内 市町村、文化施設の指定管理者等 (一財)自治総合センター 地域振興部文化振興課三菱ＵＦＪ信託地域文化財団助成事業 永年地域文化の振興に寄与してこられた団体、とりわけ地域の音楽・美術・伝統芸能の各分野において努力されている諸団体の活動に対して助成 国内の団体・法人 (公財)三菱UFJ信託地域文化財団 地域振興部文化振興課芸術文化振興基金助成金 地方から文化を発信することを実現しようとしている事業に対して支援　助成割合：1/2以内かつ自己負担金の範囲内の額 地域文化施設、アマチュア文化団等 (独)日本芸術文化振興会 地域振興部文化振興課地域の文化・芸術活動助成事業（公立文化施設活性化計画プログラム） 公立文化施設の地域において果たすべき役割と、それを実現するための方策を登載した計画を策定する事業に対して助成　助成金額：2,000千円（上限）　助成割合：2/3以内 市町村、文化施設の指定管理者等 (一財)地域創造 地域振興部文化振興課新　地域の文化・芸術活動助成事業（公立文化施設活性化計画プログラム） 市町村が、公立文化施設の役割と、その実現のための方策を登載した計画を、自ら企画し、策定する事業に対して助成　助成金額：2,000千円　助成割合：2/3以内 市町村、文化施設の指定管理者等 (一財)自治総合センター 地域振興部文化振興課地域伝統芸能等保存事業（映像記録保存事業） 各市町村が実施する、各地域で失われつつあり、かつ、記録の少ない伝統芸能等を映像に記録・保存する事業への助成　助成金額：2,000千円（上限）　助成割合：2/3以内 市町村 (一財)地域創造 教育委員会文化財保存課地域伝統芸能等保存事業（地域伝統芸能継承者（青少年等）育成事業） 継続的に継承者を育成している地域伝統芸能等で、その継承者である青少年等が当該市区町村内に所在する公立文化施設等においてその成果を発表する公演等の事業への助成　助成金額：1,000千円（上限）　助成割合：2/3以内 市町村 (一財)地域創造 教育委員会文化財保存課民俗芸能および民俗技術等、地域の伝統文化の継承活動支援 古来より各地に伝わる「民俗芸能」ならびに「民俗技術」の保存・継承活動、特に後継者育成のための諸活動へ助成　助成対象：個人または団体　助成金額：「民俗芸能」は１件につき700千円を上限            「民俗技術」は１件につき 40千円を上限　助成割合：10/10 団体・個人 （公財）明治安田クオリティオブライフ文化財団 教育委員会文化財保存課
文化財保存修復助成 県指定文化財又は市指定文化財で県の助成対象として修理等を予定する有形文化財又は有形民俗文化財のうち、所有者の負担が大きいものに対して助成　助成対象：文化財所有者又は管理者　助成金額：定額 団体・個人 （公財）文化財保護・芸術研究助成財団 教育委員会文化財保存課
文化財維持・修復事業助成 芸術的、学術的に価値のある後世に継承すべき美術工芸品の維持・修復事業に対して助成　助成対象：上記文化財の所有者　　　　　（ただし、①営利法人②営利目的あるいは私的鑑賞を目　　　　　　的に所有又は管理する個人は対象外）　助成金額：定額 団体・個人 （公財）住友財団 教育委員会文化財保存課
文化財保護活動への助成 国、又は都道府県、市町村の指定文化財並びに歴史遺産及びそれに準じる文化財並びに歴史遺産の保存・修復 ・公開活用、これらの環境保全等に関わる事業や活動に対し助成  助成対象：非営利法人またはそれに準ずる任意団体　助成金額：定額 団体等 （公財）朝日新聞文化財団 教育委員会文化財保存課
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２．地域の観光・文化へのサポート２．地域の観光・文化へのサポート２．地域の観光・文化へのサポート２．地域の観光・文化へのサポート

（３）地域の国際化に向けたサポート（３）地域の国際化に向けたサポート（３）地域の国際化に向けたサポート（３）地域の国際化に向けたサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成 奈良県多文化共生・国際化推進モデル事業補助金 地域の国際化や国際交流を更に促進するため、市町村や民間団体が新たに実施する先導的多文化共生・国際化活動に対し補助　スキーム：県1/2　市町村1/2（上限1,000千円）            県2/3　民間1/3（上限1,000千円）　助成対象：市町村及び民間団体　県予算額：5,000千円 市町村民間団体 奈良県 知事公室国際課⑤公的団体からの助成 インバウンド支援事業（旧：海外経済活動支援特別対策事業） 地方自治体が企画をするなど事業に直接関与している海外観光客誘致事業で、将来的に経済効果が見込まれ、他の地方公共団体の取組の参考となることが見込まれる事業への助成　助成金額：5,000千円(海外で活動を行う事業の上限)　　　　　　3,000千円(日本国内で活動を行う事業の上限)　助成割合：1/2以内 市町村 (一財)自治体国際化協会 知事公室国際課
自治体国際協力促進事業 地方自治体が行う国際協力活動の一層の推進を図るため、地方自治体等が行う国際協力事業の中から先駆的な役割を果たす事業への助成　助成金額：5,000千円　　　　　 (複数の地方自治体等で実施する事業の上限)　　　　　　3,000千円　　　　　 (単独の地方自治体等で実施する事業の上限)　助成割合：10/10

市町村、地域国際化協会、上記団体と連携するNGO (一財)自治体国際化協会 知事公室国際課
国際交流支援事業（旧：地域国際化施策支援事業）

地方公共団体等が新規に実施する国際交流を推進する事業のうち、交流の拡大や発展が見込まれ、地域住民等の幅広い参画が見込まれる事業で、次に該当する事業または継続的に行われている事業であっても周年事業または節目事業等の特色が示せる事業　助成内容：①姉妹提携・友好提携に関する記念事業　　　　　　②文化・芸術・研究に関する交流事業　　　　　　③青少年交流に関する事業　　　　　　④国際会議に関する事業　　　　　　⑤その他地域の特色を活かした交流事業　助成金額：5,000千円(主として海外で行う事業の上限)　　　　　　3,000千円(主として日本国内で行う事業の上限)　助成割合：1/2以内
市町村、地域国際化協会 (一財)自治体国際化協会 知事公室国際課

海外販路開拓支援事業（旧：海外経済活動支援特別対策事業）
地方自治体が実施する事業のうち、事業実施によって将来的に経済効果が見込まれ、他の地方公共団体の取組の参考となることが見込まれる事業で、次に該当する事業　助成内容：①地方公共団体の地元産品等の海外販売促進のために　　　　　　　実施する事業　　　　　　②新規事業又は継続事業で特色が示せる事業　助成金額：5,000千円(主として海外で行う事業の上限)　　　　　　3,000千円(主として日本国内で行う事業の上限)　助成割合：1/2以内 市町村 (一財)自治体国際化協会 知事公室国際課

コミュニティ助成事業（地域国際化推進助成事業） 市町村が認めるコミュニティ国際交流組織が実施する多文化共生、国際理解推進など地域レベルでの国際化の推進に資する先導的かつ他の団体の模範となるソフト事業への助成　助成金額：2,000千円（上限）　助成割合：10/10 市町村、広域連合等 (一財)自治総合センター 知事公室国際課
多文化共生のまちづくり促進事業

地方公共団体等が実施する多文化共生を推進する事業のうち、特に重要性、必要性が高く、他団体の範となる事業のうち、次に該当する事業　助成内容：①医療・保険・福祉支援事業　　　　　　②防災支援事業　　　　　　③教育支援事業　　　　　　④労働環境整備事業　　　　　　⑤居住支援事業　　　　　　⑥外国人住民の自立と社会参画支援事業　　　　　　⑦上記事業実施に係る多言語化や日本語学習支援事業　助成金額：4,000千円(複数の市町村等で実施する事業の上限)　　　　　：3,000千円(単独の市町村等で実施する事業の上限)　助成割合：10/10
市町村、地域国際化協会等 (一財)自治体国際化協会 知事公室国際課
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３．地域の農林業へのサポート

（１）地域の農業へのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成 農業の６次産業化支援事業 ６次産業化のネットワーク活動を推進し、多様な業種と連携した新商品開発や販路開拓、施設整備等を支援  スキーム：国1/2以内  助成対象：市町村、地域協議会、民間団体等  県予算額：115,950千円 市町村、協議会、団体等 奈良県 農林部マーケティング課
奈良の農・林・食賑わい創出支援事業 主要駅の駅前周辺を活用した賑わいの創出による地域ブランドの活性化を図るため、市町村が行う農産物等を生産者が直接販売するマルシェの開催に対し補助　スキーム：県1/2　市町村1/2　助成対象：天理市、御所市　県予算額：2,750千円 市町村 奈良県 農林部マーケティング課
地域の食と農を活かしたぐるっとオーベルジュ推進事業 新　市町村による食と農を活かしたオーベルジュの整備基本計画策定に対し補助　スキーム：県1/2　市町村1/2　助成対象：曽爾村、大淀町、天川村、野迫川村　県予算額：5,400千円[27年度２月補正] 市町村 奈良県 農林部マーケティング課
米政策改革推進対策事業 米政策改革推進対策に関する指導助言等に係る事務経費に対する助成  スキーム：県10/10  助成対象：37市町村（川上村、上北山村を除く）  県予算額：6,678千円 市町村 奈良県 農林部農業水産振興課
環境保全型農業直接支払事業

地球温暖化防止や生物多様性保全に効果の高い営農活動経費に対する助成　スキーム：県3/4（国1/2、県1/4）　市町村1/4　助成対象：９市町村　県予算額：5,103千円環境保全型農業直接支払事業の履行確認等に要する事務経費に対する助成  スキーム：国10/10  助成対象：４市町村  県予算額：105千円
市町村 奈良県 農林部農業水産振興課

薬用作物生産振興促進事業 研究開発された技術導入による薬用作物栽培、または既存薬用作物の高品質安定生産等への取組に対する助成　スキーム：国1/2以内　助成対象：事業実施市町村　県予算額：1,850千円[27年度２月補正] 市町村 奈良県 農林部農業水産振興課
観賞魚疾病対策事業 奈良県郡山金魚漁業協同組合が行う寄生虫の発生抑制対策の研究・開発に助成　スキーム：県1/3以内　助成対象：大和郡山市　県予算額：360千円 市町村 奈良県 農林部農業水産振興課新　畜産競争力強化対策整備事業 畜産競争力強化に資する施設等の整備に対して、経費の一部を補助　スキーム：国1/2、事業主体1/2　助成対象：五條市  県予算額：32,000千円 市町村 奈良県 農林部畜産課
農業委員会等連絡調整事業 農地台帳の管理や遊休農地の所有者の利用意向調査、農業委員の手当等に対する交付金及び補助金　スキーム：国10/10　助成対象：市町村　県予算額：104,543千円 市町村 奈良県 農林部担い手・農地マネジメント課
国有農地等管理処分事業事務取扱交付金

国有農地等の管理、処分及び貸付料等徴収事務に要する経費に対する交付金  スキーム：国10/10  助成対象：奈良市、大和高田市、大和郡山市、天理市、桜井市、            五條市、御所市、生駒市、香芝市、葛城市、宇陀市、            三郷町、斑鳩町、川西町、田原本町、上牧町、            広陵町、河合町  県予算額：90千円 市町村 奈良県 農林部担い手・農地マネジメント課
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成 農業経営基盤強化資金利子助成事業 平成23年度までに貸付を行った農業経営基盤強化資金（認定農業者に対し、（株）日本政策金融公庫が長期設備資金を融資）の借入者への利子助成に対する助成  スキーム：県1/2　市町村1/2  助成対象：事業実施市町村  県予算額：1,044千円 市町村 奈良県 農林部担い手・農地マネジメント課
地籍調査事業 国土調査法に基づき一筆ごとの土地を調査・測量し、地籍図・地籍簿を作成する事業に対する助成  スキーム：県3/4（国1/2　県1/4）　市町村1/4  助成内容：地籍調査に伴う一筆地調査、測量等の事業費  助成対象：奈良市、天理市、五條市、生駒市、宇陀市、山添村、            平群町、田原本町、曽爾村、御杖村、上牧町、　　　　　　吉野町、下市町、十津川村、川上村、東吉野村　  県予算額：221,016千円[一部27年度2月補正] 市町村 奈良県 農林部担い手・農地マネジメント課
地域農業担い手確保支援事業 集落での話し合いに基づき、地域の中心となる経営体を定めた「人・農地プラン」の作成・見直し、集落営農の組織化や法人化等に対する支援　スキーム：国10/10　助成対象：事業実施市町村　県予算額：6,264千円 市町村 奈良県 農林部担い手・農地マネジメント課
経営体育成支援事業 人・農地プランが作成されている地区において、地域の中心経営体等が行う農業用施設の整備や農業用機械の導入等に対し補助　スキーム：融資残（事業費の30％以内）（国10/10）　県予算額：87,000千円 市町村 奈良県 農林部担い手・農地マネジメント課
農地マネジメント推進事業 一定割合以上の農地の貸付けを行った地域や農地の貸付けに伴って離農又は経営転換する者等に対して協力金を交付　スキーム：国10/10  助成対象：事業実施市町村  県予算額：69,200千円 市町村 奈良県 農林部担い手・農地マネジメント課
新規就農者確保事業 新規就農者に対し、就農直後（５年以内）の所得を確保する給付金を交付　スキーム：国10/10  助成対象：事業実施市町村  県予算額：246,250千円 市町村 奈良県 農林部担い手・農地マネジメント課
新　担い手確保・経営強化支援事業 人・農地プランが作成され、かつ農地中間管理機構を活用している地区において、地域の中心経営体等が行う農業用施設の整備や農業用機械の導入等に対し補助　スキーム：融資残（事業費の50％以内）（国10/10）　県予算額：30,510千円[27年度2月補正] 市町村 奈良県 農林部担い手・農地マネジメント課
新　中山間地域等担い手収益力向上支援事業 中山間地域等において、地域の特性に応じた収益力の向上を図る担い手が行う農地集積や高収益作物導入等の取組に対し補助  スキーム：国10/10（上限額５万円/10a）  県予算額：25,000千円 市町村 奈良県 農林部担い手・農地マネジメント課多面的機能支払事業 多面的機能支払事業を行う市町村に対する事務経費に対する助成  スキーム：国10/10  助成対象：事業実施市町村   県予算額：6,383千円 市町村 奈良県 農林部農村振興課
中山間地域等直接支払事業

農業の生産条件が不利な中山間地域で農業生産活動を行う農業者に対する支援  スキーム：通常基準　県3/4（国1/2　県1/4）　市町村1/4 　　 　　　特認基準　県2/3（国1/3　県1/3）　市町村1/3  助成内容：田21,000円/10a（急傾斜）　8,000円/10a 　　 　　　畑11,500円/10a（急傾斜）　3,500円/10a  助成対象：奈良市、天理市、桜井市、五條市、御所市、宇陀市、            山添村、曽爾村、御杖村、明日香村、吉野町、            大淀町、下市町、東吉野村  県予算額：242,712千円
市町村 奈良県 農林部農村振興課
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成 中山間地域等直接支払事業 中山間地域等直接支払事業を実施する市町村に係る事務経費を助成　スキーム：国10/10　助成対象：奈良市、天理市、桜井市、五條市、御所市、宇陀市、            山添村、曽爾村、御杖村、明日香村、吉野町、            大淀町、下市町、東吉野村　県予算額：10,742千円 市町村 奈良県 農林部農村振興課
基幹水利施設管理事業 国営事業で造成された基幹水利施設の維持管理を行う市町村への助成  スキーム：県6/10（国3/10　県3/10）　市町村・地元4/10  助成対象：奈良市、天理市、五條市、宇陀市、山添村、下市町  県予算額：42,788千円 市町村 奈良県 農林部農村振興課
農業集落排水特別対策事業 農業集落排水事業実施による過年度下水道事業債等の償還について助成　スキーム：県1/10～1.5/10（10ヶ年分割交付） 国5/10（交付済）　　　　　　市町村3.5/10～4/10　助成対象：奈良市、天理市、平群町　県予算額：49,731千円 市町村 奈良県 農林部農村振興課
農地及び農業施設災害復旧事業 農地及び農業用施設災害復旧事業を行う市町村への助成　スキーム：基本補助率　農地　国5/10　市町村地元5/10　　　　　　施設　国6.5/10　市町村地元3.5/10　助成対象：全市町村　県予算額：76,110千円 市町村 奈良県 農林部農村振興課
農村資源活用支援事業 国庫補助事業の対象とならない小規模な農業基盤整備事業を実施する市町村への助成　スキーム：県3/10　市町村7/10　　　　　　（京奈和・過疎関連は県5/10　市町村5/10）　助成対象：事業実施市町村　県予算額：20,370千円 市町村 奈良県 農林部農村振興課
農地有効活用促進事業

農村漁村活性化計画や地域の農業振興計画などに基づいた農業基盤整備を実施する市町村への助成　スキーム：県5.5/10（国5/10　県0.5/10）　市町村4.5/10　　　　　　（6法指定地域は県6/10（国5.5/10 県0.5/10））  助成対象：大和郡山市、天理市、桜井市、五條市、葛城市、　　　　　　山添村、三宅町、田原本町、御杖村、明日香村、　　　　　　吉野町、大淀町、五條吉野土地改良区、　　　　　　大和高原南部土地改良区　県予算額：148,385千円 市町村等 奈良県 農林部農村振興課
農業水利施設アセットマネジメント事業（農業水利施設診断事業） 井堰等農業水利施設の機能診断、長寿命化計画の策定を支援　スキーム：県10/10（国10/10）　助成対象：奈良市、大和高田市、天理市、橿原市、広陵町　県予算額：68,700千円 市町村等 奈良県 農林部農村振興課新　ため池等防災対策推進事業（団体営農業用河川工作物応急対策事業） 農業用井堰の改修を行う市町村への助成　スキーム：県9.2/10（国5/10　県4.2/10）　助成対象：奈良市　県予算額：4,600千円 市町村 奈良県 農林部農村振興課ため池等防災対策推進事業（ため池防災対策調査計画事業） ため池に係る点検調査、耐震調査及び対策を行う市町村への助成　スキーム：県10/10（国10/10）　助成対象：市町村　県予算額：128,630千円 市町村 奈良県 農林部農村振興課
農村資源エネルギー支援事業 農村資源を活用したエネルギーの導入検討の市町村への助成　スキーム：定額　県10/10（国10/10）　助成対象：市町村、土地改良区　県予算額：10,000千円 市町村等 奈良県 農林部農村振興課
多面的機能支払事業

農地や水路・農道等の農村資源の基礎的な保全管理、多面的機能の維持管理、農業生産資源や農村環境の質的向上、多面的機能の増進に寄与する活動を行う活動組織に対する支援  スキーム：県3/4（国1/2　県1/4）　市町村1/4  助成内容：基本単価　　　　　　　農地維持支払　田3,000円/10a　　　　　　　　　　　　　　畑（含樹園）2,000円/10a　　　　　　　資源向上支払　田2,400円・4,400円/10a                 　　　　　 畑（含樹園）1,440円・2,000円/10a  助成対象：事業実施市町村　県予算額：286,195千円
市町村 奈良県 農林部農村振興課
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当②地域づくり団体に対する直接助成 耕作放棄地景観向上促進事業 耕作放棄地において景観形成作物を植栽する農業者等に対し、県がその再生作業等に係る経費の一部を助成  スキーム：県定額及び1/2  助成内容：営農定着支援：再生後の植栽に要する費用　　　　　　　（上限25千円／10a・年、３年間）  助成対象：３年以上植栽することが確実な農業者、　　　　　　地元自治会、各種団体、ＮＰＯ、企業等活動組織  県予算額：168千円
農業者、地元自治会、各種団体、ＮＰＯ、企業等 奈良県 農林部担い手・農地マネジメント課③県庁力によるサポート 農村資源を活用した地域づくり事業 農村資源を活用し、地域づくりへの展開を図るとともにそのきっかけづくりのための人材育成を目的とするワークショップ、実践活動等を実施　県予算額：2,800千円 市町村、地域団体、個人等 奈良県 農林部農村振興課

ならの美しい農村景観づくり事業 植栽計画策定地域や農村景観づくりに取り組む地域において、地域住民等と連携し、農村景観の再生、保全整備、視点場環境整備など農村景観を活かした景観づくりを実施　県予算額：4,800千円 市町村、地域団体、個人等 奈良県 農林部農村振興課
田んぼの機能活用促進事業 田んぼの有する多様な機能を評価し、農村の活性化を推進するため、現況調査や全体計画の策定及び研修会、田んぼを活用した地域活動を実施　県予算額：7,900千円 市町村、地域団体、個人等 奈良県 農林部農村振興課④国からの助成 耕作放棄地再生利用緊急対策交付金 耕作放棄地を再生・利用する取組やこれに付帯する施設等の整備・農地利用調整、営農開始後におけるフォローアップ等の地域の取組を総合的・包括的に支援　スキーム：定額及び1/2 県協議会等 農林水産省 農林部担い手・農地マネジメント課⑤公的団体からの助成 農の雇用事業 農業法人等が新規雇用者に対して実施する基礎的な技術・ノウハウを習得するための実践研修等の経費の一部を助成　助成割合：10/10 農業法人等 全国農業会議所 農林部担い手・農地マネジメント課⑥アドバイス・相談 中山間地域活力アップ事業 中山間地域等において、市町村の農村資源を活用した地域づくりの実現に向けた取り組み等に対する相談 － 奈良県 農林部農村振興課
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３．地域の農林業へのサポート

（２）地域の林業へのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成 森林整備地域活動支援事業 市町村長との協定に基づき計画的に森林経営計画の作成、施業集約化、森林境界の明確化、作業路網の改良の各種活動を行う森林所有者等に対し交付金を交付　スキーム：交付単価　5,000円/ha ～ 54,000円/ha            県3/4（国1/2　県1/4）　市町村1/4            市町村推進費　県1/2（国1/2）　市町村1/2　助成対象：奈良市外12市町村　県予算額：51,780千円 市町村 奈良県 農林部林業振興課
木材生産林育成整備事業 計画的に実施する森林整備に対する助成　スキーム：県68%（国51%  県17%）　市町村等32%　助成対象：市町村、森林組合等  県予算額：290,036千円[一部27年度2月補正] 市町村、森林組合等 奈良県 農林部林業振興課
県産材生産促進事業 搬出コストの不採算により伐り捨てられている未利用間伐材の出材に対する助成  助成内容：県2,000円/m3　市町村1,500円/m3  助成対象：奈良市、天理市、桜井市、五條市、宇陀市、            曽爾村、御杖村、明日香村、吉野町、下市町、            黒滝村、 天川村、野迫川村、十津川村、            下北山村、上北山村、川上村、東吉野村　  県予算額：40,000千円 市町村 奈良県 農林部林業振興課
林業労働者退職金共済制度推進事業 退職金共済制度の掛け金に対する助成  スキーム：県15/100  市町村15～35/100　事業者70～50/100  助成内容：18,000円～26,000円/月  対象加入者 184人  助成対象：五條市、宇陀市、曽爾村、吉野町、黒滝村、            天川村、野迫川村、十津川村、下北山村、            上北山村、川上村、東吉野村  県予算額：7,506千円 市町村 奈良県 農林部林業振興課
市町村森林所有者情報整備事業 森林所有者情報の的確な把握と情報共有化を図るため、市町村ＧＩＳの改良に対する助成　スキーム：県1/2（国1/2）　事業主体1/2　助成対象：市町村　県予算額：1,485千円 市町村 奈良県 農林部林業振興課
奈良の木学習机開発・普及推進モデル事業 森林環境教育を積極的に推進する小・中学校所管市町村への、県産材を使用した学習机等の開発や導入に対する助成　スキーム：県1/2　市町村1/2　助成対象：事業実施市町村　県予算額：1,742千円 市町村 奈良県 農林部奈良の木ブランド課
奈良県森林環境税ＰＲ事業  新　森林環境教育を積極的に推進する市町村への、県産材を使用した積み木の新生児への贈呈経費、木の玉プールの購入経費及び中学校の技術家庭科の教材購入経費に対する助成　スキーム：県1/2　市町村1/2　助成対象：事業実施市町村　県予算額：5,182千円 市町村 奈良県 農林部奈良の木ブランド課
公共建築物木造・木質化推進事業 県産材を利用した公共建築物の木造・木質化に対する助成　スキーム：県3.75、15、50/100　事業主体96.25、85、50/100　県予算額：90,750千円 市町村、法人等 奈良県 農林部奈良の木ブランド課木材加工流通施設等整備事業（緑の産業再生プロジェクト事業） 製材工場等が行う高性能木材加工施設整備に対する助成　スキーム：県1/2　事業主体1/2　県予算額：36,662千円 市町村、林業事業体等 奈良県 農林部奈良の木ブランド課新　木質バイオマス利用施設等整備事業（緑の産業再生プロジェクト事業） 木質バイオマス加工利用施設等の整備に対し補助　スキーム：県1/2　事業主体1/2　県予算額：238,425千円 市町村、林業事業体等 奈良県 農林部奈良の木ブランド課
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成 新　県産材家具の導入支援事業 県産材を利用した家具の購入に対する助成　スキーム：県1/2　市町村1/2　助成対象：事業実施市町村　県予算額：2,500千円 市町村 奈良県 農林部奈良の木ブランド課林道整備事業（補助林道開設事業） 市町村等が実施する林道の開設事業に対する助成　スキーム：県6/10（国5/10　県1/10）　市町村4/10　助成対象：事業実施市町村・森林組合等　県予算額：98,995千円 市町村、森林組合等 奈良県 農林部森林整備課
林道整備事業（林道改築事業） 市町村等が実施する林道の改築事業（既設林道の拡幅、改良、舗装等を一体的に施工）に対する助成  スキーム：県57/100（国50/100　県7/100）　市町村43/100  助成対象：林道を管理する市町村・森林組合等  県予算額：19,945千円 市町村、森林組合等 奈良県 農林部森林整備課
林道整備事業（林道環境保全事業） 市町村等が実施する林道の環境保全事業（既存の林道の不安定法面等の保全改良）に対する助成  スキーム：県57/100（国50/100　県7/100）　市町村43/100  助成対象：林道を管理する市町村・森林組合等  県予算額：37,891千円 市町村、森林組合等 奈良県 農林部森林整備課
林道整備事業（林道改良事業） 市町村等が実施する林道の改良事業（既存の林道の路側施設や路盤等の局所改良及び橋梁の点検診断・補修工事）に対する助成  スキーム：県57/100（国50/100　県7/100）　市町村43/100  助成対象：林道を管理する市町村・森林組合等  県予算額：14,506千円 市町村、森林組合等 奈良県 農林部森林整備課
林道整備事業（林道舗装事業） 市町村等が実施する林道の舗装事業（既存の林道の舗装）に対する助成  スキーム：県57/100（国50/100　県7/100）　市町村43/100  助成対象：林道を管理する市町村・森林組合等  県予算額：11,400千円 市町村、森林組合等 奈良県 農林部森林整備課
県単独林道事業 市町村等が実施する林道整備等のうち国庫補助対象外の事業に対する助成  スキーム：県1/2　市町村等1/2  助成対象：林道を管理する市町村・森林組合等  県予算額：53,528千円 市町村、森林組合等 奈良県 農林部森林整備課
県単独治山事業（市町村治山事業） 市町村が実施する災害に伴う林地の小規模崩壊の復旧等に対する助成  スキーム：県1/2　市町村1/2  助成対象：市町村  県予算額：20,660千円 市町村 奈良県 農林部森林整備課
林道災害復旧事業（補助） 市町村・森林組合管理林道の災害復旧事業に対する助成  スキーム：県5/10～6.5/10（国5/10～6.5/10）　　　　　　市町村等3.5/10～5/10（基本補助率）  助成対象：林道を管理する市町村・森林組合  県予算額：95,700千円 市町村、森林組合 奈良県 農林部森林整備課
里山づくり推進事業（地域で育む里山づくり事業）

ＮＰＯやボランティア団体等の協力を得ながら、放置され荒廃した里山林の景観や機能を回復する事業に対する助成  スキーム：県10/10  助成内容：森林整備費用308,600円/ha　 　　　　 竹林整備費用321,400円/ha等  助成対象：市町村　県予算額：3,980千円 市町村 奈良県 農林部森林整備課
森林病害虫等防除事業（予防事業・駆除事業） 松くい虫被害から森林を保護するための樹幹注入、伐倒駆除事業に対する助成　スキーム：県1/2　市町村1/2  助成対象：市町村  県予算額：3,346千円 市町村 奈良県 農林部森林整備課
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当②地域づくり団体に対する直接助成 奈良県木材生産推進事業（奈良型作業道重点開設事業） 第１種木材生産林のエリアでの作業道開設に対する助成　スキーム：県81～88%（国51%  県30%～37%）　　　 　　 事業主体12～19%  助成対象：林業事業体、森林組合、林業経営体等　県予算額：216,212千円[一部27年度2月補正] 林業事業体等 奈良県 農林部林業振興課奈良県木材生産推進事業（木材生産強化事業） 第１種木材生産林のエリアでの利用間伐に対する助成　スキーム：県68%（国51%  県17%）事業主体32%　助成対象：林業事業体、森林組合、林業経営体等　県予算額：126,270千円 林業事業体等 奈良県 農林部林業振興課奈良県木材生産推進事業（林業機械レンタル事業） 第１種木材生産林のエリアでの木材生産を実施する際に使用する林業機械のレンタルに対する助成　スキーム：県1/2　事業主体1/2　助成対象：林業事業体、森林組合、林業経営体等　県予算額：7,800千円 林業事業体等 奈良県 農林部林業振興課
奈良県木材生産推進事業（林業機械導入支援事業） 第１種木材生産林のエリアでの木材生産を実施する際に使用する林業機械の導入に対する助成　スキーム：県45%（国45%） 事業主体55%　助成対象：林業事業体、森林組合、林業経営体等　県予算額：13,600千円 林業事業体等 奈良県 農林部林業振興課
奈良県木材生産推進事業（架線集材施設設置支援事業） 第１種木材生産林のエリアでの木材生産を実施する際に設置する架線集材施設に対する助成　スキーム：県1/2  事業主体1/2　助成対象：林業事業体、森林組合、林業経営体等　県予算額：2,200千円 林業事業体等 奈良県 農林部林業振興課
森林環境教育推進事業（体験学習実施事業）

指導者養成セミナーの基本的な指導者養成研修を修了した者が実施する森林体験学習に対して費用の一部を助成　スキーム：県1/2　事業主体1/2　助成内容：必要経費の1/2以内（上限50千円）　助成対象：基本的な指導者養成研修を修了した団体の指導者、            ボランティアリーダー等　県予算額：150千円
基本的な指導者養成研修を修了した団体の指導者、ボランティアリーダー等 奈良県 農林部森林整備課③県庁力によるサポート 森林環境教育推進事業（指導者養成セミナー） 団体の指導者等を対象とした森林環境教育の指導者養成  スキーム：県10/10  支援内容：基本的な指導者養成ほか各種研修会の開催  支援対象：団体の指導者、ボランティアリーダー等  県予算額：886千円 地域団体、個人 奈良県 農林部森林整備課

森林環境教育推進事業（人材・フィールド支援事業）
森林体験学習の指導者、活動できるフィールドの登録、道具資材の配置を行い、紹介・斡旋を実施　スキーム：県10/10　支援内容：森林体験学習を実施する団体、個人に対して指            導者等の紹介・斡旋及び道具の貸出を実施　支援対象：森林体験学習を実施する団体、個人　県予算額：300千円 地域団体、個人 奈良県 農林部森林整備課

森林環境教育推進事業（副読本等配布事業） 森林林業への理解を深めるため、副読本等を配布  スキーム：県10/10  支援内容：県内小学５年生を対象に、学校を通じて配布  支援対象：（市町村教育委員会）県内小学５年生  県予算額：2,283千円 地域団体、個人 奈良県 農林部森林整備課
施業放置林解消活動推進事業 施業放置林解消活動のマネージャーの設置を市町村に委託　スキーム：県10/10　委託対象：市町村　県予算額：9,694千円 市町村 奈良県 農林部森林整備課
施業放置林整備事業 環境保全を図ることを目的とした施業放置林の整備を市町村に委託　スキーム：県10/10　委託対象：市町村　県予算額：268,156千円 市町村 奈良県 農林部森林整備課④国からの助成 美しい森林づくり基盤整備交付金 地域の自主性、裁量性を活かした森林整備に対して支援　スキーム：1/2 市町村等 農林水産省 農林部林業振興課
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当④国からの助成 新　森林・山村多面的機能発揮対策交付金 森林所有者や地域住民等が協力して森林の有する多面的機能を発揮させるための保全活動及び山村地域の活性化に資する取組に対して支援  スキーム：タイプ毎に、16万円/ha、38万円/ha、１千円/m、            ５万円/回、購入額の1/2又は1/3以内 地域協議会活動団体 林野庁 農林部森林整備課⑥アドバイス・相談 林業普及指導事業 林業経営に必要な技術の普及指導及び森林の施業の指導 － 奈良県 農林部農林振興事務所林業普及指導事業 専門的な森林施業、生産技術、知識の提供 － 奈良県 農林部森林技術センター
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３．地域の農林業へのサポート

（３）鳥獣害対策へのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成 カワウ食害防止対策事業 カワウによるあゆ等水産資源への被害を軽減するため、市町村が行うカワウ駆除事業に助成　スキーム：県1/2以内　助成対象：全市町村　県予算額：256千円 市町村 奈良県 農林部農業水産振興課
鳥獣被害防除事業（有害獣捕獲施設設置事業） 銃猟規制区域でのイノシシ等による農林産物被害対策に対する助成　スキーム：県1/2　市町村1/2  助成内容：捕獲柵の設置  助成対象：市町村　県予算額：300千円 市町村 奈良県 農林部農業水産振興課
鳥獣被害防除事業（有害獣駆除事業） シカ、イノシシ、カラス等からの農林作物被害対策に対する助成  スキーム：県1/3　市町村1/3　事業者1/3  助成内容：銃による駆除に要する経費  助成対象：市町村  県予算額：5,601千円 市町村 奈良県 農林部農業水産振興課
里山づくり推進事業（獣害につよい里山づくり事業） 有害獣の餌場・隠れ家・子育て場となっている里山林を効率的に整備し、鳥獣被害の低減と里山の環境整備を図る事業に対する助成  スキーム：県10/10  助成内容：森林整備・維持管理　助成対象：市町村　県予算額：23,760千円 市町村 奈良県 農林部森林整備課
森林生態系保全事業（緊急森林被害対策事業） ナラ枯れ被害等森林被害の状況把握及び突発的な防除処置に対する助成  スキーム：県1/2　市町村1/2等  助成内容：伐倒駆除・くん蒸処理等に要する経費  助成対象：市町村・森林組合  県予算額：8,014千円 市町村 奈良県 農林部森林整備課
森林生態系保全事業（森林植生保全事業）

ニホンジカ第二種特定鳥獣保護管理計画で目標としている県内適正生息数の達成に向けたメスジカの有害捕獲に対する助成　スキーム：県10/10　助成内容：8,000円/頭（通年特別捕獲強化期間　４月～６月）　　　　　　5,000円/頭（通常期間　７月～３月）　助成対象：市町村　　県予算額：24,500千円 市町村 奈良県 農林部農業水産振興課②地域づくり団体に対する直接助成 鳥獣被害防止対策事業（鳥獣被害防止活動支援・鳥獣被害防止整備事業）
有害鳥獣被害防止の取り組みに対して助成  スキーム：ソフト事業　原則      県1/2（国1/2）　 　　　　 ハード事業　自力施工　県10/10（国10/10）　　　　　　　      　　請負施工　県1/2（国1/2）  助成対象：市町村地域協議会等  県予算額：392,788千円 市町村地域協議会等 奈良県 農林部農業水産振興課③県庁力によるサポート 鳥獣被害防除事業（有害鳥類捕獲事業） 使用可能エリアの広い空気銃による鳥類の捕獲を（一社）奈良県猟友会に委託　スキーム：県10/10　委託対象：（一社）奈良県猟友会　委託内容：年間12回出動　県予算額：600千円 市町村 奈良県 農林部農業水産振興課

鳥獣被害防除事業（捕獲新技術導入推進事業） 近年開発され普及が進みつつある捕獲装置の能力を最大限に発揮させるため、専門家による研修を実施し、市町村と協働で有害鳥獣の捕獲を推進　スキーム：県10/10　捕獲装置：人工知能技術を活用したセンサー、            移動式大型捕獲檻　県予算額：680千円 市町村 奈良県 農林部農業水産振興課

19 地域の農林業へのサポート



４．地域の健康づくり、医療・福祉へのサポート

（１）健康づくり、保険事業へのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成 国民健康保険特定健康診査・特定保健指導負担金事業 高齢者の医療の確保に関する法律に基づき市町村国保が実施する特定健康診査等に対する負担金　スキーム：国1/3（直接補助） 県1/3　市町村（国保）1/3　助成対象：全市町村（国保）　県予算額：175,000千円 市町村 奈良県 健康福祉部保険指導課
健康増進普及推進事業 健康増進法に基づき、市町村が実施する保健事業に対する助成　スキーム：国1/3　県1/3　市町村1/3（一部国10/10）　助成対象：全市町村　県予算額：48,980千円 市町村 奈良県 健康福祉部健康づくり推進課
新　健康ステーション市町村連携協働事業 市町村営の健康ステーション立ち上げを支援するため、「おでかけ健康法」の普及、おでかけ健康モニターの継続支援のための健康サポーターの配置経費、活動量計の購入経費を助成　スキーム：県1/2　市町村1/2　助成対象：健康ステーションを設置する市町村  助成期間：開設年度より３年間　県予算額：6,000千円 市町村 奈良県 健康福祉部健康づくり推進課
新　がん検診の受診勧奨・再勧奨支援事業 ソーシャルマーケティングの手法を活用した効果的ながん検診の個別勧奨・再勧奨及びがん検診の普及啓発事業を実施する市町村に助成　スキーム：県1/2　市町村1/2　助成対象：全市町村　助成期間：平成30年度まで　県予算額：50,000千円 市町村 奈良県 健康福祉部健康づくり推進課
自殺対策強化事業（自殺対策強化補助金） 自殺対策に自主的に取り組む市町村等の活動を支援　スキーム：県10/10（国10/10）等  助成対象：全市町村　県予算額：27,000千円 市町村 奈良県 医療政策部保健予防課③県庁力によるサポート 新　自殺対策強化事業（新 災害時自殺対策事業） 災害時に備えた自殺予防対策として行政職員や教育職員に研修等及び紀伊半島大水害の被災者支援を実施　　県予算額：6,057千円 市町村 奈良県 医療政策部保健予防課自殺対策強化事業（自殺予防地域連携体制整備事業） 自殺予防対策連携調整会議を開催し、市町村との連携して自殺予防対策を実施　支援対象：全市町村　県予算額：156千円 市町村 奈良県 医療政策部保健予防課
総合型地域スポーツクラブ育成・充実事業等

地域住民が主体的に運営する総合型地域スポーツクラブの普及とその活動の充実を図るため、奈良県スポーツ支援センターによる支援を実施　支援内容：クラブ創設の支援　　　　　　指導者、クラブマネージャー等の人材育成　　　　　　クラブアドバイザーの設置（巡回指導訪問等）　　　　　　クラブ相互間の交流イベントの実施　　　　　　クラブ普及のための広報　ほか　県予算額：5,841千円
市町村、地域団体等 奈良県 くらし創造部スポーツ振興課④国からの助成 新たなステージに入ったがん検診の総合支援事業 市町村が実施する子宮頸がん及び乳がん検診において、一定の年齢の者にクーポン券の配布を行うとともに、５がんすべてについて一定の年齢の者と要精密検査と判断された者に対して個別の受診勧奨を実施する事業に要する費用の一部を助成　スキーム：国1/2　市町村1/2 市町村 厚生労働省 健康福祉部健康づくり推進課学校施設環境改善交付金（スポーツ施設（社会体育施設）整備事業） スポーツ施設（社会体育施設）の整備を促進し、スポーツの円滑な実施及び振興に寄与するため、地域水泳プール新改築等に対し交付金を交付　スキーム：1/3ほか 市町村 文部科学省 くらし創造部スポーツ振興課⑤公的団体からの助成 地域医療機関と住民の連帯推進事業 健やかな地域社会づくりを推進することを目的とした、地域医療機関と住民とが協力して企画・実施する健康づくり推進事業等への助成　助成金額：2,000千円（上限）　助成割合：10/10 県、市町村 (公財)地域社会振興財団 地域振興部市町村振興課
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当⑤公的団体からの助成 スポーツ振興くじ助成金 スポーツ振興くじ（toto）の収益をもとに、地方公共団体及びスポーツ団体が行う、スポーツの振興を目的とした一定事業に対し助成　助成区分：地域スポーツ施設整備　　　　　　総合型地域スポーツクラブ活動　　　　　　地方公共団体スポーツ活動　　　　　　スポーツ団体スポーツ活動助成ほか　助成割合：4/5他 市町村他 (独)日本スポーツ振興センター くらし創造部スポーツ振興課
宝くじスポーツフェア開催事業 宝くじの社会貢献広報の一環である「宝くじスポーツフェア」の開催経費を助成　助成内容：はつらつママさんバレーボール、ドリームベース　　　　　　ボール、ドリームサッカーに係る開催経費　助成割合：10/10 市町村 (一財)自治総合センター くらし創造部スポーツ振興課⑥アドバイス・相談 県・市町村スポーツ推進協議会 「奈良県スポーツ推進計画」に基づき、県と市町村の連携を強化するとともに、本県におけるスポーツ振興行政のさらなる活性化を図るため、協議会を設置　協議内容：スポーツイベントの効果的な連携策　　　　　　スポーツ施設の効果的な活用方法　ほか － 奈良県 くらし創造部スポーツ振興課
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４．地域の健康づくり、医療・福祉へのサポート

（２）地域医療へのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成 国民健康保険保健施設整備費助成事業 国保直営診療所、施設、設備整備事業に対し助成　スキーム：国1/2　市町村（国保）1/2　助成対象：山添村、曽爾村、御杖村、黒滝村、天川村、下北山　　　　　　村、上北山村、宇陀市（国保）　県予算額：15,375千円 市町村 奈良県 健康福祉部保険指導課
へき地診療所医師確保支援事業 へき地診療所に勤務する医師人件費に対する助成　スキーム：県1/2　市町村1/2　助成内容：補助基準額＝対象額－控除額（13,000千円）  　        補助限度額　2,400千円　助成対象：宇陀市、山添村、御杖村、十津川村、川上村　県予算額：5,552千円 市町村 奈良県 医療政策部地域医療連携課
へき地医療拠点病院運営費補助事業 へき地診療所への代診医等の派遣、へき地医療従事者への研修等を行う拠点病院に対する助成　スキーム：県10/10（国1/2　県1/2）　助成内容：人件費、旅費、需用費　助成対象：県内拠点病院（奈良市、南和広域医療企業団）　県予算額：4,027千円 市町村、一部事務組合 奈良県 医療政策部地域医療連携課
広域小児初期救急支援事業 小児一次救急医療を広域的に担う橿原休日夜間応急診療所に対する助成　スキーム：県10/10　助成内容：運営経費　4,000千円（定額）　助成対象：橿原市　県予算額：4,000千円 市町村 奈良県 医療政策部地域医療連携課
小児救急輪番制参加病院運営費補助事業 小児救急輪番制参加病院の運営費に対する助成　スキーム：県10/10（国2/3　県1/3）　助成内容：人件費　助成対象：小児救急輪番制参加病院（奈良市、大和高田市、大淀　　　　　　町）　県予算額：54,141千円 市町村、公的・民間医療機関 奈良県 医療政策部地域医療連携課
産科医療体制支援事業 分娩手当を支給する医療機関に対する助成　スキーム：県1/3（国2/3　県1/3）　市町村2/3　助成内容：手当支給額　補助基準額＝１分娩あたり10,000円　助成対象：県内分娩取扱医療機関　県予算額：18,084千円 市町村、公的・民間医療機関 奈良県 医療政策部地域医療連携課
産婦人科病院群輪番制運営事業 休日夜間における産婦人科一次救急患者に対応する医療機関に対する助成　スキーム：県1/2　市町村1/2　助成内容：人件費　助成対象：産婦人科輪番制参加病院（奈良市）　県予算額：14,223千円 市町村、公的・民間医療機関 奈良県 医療政策部地域医療連携課
へき地歯科医療施設整備事業 歯科診療所の設備整備に対する助成　スキーム：国2/4　県1/4　村1/4　助成対象：曽爾村　県予算額：139千円 市町村 奈良県 医療政策部地域医療連携課
へき地診療所運営費補助事業 へき地診療所の運営に必要な経費に対する助成　スキーム：国2/3　市1/3　助成内容：補助基準額＝運営経費－診療収入　助成対象：五條市　県予算額：5,897千円 市町村 奈良県 医療政策部地域医療連携課
奈良県女性医師就労支援事業 子育て等を行う女性医師の多様な働き方を支援するため、勤務環境の整備を行う病院に対する助成　スキーム：県1/2（国2/3　県1/3）　市町村1/2　助成内容：代替医師雇用に係る人件費及び復職研修に要する費用  助成対象：県内医療機関　  県予算額：4,162千円 市町村、公的・民間医療機関等 奈良県 医療政策部医師・看護師確保対策室
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成 看護職員資質向上支援事業 認定看護師教育課程等の受講経費に対する助成　スキーム：県1/2  市町村1/2　助成内容：学費　　      　補助基準額＝１人あたり400千円（上限）　助成対象：県内医療機関　県予算額：8,000千円 市町村、公的・民間病院 奈良県 医療政策部医師・看護師確保対策室
病院内保育所運営費補助事業 院内保育施設を運営する病院に対する助成 　スキーム：県1/3　市町村2/3 　助成内容：人件費、保育加算額等 　助成対象：県内医療機関 　県予算額：11,676千円 市町村、公的病院 奈良県 医療政策部医師・看護師確保対策室
新人看護職員卒後研修事業 新人看護職員研修ガイドラインに沿って新人看護職員への研修を実施する病院等に対する助成　 スキーム：国2/6　県1/6　市町村1/2 　助成内容：研修の実施に要する経費 　助成対象：県内医療機関等 　県予算額：16,825千円 市町村、公的・民間病院等 奈良県 医療政策部医師・看護師確保対策室感染症予防対策事業（感染症予防事業費県費負担金） 市町村が実施した消毒及びそ族昆虫の駆除等に係る経費に対する負担金　スキーム：国1/3　県1/3　市町村1/3　助成対象：38市町村（奈良市を除く全市町村）　県予算額：180千円 市町村（奈良市除く） 奈良県 医療政策部保健予防課
予防接種事業（予防接種事故対策費補助金） 市町村が負担する健康被害調査委員会の開催費用及び医療手当・障害年金等に対する助成　スキーム：国2/4　県1/4  市町村1/4　助成対象：全市町村　県予算額：23,943千円 市町村 奈良県 医療政策部保健予防課
がん診療連携推進事業 がん診療連携拠点病院の相談支援や医師の研修等に対する助成　スキーム：国1/2　県1/2　助成内容：人件費、旅費、需用費等　助成対象：地域がん診療連携拠点病院（奈良市）　　県予算額：64,000千円 市町村、公的・民間病院 奈良県 医療政策部保健予防課③県庁力によるサポート 一次救急体制整備事業 体制が不十分な一次救急医療体制確立のため、具体的な対応策の検討を支援　参加予定：市町村、医師会、消防機関、県　支援対象：全市町村　県予算額：350千円 市町村 奈良県 医療政策部地域医療連携課
へき地勤務医師確保推進事業 へき地に勤務する医師を確保するための各種プロモーション活動等を実施　支援内容：ワークショップ、へき地診療所体験実習の実施　　　　　　へき地医療研修プログラムの実施　支援対象：へき地市町村　県予算額：2,232千円 市町村（へき地） 奈良県 医療政策部医師・看護師確保対策室
医師配置システムの運営 県内医療機関に必要な医師を安定的に配置するため、県立医科大学と連携し、適切な医師派遣を実施　支援内容：公立病院（又はへき地診療所）への医師配置　支援対象：公立病院（又はへき地診療所）設置市町村  県予算額：30,032千円 市町村 奈良県 医療政策部医師・看護師確保対策室④国からの助成 臨床研修費等補助金 公私立大学附属病院及び公私立病院の開設者が行う臨床研修事業の実施に対し助成　スキーム：定額（臨床研修費等補助金交付要綱に基づく） 病院等 厚生労働省 医療政策部医師・看護師確保対策室⑤公的団体からの助成 地域医療技術向上推進事業 地域社会における住民の健康及び福祉の向上を図り、健やかな地域社会づくりを推進していくため、それに必要な地域医療に従事する者の資質向上を目的とした「研修事業」及び「研究事業」への助成　助成金額：10,000千円（研修事業における上限）     　　　　5,000千円（研究事業における上限）　助成割合：10/10 県、市町村 (公財)地域社会振興財団 地域振興部市町村振興課
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（３）地域福祉へのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成 民生児童委員活動費 民生委員活動費負担金、児童委員活動費負担金、地区民協活動推進費負担金、民生委員推薦会負担金民生・児童委員及び民生委員関係機関の活動等に対する負担金　スキーム：県10/10  助成内容：民生・児童委員活動費、地区民協活動費、            民生委員推薦会経費  助成対象：38市町村（奈良市を除く全市町村）　  県予算額：152,202千円 市町村（奈良市除く） 奈良県 健康福祉部地域福祉課
小児慢性特定疾病対策事業（小児慢性特定疾病児日常生活用具給付事業）

小児慢性特定疾病児の居宅生活を支援するための日常生活用具を給付する市町村に対する助成　スキーム：市　部　国1/2　市1/2　　　    　町村部　国1/2　県1/4　町村1/4  助成対象：38市町村（奈良市を除く全市町村）  県予算額：460千円 市町村（奈良市除く） 奈良県 医療政策部保健予防課②地域づくり団体に対する直接助成 高齢者就労支援事業 高齢者の多様な就労や社会で活躍し続けるために必要な情報を提供し、生涯現役社会の大切さを啓発するとともに、これまで培ってきた知識や経験を活かし、身近な仲間と地域の課題解決につながる事業の立上げに対し支援　専門家による起業についての助言・指導等　事業立ち上げ経費への助成　　スキーム：県10/10　　　県予算額：5,150千円
非営利組織グループ（高齢者が主体であるもの） 奈良県 健康福祉部長寿社会課

鉄道駅バリアフリー整備事業 鉄道駅のエレベーター、障害者対応型便所などのバリアフリー整備の促進　スキーム：平均乗降者数が１日3,000人以上の駅　　　　　　　国1/3（直接） 県1/6　市町村1/6　実施主体1/3　　　　　　平均乗降者数が１日3,000人未満の駅　　　　　　　県1/2　実施主体等1/2　助成対象：鉄道事業者　県予算額：63,055千円 鉄道事業者 奈良県 県土マネジメント部地域交通課④国からの助成 社会保障・税番号制度システム整備費補助金 社会保障・税番号制度の導入に必要な都道府県及び市町村の社会保障関係システムの整備に要する経費の全部又は一部を補助　スキーム：一般分　2/3　　　　　　国民年金・特別児童扶養手当分　10/10 市町村 厚生労働省 健康福祉部企画管理室臨時福祉給付金給付事業費・事務費補助金 市町村が行う臨時福祉給付金事業並びにその支給に伴う市町村の実施事務に必要な経費を交付　スキーム：10/10 市町村 厚生労働省 健康福祉部企画管理室生活困窮者自立相談支援事業費等負担金（自立相談支援事業） 生活困窮者からの相談に応じ、生活困窮者が抱える課題の評価・分析、自立に向けたプランの作成、生活全般にわたる包括的な支援を行うための関係機関との連絡調整等の支援を行う事業に対する国庫負担金　スキーム　3/4  助成対象：福祉事務所を有する市、村 市、村 厚生労働省 健康福祉部地域福祉課生活困窮者自立相談支援事業費等負担金（住居確保給付金） 離職により住宅を失った又はそのおそれの高い生活困窮者に対し、安定的に就職活動を行うことができるよう、有期で家賃相当額を支給する事業に対する国庫負担金　スキーム：3/4  助成対象：福祉事務所を有する市、村 市、村 厚生労働省 健康福祉部地域福祉課生活困窮者自立相談支援事業費等負担金（被保護者就労支援事業） 生活保護受給者の就労の支援に関する問題について、被保護者からの相談に応じるとともに、履歴書の書き方や面接の受け方の指導等の就労に向けた支援や、個別求人開拓、就労後における職場定着に向けた支援を行う事業に対する国庫負担金　スキーム：3/4  助成対象：福祉事務所を有する市、村 市、村 厚生労働省 健康福祉部地域福祉課生活困窮者就労準備支援事業費等補助金（生活困窮者就労準備支援等事業） 生活に困窮している方を支援するための就労準備支援、家計相談支援、一時生活支援、家計相談支援、子どもの学習支援等の事業に対する補助　スキーム：2/3及び1/2  助成対象：福祉事務所を有する市、村 市、村 厚生労働省 健康福祉部地域福祉課
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当④国からの助成 生活困窮者就労準備支援事業費等補助金（中国残留邦人等地域生活支援事業） 中国残留邦人等が地域で安心して生活できる環境づくりを推進するため、地域における多様なネットワークを活用し、地域の中での理解や見守り・支え合いなど社会的自立を促進するための事業に対し助成　スキーム：10/10 市町村 厚生労働省 健康福祉部地域福祉課生活困窮者就労準備支援事業費等補助金（自立支援プログラム策定実施推進事業） 自立支援プログラムの策定・実施を推進するため、生活保護受給者等の自立・就労支援のための福祉事務所の実施体制及び多様かつ重層的なメニュー・各種サービスを整備する事業に対する補助　スキーム：3/4及び1/2  助成対象：福祉事務所を有する市、村 市、村 厚生労働省 健康福祉部地域福祉課生活困窮者就労準備支援事業費等補助金（生活保護適正実施推進事業） 生活保護の適正な運営を確保するため、診療報酬明細書の点検強化等による医療扶助の適正化、収入資産調査の充実強化等による認定事務の適正化、生活保護関係職員の資質向上のための研修の実施等、各種適正化の取組を推進する事業に対する補助　スキーム：3/4及び1/2  助成対象：福祉事務所を有する市、村 市、村 厚生労働省 健康福祉部地域福祉課生活困窮者就労準備支援事業費等補助金（共助の基盤づくり事業） 誰もが安心して地域で生活を営み続けることができるよう地域におけるインフォーマル活動の活性化を図るとともに生活困窮者自立支援制度など既存のサービスメニューでは対応が困難な福祉ニーズに対応するための地域サービスの創出、人材の養成等の取組を推進する事業に対する補助　スキーム：1/2 市町村 厚生労働省 健康福祉部地域福祉課地域公共交通確保維持改善事業（バリアフリー化設備等整備事業） バリアフリー化により制約の少ないシステムの導入等、移動にあたっての様々な障害の解消等を図るために実施される事業（駅のバリアフリー化、ノンステップバス・福祉タクシーの導入等）に対して補助　スキーム：1/4～1/3　対象者：鉄軌道事業者、乗合バス事業者、タクシー事業者等 鉄軌道事業者、乗合バス事業者、タクシー事業者等 国土交通省 県土マネジメント部地域交通課新　年金生活者等支援臨時福祉給付金給付事業費・事務費補助金 市町村が行う年金生活者等臨時福祉給付金事業並びにその支給に伴う市町村の実施事務に必要な経費を交付　スキーム：10/10 市町村 厚生労働省 健康福祉部企画管理室⑤公的団体からの助成 コミュニティ助成事業（共生の地域づくり助成事業） 地域の創意工夫により、地域の実情に応じて全ての住民にやさしいまちづくりを進めるための事業への助成　助成金額：10,000千円（上限）           （ソフト事業は5,000千円）  助成割合：10/10 市町村 (一財)自治総合センター 地域振興部市町村振興課保健・医療・福祉事業等推進調査事業 市町村が行う保健・医療・福祉等の施策の企画・立案、実施・評価のため、地域住民を対象とした意識、実態、ニーズ等の調査・分析を行う事業への助成（事業をすべて外部委託するものは対象外）　助成金額：5,000千円（上限）　助成割合：10/10 市町村 (公財)地域社会振興財団 地域振興部市町村振興課共同募金会共同募金配分 社会福祉団体の実施する事業に対する募金の配分　市町村社会福祉協議会、児童福祉施設連盟、里親会などに対し助　成 団体等 (社福)奈良県共同募金会 健康福祉部地域福祉課⑥アドバイス・相談 市町村恩給援護事務担当者会議 旧軍人軍属の恩給、戦傷病者及び戦没者遺族への援護事務に関する市町村担当者への説明会を実施 － 奈良県 健康福祉部地域福祉課
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（４）障害者福祉へのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成 自立支援給付事業 障害者自立支援のための給付費負担金　居宅介護・生活介護・就労移行支援、共同生活援助、補装具 等　スキーム：国1/2（直接補助）　県1/4　市町村1/4  助成対象：全市町村  県予算額：5,391,258千円 市町村 奈良県 健康福祉部障害福祉課
障害者医療給付事業 身体障害者の障害の軽減、改善を目的とする障害者医療費負担金　スキーム：国1/2（直接補助）　県1/4　市町村1/4　助成対象：全市町村　県予算額：502,375千円 市町村 奈良県 健康福祉部障害福祉課障害児通所給付事業 児童福祉法に基づく障害児通所施設に係る障害児通所給付費負担金　スキーム：国1/2（直接補助）　県1/4　市町村1/4　助成対象：全市町村　県予算額：765,883千円 市町村 奈良県 健康福祉部障害福祉課
市町村地域生活支援事業 障害者のニーズに応じた事業を実施する市町村に対する助成相談支援事業、意思疎通支援事業、日常生活用具給付等事業、移動支援事業、地域活動支援センター機能強化事業他　スキーム：国1/2（直接補助）　県1/4　市町村1/4　助成対象：全市町村　県予算額：238,000千円 市町村 奈良県 健康福祉部障害福祉課
難聴児補聴器購入助成事業 障害者総合支援法の補装具費支給制度の対象外となっている軽度・中等度難聴児のための補聴器購入費用に対する助成　スキーム：県1/3　市町村1/3　助成対象：全市町村　県予算額：1,592千円 市町村 奈良県 健康福祉部障害福祉課障害者自立支援制度施行事業（精神障害者医療費助成事業） 精神障害者の医療費のうち、自己負担分に対し補助を行う市町村に対する助成　スキーム：県1/2　市町村1/2　助成対象：全市町村　県予算額：360,796千円 市町村 奈良県 医療政策部保健予防課
育成医療給付事業 身体障害児の障害の軽減、除去するための医療費を給付する市町村に対する助成　スキーム：国1/2（直接助成）　県1/4　市町村1/4　助成対象：全市町村　県予算額：12,749千円 市町村 奈良県 医療政策部保健予防課③県庁力によるサポート 新　よりよい計画相談支援に向けたケアマネジメント能力向上事業 サービス等利用計画等評価に係るスーパーバイザーの派遣　地域におけるサービス等利用計画等の評価取組に対してスーパー　バイザーを派遣　　スキーム：国1/2　県1/2　　助成対象：市町村、障害福祉サービス事業所等　　　県予算額：574千円 市町村、障害福祉サービス事業所等 奈良県 健康福祉部障害福祉課
精神保健福祉センター運営事業（教育・研修・啓発・普及・市町村等支援）

市町村職員に対する精神保健研修　精神保健福祉法に基づく精神障害者への支援を実施するため  の知識及び能力の向上を図るための研修会を実施　支援内容：精神保健専門研修等　　　　　　実施回数　年２回　　募集人員  各回78名　支援対象：全市町村　県予算額：239千円 市町村 奈良県 医療政策部保健予防課
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（５）高齢者福祉へのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成 介護給付費負担金 介護給付に要する経費を負担  スキーム：施設給付費　　　　　　　国20% 県17.5% 市町村12.5% 保険料50%　　　　　　居宅給付費　　　　　　　国25% 県12.5% 市町村12.5% 保険料50%  助成対象：全市町村  県予算額：14,610,000千円 市町村 奈良県 健康福祉部長寿社会課
低所得利用者負担額減免措置事業 社会福祉法人利用者負担減免措置事業  低所得利用者の利用者負担額を軽減  　スキーム：国1/2　県1/4　市町村1/4  　助成対象：全市町村  　県予算額：400千円 市町村 奈良県 健康福祉部長寿社会課
老人クラブ活動助成事業 市町村の各地区の老人クラブが行う活動に助成　助成内容：補助基準額　適正クラブ　2,700円  　       　　　　　　 小規模適正　1,350円　スキーム：国1/3　県1/3　市町村1/3　助成対象：38市町村（奈良市を除く全市町村）　県予算額：21,449千円 市町村（奈良市除く） 奈良県 健康福祉部長寿社会課
市町村老人クラブ連合会活動促進事業 市町村老人クラブ連合会が行う活動に助成  助成内容：補助基準額　　　　　　　会員数割　　　  　　55円              事業補助対象総額　 9,500千円  スキーム：国1/3　県1/3　市町村1/3  助成対象：38市町村（奈良市を除く全市町村）  県予算額：9,350千円 市町村（奈良市除く） 奈良県 健康福祉部長寿社会課
新　低所得者介護保険料軽減強化負担金 低所得者介護保険料軽減強化負担金　低所得者の介護保険料軽減に対する経費を負担  　スキーム：国1/2　県1/4　市町村1/4  　助成対象：全市町村  　県予算額：62,696千円 市町村 奈良県 健康福祉部長寿社会課
地域密着型サービス施設等整備促進事業 地域密着型サービス施設等の整備及び開設準備経費を助成　スキーム：施設種別ごとに定額　助成対象：全市町村　県予算額：1,400,000千円 市町村 奈良県 健康福祉部長寿社会課
地域支援事業交付金 地域支援事業に要する経費を負担  スキーム：介護予防事業（介護予防・日常生活総合支援事業）　　　　　　　国25%　県12.5%　市町村12.5%　保険料50%　　　　　　包括的支援事業、任意事業　　　　　　　国39%　県19.5%　市町村19.5%　保険料22%  助成対象：全市町村  県予算額：548,000千円 市町村 奈良県 健康福祉部地域包括ケア推進室
新　退院調整ルールづくり推進事業 高齢者が退院後に十分な支援を受けられず、在宅療養の継続が短期間で困難になるケースを防ぐため、地域の病院、ケアマネジャー、地域包括支援センター、県（保健所）等と連携して退院調整ルールづくりに対し補助　スキーム：県10/10 (上限6,000千円) 　県予算額：6,960千円 市町村 奈良県 健康福祉部地域包括ケア推進室
新　市町村在宅医療介護連携拠点整備事業 地区医師会との連携により在宅医療・介護連携拠点を整備し、切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制構築に資する取組に対し補助　スキーム：県10/10 (上限9,000千円)　県予算額：10,000千円 市町村 奈良県 健康福祉部地域包括ケア推進室新　生活・介護支援サポーター養成事業 地域の日常的な支え合い活動の体制づくりを推進するため、「生活・介護支援サポーター」の養成に対し補助　スキーム：県10/10（上限2,000千円）　県予算額：4,000千円 市町村 奈良県 健康福祉部地域包括ケア推進室
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成 新　権利擁護人材育成事業 権利擁護人材の養成研修、権利擁護人材の資質向上のための支援体制事業の実施に対し補助　スキーム：県10/10（上限3,000千円）　　県予算額：3,000千円 市町村 奈良県 健康福祉部地域包括ケア推進室
新　市町村地域包括ケア推進事業

地域包括ケアの実現に向けたモデル事業を実施する市町村に対し補助　①地域包括ケアシステム構築に向けた全体構想策定(上限8,000千　　円)　②地域包括ケアシステムの５つの構成要素（医療・介護・予防・　　住まい・生活支援）充実（上限2,000千円）　スキーム：県10/10　助成対象：①２市町村　　　　　　②10市町村　　県予算額：36,500千円
市町村 奈良県 健康福祉部地域包括ケア推進室

新　新たな生活支援サービスづくり推進事業 生活支援体制整備事業促進補助金　市町村における生活支援体制整備事業の準備および充実のための　取組を支援するための市町村への助成　　スキーム：県10/10　（上限300千円）　　助成対象：20市町村　　県予算額：6,000千円 市町村 奈良県 健康福祉部地域包括ケア推進室②地域づくり団体に対する直接助成 新　認知症ケア等に関する医療介護連携体制構築事業 認知症にかかる医療と介護の有機的な連携体制を構築するため、医療介護の情報連携シート作成の検討や、連携構築のための会議・研修を開催する団体への補助　　スキーム：県10/10（上限2,000千円）　　県予算額：2,000千円 左記事業を実施する団体 奈良県 健康福祉部地域包括ケア推進室③県庁力によるサポート 地域包括支援センター機能強化事業
高齢者の相談・支援体制の中心となる地域包括支援センターの機能強化  支援内容：地域包括支援センター運営支援事業　　　　　　　地域包括支援センター長会議　　　　　　　市町村・地域包括支援センター広域支援（連絡会）　　　　　　　他府県取組事例調査　等　　　　　　地域ケア会議等活動支援事業　　　　　　　地域包括ケア支援アドバイザーの派遣　　　　　　　地域ケア会議への専門職の派遣　　　　　　地域包括支援センター職員研修  支援対象：全市町村  県予算額：3,178千円

市町村 奈良県 健康福祉部地域包括ケア推進室
認知症の人と家族にやさしい地域づくり推進事業 認知症の人と家族が住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよう、認知症の人や介護者を支えられる地域づくりを推進  支援内容：認知症サポーターの養成を支援　　　　　　キャラバン・メイト研修の開催　　　　　　認知症対応ネットワーク会議の開催　支援対象：全市町村  県予算額：2,634千円 市町村 奈良県 健康福祉部地域包括ケア推進室
介護予防市町村等支援事業 市町村による介護予防推進のための取組を支援　支援内容：市町村・地域包括支援センター担当者等を対象に、知　識・技能の向上等を目的とした介護予防従事者研修会を開催　支援対象：全市町村　県予算額：523千円 市町村、地域団体 奈良県 健康福祉部地域包括ケア推進室
新　地域づくりによる介護予防推進事業

住民が主体的に集まって週１～２回体操やレクリエーションを行う「住民運営の通いの場」の充実に取り組む市町村を支援し、地域づくりによる介護予防（住民主体の介護予防）を推進　①支援内容：国アドバイザーと連携した助言、現地支援、意見交　　　　　　　換会等　　支援対象：Ｈ28モデル３市町村　②支援内容：住民運営の通いの場充実のための研修会　　支援対象：全市町村　③支援内容：介護予防推進検討会において、介護予防にかかる市　　　　　　　町村支援策を検討　　支援対象：全市町村　県予算額：2,534千円
市町村 厚生労働省、奈良県 健康福祉部地域包括ケア推進室
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当③県庁力によるサポート 成年後見制度推進事業 成年後見制度を活用した高齢者の権利擁護を推進　支援内容：専門員（コーディネーター）の配置　　　　　　相談窓口の設置　　　　　　成年後見に関する普及・啓発活動　　　　　　法人後見受任者養成研修　支援対象：全市町村　県予算額：2,500千円 市町村 奈良県 健康福祉部地域包括ケア推進室
認定調査員等研修事業 認定調査員（一部市町村職員）等に関する研修を実施し、公平・公正かつ適切な要介護認定等を推進  支援内容：認定調査員研修　実施回数年2回　　　　　　介護認定審査会運営適正化研修　実施回数年1回  支援対象：全市町村  県予算額：3,137千円 市町村 奈良県 健康福祉部地域包括ケア推進室
高齢者虐待防止支援事業 高齢者虐待防止に携わる市町村職員等を対象とした研修を開催　支援内容：高齢者虐待対応現任者標準研修  支援対象：市町村、地域包括支援センター、在宅介護支援　　　　　　センター等で高齢者虐待防止に携わる職員　県予算額：732千円 市町村 奈良県 健康福祉部地域包括ケア推進室
生活支援コーディネーター養成事業 全市町村に着実な新しい介護予防・日常生活支援総合事業への移行、及び生活支援体制整備事業を開始に向けての市町村の取組を支援　支援内容：市町村生活支援コーディネーター養成研修の開催　　　　　　生活支援コーディネーター指導者養成中央研修への職　　　　　　員派遣  支援対象：全市町村　県予算額：1,100千円 市町村 奈良県 健康福祉部地域包括ケア推進室
新　新たな生活支援サービスづくり推進事業 全市町村に着実な新しい介護予防・日常生活支援総合事業への移行、及び生活支援体制整備事業を開始に向けての市町村の取組を支援　支援内容：先進事例調査、市町村担当者会議の開催等　支援対象：全市町村　県予算額：459千円 市町村 奈良県 健康福祉部地域包括ケア推進室
新　若年性認知症サポート事業 若年性認知症の早期診断・対応が円滑に図られるよう、相談体制を構築  支援内容：若年性認知症自立支援ネットワーク構築事業　　　　　　　地域や関係機関との連携、認知症の人への支援等の              推進に向けた取組を検討　　　　　　若年性認知症コーディネーター配置に向けた検討会  支援対象：全市町村  県予算額：1,000千円 市町村 奈良県 健康福祉部地域包括ケア推進室
新　認知症早期発見・予防啓発事業 認知症を早期発見し、初期における発症・予防につながる実践等の普及啓発を推進  支援内容：認知症早期発見のためのスクリーニングチェック票の　　　　　　導入　　　　　　物忘れプログラムを活用した普及啓発  支援対象：全市町村  県予算額：1,070千円 市町村 奈良県 健康福祉部地域包括ケア推進室
認知症初期集中支援チーム員研修・認知症地域支援推進員研修

認知症の早期診断・早期対応に向けた支援体制構築のため、市町村が配置する「認知症初期集中支援チーム」のチーム員や、認知症地域支援推進員の研修を実施  支援内容：認知症初期集中支援チーム員研修　　　　　　認知症地域支援推進員研修  支援対象：全市町村  県予算額：4,529千円 市町村 奈良県 健康福祉部地域包括ケア推進室
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当③県庁力によるサポート 新　市町村認知症初期集中支援推進事業
市町村における認知症初期集中支援事業等の施策の早期実施・定着に向けた支援の実施  支援内容：市町村認知症初期集中支援推進事業　　　　　　　市町村担当者会議・研修　　　　　　　認知症地域支援推進員の意見交換会　　　　　　　先進地視察　等　　　　　　認知症連携安心手帳の検討・作成事業　　　　　　　認知症のご本人及び家族がもつ情報共有のための認　　　　　　　知症　　　　　　　連携安心手帳の検討と作成・普及  支援対象：全市町村  県予算額：2,900千円

市町村 奈良県 健康福祉部地域包括ケア推進室
新　地域包括ケアモデルプロジェクト推進事業

地域包括ケアシステムの構築を促進するため、モデルプロジェクトを推進　支援内容：健康長寿まちづくり検討会議及び同プロジェクトチー　　　　　　ム会議において市町村支援策を検討　　　　　　地域包括ケア推進支援チーム（地域包括ケア推進室・　　　　　　保健所）による助言等  支援対象：全市町村  県予算額：1,367千円 市町村 奈良県 健康福祉部地域包括ケア推進室
④国からの助成 地域介護・福祉空間整備交付金（スプリンクラー整備・耐震改修等分） 市町村が既存の地域密着型施設のスプリンクラー整備・耐震改修等などに対し助成　スキーム：整備を行う施設種別ごとの定額交付金 市町村 厚生労働省 健康福祉部長寿社会課新　地域介護・福祉空間整備交付金（介護ロボット等導入支援特別事業） 市町村が介護従事者の負担軽減に資する介護ロボットの介護保険施設・事業者への導入経費に対し助成　助成内容：１台当たりの単価が20万円を超える介護ロボットの導　　　　　　入経費　助成金額：300万円/１施設・事業所（上限）　スキーム：国10/10 市町村 厚生労働省 健康福祉部長寿社会課新　地域介護・福祉空間整備交付金（介護ロボット等を活用した見守り支援機器導入促進事業） 高齢者の家族の介護負担を軽減するため、介護ロボット等を活用した見守り支援機器の貸出を行う市町村の機器導入経費に対し助成　助成金額：10万円/１機器（上限）　スキーム：国10/10 市町村 厚生労働省 健康福祉部長寿社会課⑤公的団体からの助成 介護保険等整備推進事業 市町村が行う介護保険等の整備推進に関する事業への助成　助成金額：2,000千円（上限）　助成割合：10/10 市町村 (公財)地域社会振興財団 地域振興部市町村振興課⑥アドバイス・相談 市町村介護保険初任者研修会 人事異動等に伴い、新たに介護保険を担当することになった市町村職員を対象に、介護保険制度等に関する仕組みや内容等について研修を実施 － 奈良県 健康福祉部長寿社会課介護サービス事業所指定・指導事務研修会 介護サービス事業者への指定・指導事務に関し、必要な知識修得等を目的として、市町村職員を対象に指定事務手続き、指導方法、関係法令等についての研修を実施 － 奈良県 健康福祉部長寿社会課
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４．地域の健康づくり、医療・福祉へのサポート

（６）医療保険へのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成 国民健康保険財政調整交付金 国民健康保険に対する県の財政調整交付金　スキーム：県負担率  医療給付費（自己負担を除く）等の９％　助成対象：全市町村（国保）　県予算額：7,210,000千円 市町村 奈良県 健康福祉部保険指導課
国民健康保険基盤安定化事業

国民健康保険基盤安定化事業　低所得者の保険料（税）軽減相当額を公費で補填　　スキーム：県3/4  市町村1/4 　 助成対象：全市町村（国保）国民健康保険者支援事業　低所得者を多く抱える市町村保険者を支援するために低所得  者数に応じて保険料（税）の一定割合を公費で補填　　スキーム：国1/2（直接補助） 県1/4  市町村1/4 　 助成対象：全市町村（国保）　　県予算額：4,874,000千円
市町村 奈良県 健康福祉部保険指導課

国民健康保険高額医療費共同事業財政助成事業 市町村保険者を対象として奈良県国保連合会が行う高額医療費共同事業における市町村拠出金の1/4を県が負担　スキーム：国1/4（直接補助）　県1/4　市町村（国保）1/2　助成対象：全市町村（国保）　県予算額：845,000千円 市町村 奈良県 健康福祉部保険指導課
後期高齢者医療給付事業

後期高齢者の医療給付費定率負担　後期高齢者の医療給付費のうち自己負担を除く費用の一部を公費　負担　　助成内容：対象者　75歳以上（65歳以上で一定の障害があると              認定を受けた者を含む）　　スキーム：国3/12（直接補助）　県1/12　市町村1/12後期高齢者高額医療費公費負担　高齢者の高額な医療費のうち、保険料負担分の一部を公費負担　　助成内容：80万円超の医療費に対して負担　　スキーム：国1/4（直接補助）　県1/4　広域連合1/2　　助成対象：奈良県後期高齢者医療広域連合　　県予算額：13,382,000千円
奈良県後期高齢者医療広域連合 奈良県 健康福祉部保険指導課

後期高齢者医療保険基盤安定化事業 後期高齢者医療保険基盤安定化事業　低所得者等に対する保険料の軽減分を公費で補填　　スキーム：県3/4　市町村1/4　　助成対象：全市町村　　県予算額：2,328,000千円 市町村、奈良県後期高齢者医療広域連合 奈良県 健康福祉部保険指導課
後期高齢者保険料負担軽減補助事業 健診経費の一部を助成することにより、保険料の上昇を抑制し、後期高齢者の負担を軽減　スキーム：県1/2　市町村1/2　助成対象：奈良県後期高齢者医療広域連合　県予算額：9,000千円 奈良県後期高齢者医療広域連合 奈良県 健康福祉部保険指導課
子ども医療費助成事業 子どもに対する医療費の一部を助成　助成内容：対象者　０歳～就学前（入院、通院）　　　　　　　　　　小学生・中学生（入院、新　通院）　スキーム：県1/2　市町村1/2　助成対象：全市町村　県予算額：946,000千円 市町村 奈良県 健康福祉部保険指導課
心身障害者医療費助成事業 心身障害者に対する医療費の一部を助成　助成内容：対象者　身障手帳１・２級又は療育手帳Ａ１・Ａ２所　　　　　　　　　　持者（重度心身障害老人等医療費助成対象者　　　　　　　　　　を除く）　スキーム：県1/2　市町村1/2　助成対象：全市町村　県予算額：675,000千円 市町村 奈良県 健康福祉部保険指導課
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成 ひとり親家庭等医療費助成事業 ひとり親家庭の親子等に対する医療費の一部を助成　助成内容：対象者　ひとり親家庭の親等と18歳到達後最初の　　　　　　　　　　３月31日までの児童　スキーム：県1/2　市町村1/2　助成対象：全市町村　県予算額：289,000千円 市町村 奈良県 健康福祉部保険指導課
重度心身障害老人等医療費助成事業 重度心身障害者老人等に対する医療費の一部を助成　助成内容：対象者　後期高齢者医療制度の適用を受けている　　　　　　　　　　重度心身障害等　スキーム：県1/2　市町村1/2　助成対象：全市町村　県予算額：434,000千円 市町村 奈良県 健康福祉部保険指導課
福祉医療費事務費補助金 子ども、心身障害者及びひとり親家庭等医療費助成事業の事務費に対する助成　助成内容：集計手数料　助成対象：全市町村　県予算額：37,158千円 市町村 奈良県 健康福祉部保険指導課
福祉医療費資金貸付事業 福祉医療制度の対象者が医療機関の窓口で支払う一時的な資金需要に対応するため市町村が創設する貸付金制度への無利子貸付　助成対象：全市町村　県予算額：10,000千円 市町村 奈良県 健康福祉部保険指導課②地域づくり団体に対する直接助成 後期高齢者医療広域連合機能強化支援事業 保険者機能を発揮し、県、広域連合の共同事業として実施する、高齢者の状況に応じた健康づくりの取組についての研究と、その研究結果に基づく普及啓発を全県的に展開するための事業に要する経費の一部を負担　スキーム：県1/2　広域連合1/2　県予算額：9,490千円 健康長寿共同事業実行委員会 奈良県 健康福祉部保険指導課
後期高齢者医療広域連合機能強化支援事業 市町村における高齢者に対する切れ目のない保健指導等の実践について、市町村が行うモデル事業に支援　スキーム：県1/2　広域連合1/2　県予算額：2,780千円 奈良県後期高齢者医療広域連合 奈良県 健康福祉部保険指導課④国からの助成 国民健康保険財政調整交付金 国民健康保険に対する国の財政調整交付金　スキーム：国負担率  医療給付費（自己負担を除く）等の９％ 市町村（国保） 厚生労働省 健康福祉部保険指導課国民健康保険基盤安定化事業 国民健康保険者支援事業　低所得者を多く抱える市町村保険者を支援するために低所得者数　に応じて保険料（税）の一定割合を公費で補填　スキーム：国1/2（直接補助） 県1/4 市町村（国保） 厚生労働省 健康福祉部保険指導課
後期高齢者医療財政調整交付金 広域連合ごとの被保険者の所得格差による財政の不均衡を調整する「普通調整交付金」と、災害時などの特別な事情により財政が圧迫されたときなどに交付される「特別調整交付金」を交付することにより、後期高齢者医療制度の財政調整を図る　普通調整交付金：調整交付金総額の9/10　特別調整交付金：調整交付金総額の1/10　スキーム：国庫　10/10 奈良県後期高齢者医療広域連合 厚生労働省 健康福祉部保険指導課
国民健康保険療養給付費等負担金補助金 国民健康保険の医療給付費のうち自己負担を除く費用の一部を定率負担　スキーム：国負担率 32%等 市町村（国保）、国保組合 厚生労働省 健康福祉部保険指導課国民健康保険高額医療費共同事業財政助成事業負担金 市町村保険者を対象として奈良県国保連合会が行う高額医療費共同事業における市町村拠出金の1/4を負担　スキーム：国1/4（直接補助）　県1/4 市町村（国保） 厚生労働省 健康福祉部保険指導課
後期高齢者医療給付事業

後期高齢者の医療給付費定率負担  後期高齢者の医療給付費のうち自己負担を除く費用の一部を公費　負担　助成内容：対象者75歳以上（65歳以上で一定の障害があると認定　　　　　　を受けた者を含む）　スキーム：国3/12（直接補助） 県1/12　市町村1/12後期高齢者高額医療費公費負担　高齢者の高額な医療費のうち、保険料負担分の一部を公費負担　助成内容：80万円超の医療費に対して負担　スキーム：国1/4（直接補助）　県1/4
奈良県後期高齢者医療広域連合 厚生労働省 健康福祉部保険指導課
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（７）子育てへのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成 要支援児保育促進事業費補助（障害児保育質向上事業費補助） ４名（民間については２名）以上の障害児を受け入れ、かつ、障害児：保育士＝２：１の基準以上の保育士加配をしている保育所に対する助成  スキーム：県10/10  助成内容：加配保育士１人につき1,050～2,100千円　県予算額：129,163千円 市町村 奈良県 こども・女性局子育て支援課要支援児保育促進事業費補助（家庭支援推進保育事業費補助） 家庭環境に対する配慮などが必要な児童が多数入所している保育所の保育士加配に対する助成　スキーム：県10/10　助成内容：１保育所　721千円　県予算額：21,630千円 市町村 奈良県 こども・女性局子育て支援課保育所委託費負担金 民間保育所への入所費用に要する経費の一部を助成  スキーム：利用者負担額を控除した残額を国1/2（直接補助）　　　　　　県1/4、市町村1/4で負担  助成内容：（支弁額－利用者負担額）×1/4　県予算額：1,938,299千円 市町村 奈良県 こども・女性局子育て支援課地域子ども・子育て支援事業（病児・病後児保育事業費補助） 病児・病後児・体調不良児の保育に対する助成　スキーム：国1/3（直接補助）　県1/3　市町村1/3　助成内容：病児対応型　2,921～24,319千円Ｘ1/3　　　　　　病後児対応型　2,407～22,166千円Ｘ1/3　　　　　　体調不良児対応型　4,310千円Ｘ1/3　県予算額：62,099千円 市町村 奈良県 こども・女性局子育て支援課地域子ども・子育て支援事業（延長保育事業費補助） 就労形態の多様化等に伴う延長保育の需要に対応するため、民間保育所の開設時間を超えた保育を行う保育所に対する助成　スキーム：国1/3（直接補助）　県1/3　市町村1/3　県予算額：68,882千円 市町村 奈良県 こども・女性局子育て支援課放課後児童健全育成事業費補助 放課後児童クラブ運営費に対する助成  スキーム：国1/3（直接補助）　県1/3　市町村1/3 　県予算額：505,139千円 市町村 奈良県 こども・女性局子育て支援課
安心子育て支援対策事業 「安心こども基金」を活用し、子どもを安心して育てることができるよう実施された体制整備に必要な経費に対する助成  保育所等整備事業　　スキーム：国1/2（基金） 市町村1/4　 法人1/4    　　  　　国2/3（基金） 市町村1/12　法人1/4　　　　　　                 （定数純増条件等を満たす場合）　  県予算額：440,000千円 市町村 奈良県 こども・女性局子育て支援課放課後児童クラブ施設整備費補助事業 放課後児童クラブの施設整備に対する助成　スキーム：国1/3（直接補助）　県1/3　市町村1/3　県予算額：143,110千円 市町村 奈良県 こども・女性局子育て支援課児童手当県負担金 児童手当の給付に伴う県負担金　スキーム：３歳未満被用者      　　　国16/45（直接補助） 県4/45　市町村4/45　事業主　　　　　　21/45    　　　　その他 国4/6（直接補助）　県1/6　市町村1/6　　県予算額：3,295,333千円 市町村 奈良県 こども・女性局子育て支援課
保育体制強化事業 保育に係る周辺業務に多様な人材を活用し、保育士の業務負担軽減を図るために要する経費に対する助成　スキーム：国1/2（直接助成） 県1/4　市町村1/4　　県予算額：2,430千円 市町村 奈良県 こども・女性局子育て支援課新　保育補助者雇上強化事業 保育士資格を持たない短時間勤務の保育補助者を配置する経費に対する助成　スキーム：国3/4（直接助成） 県1/8　市町村1/8　　県予算額：19,000千円 市町村 奈良県 こども・女性局子育て支援課地域子ども・子育て支援事業（一時預かり事業） 乳幼児の一時預かりの実施に要する経費の一部を助成　スキーム：国1/3（国直接助成）　県1/3　市町村1/3　　県予算額：81,965千円 市町村 奈良県 こども・女性局子育て支援課33 地域の健康づくり、医療・福祉へのサポート



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成 地域子ども・子育て支援事業（実費徴収補足給付事業） 保護者が支払うべき日用品等の教育・保育に必要な物品の購入等に要する経費の一部を助成　スキーム：国1/3（国直接助成）　県1/3　市町村1/3　　県予算額：674千円 市町村 奈良県 こども・女性局子育て支援課新　結婚新生活支援事業費補助 結婚に伴う新生活を経済的に支援する市町村の事業への助成　スキーム：国3/4　市町村1/4  県予算額：11,000千円[27年度2月補正] 市町村 奈良県 こども・女性局子育て支援課認定こども園施設型給付費負担金 民間認定こども園の利用に要する経費の一部を助成  スキーム：利用者負担額を控除した残額を国1/2（直接助成）　　　　　　県1/4、市町村1/4で負担  助成内容：（支弁額－利用者負担額）×1/4　県予算額：280,065千円 市町村 奈良県 こども・女性局子育て支援課
地域型保育給付費負担金 地域型保育事業の利用に要する経費の一部を助成  スキーム：利用者負担額を控除した残額を国1/2（直接助成）　　　　　　県1/4、市町村1/4で負担  助成内容：（支弁額－利用者負担額）×1/4　県予算額：146,018千円 市町村 奈良県 こども・女性局子育て支援課
母子生活支援施設等措置費 母子生活支援施設、助産施設への入所費用に要する経費の一部を助成　スキーム：徴収金を控除した残額を国1/2（直接補助）　　　　　　県1/4、市町村1/4で負担  助成内容：（支弁額－徴収金）×1/4　県予算額：19,553千円 市町村 奈良県 こども・女性局こども家庭課
子育て支援等事業補助 乳児家庭全戸訪問事業又は養育支援訪問事業、子育て短期支援、ネットワークの機能強化に対する助成　スキーム：国1/3  県1/3　市町村1/3　県予算額：24,110千円 市町村 奈良県 こども・女性局こども家庭課新　地域少子化対策重点推進交付金事業費補助 危機的な少子化問題に対応するため、結婚・妊娠・出産・育児の「切れ目のない支援」を行うための市町村の事業への助成　スキーム：国10/10又は国1/2　市町村1/2  県予算額：45,000千円[一部27年度2月補正] 市町村 奈良県 こども・女性局女性活躍推進課地域子ども・子育て支援事業（利用者支援事業） 子ども又は保護者に身近な相談窓口において行う支援に要する経費の一部を助成　スキーム：国1/3（国直接助成）　県1/3　市町村1/3　　県予算額：26,104千円 市町村 奈良県 こども・女性局女性活躍推進課地域子ども・子育て支援事業（地域子育て支援拠点事業） 乳幼児及びその保護者が相互の交流等を行う場所を運営に要する経費の一部を助成スキーム：国1/3（国直接助成）　県1/3　市町村1/3　　県予算額：163,310千円 市町村 奈良県 こども・女性局女性活躍推進課地域子ども・子育て支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） 子育ての相互援助活動を実施するファミリー・サポート・センター事業の運営に要する経費の一部を助成　スキーム：国1/3（国直接助成）　県1/3　市町村1/3　　県予算額：12,782千円 市町村 奈良県 こども・女性局女性活躍推進課小さな命の"もしも"事業（初回妊娠判定受診料補助金） 初回の妊娠判定受診料の公費負担を行う市町村に対する助成　スキーム：県1/2　市町村1/2　助成内容：市町村民税非課税世帯（生活保護世帯を含む）　助成対象：全市町村　県予算額：155千円 市町村 奈良県 医療政策部保健予防課
母子保健振興事業 未熟児の入院医療費を給付する市町村に対する助成　スキーム：国1/2（直接助成）　県1/4　市町村1/4　助成対象：全市町村　県予算額：22,461千円 市町村 奈良県 医療政策部保健予防課③県庁力によるサポート 児童虐待防止推進事業（ペアレント・プログラム普及事業） 市町村のペアレント・プログラム資格取得者増員による展開　支援内容：「コモンセンスペアレンティング」資格取得研修会の　　　　　　開催、資格取得者向け活用研修会の開催　支援対象：市町村職員等　県予算額：904千円 市町村 奈良県 こども・女性局こども家庭課
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当③県庁力によるサポート アウトリーチ型子育て支援モデル事業 前年度に作成した家庭訪問支援プログラムの効果検証を行うとともに、県内市町村への普及及び家庭訪問員の育成のための研修会を開催　支援内容：モデル市町村における効果検証及び県内市町村への研　　　　　　修会開催　支援対象：市町村職員、民生委員、保健師等　県予算額：3,200千円[27年度2月補正] 市町村 奈良県 こども・女性局こども家庭課④国からの助成 保育体制強化事業 保育に係る周辺業務に多様な人材を活用し、保育士の業務負担軽減を図るために要する経費に対する助成　スキーム：国1/2　県1/4 市町村 内閣府 こども・女性局子育て支援課認定こども園施設型給付費負担金 民間認定こども園の利用に要する経費の一部を助成　スキーム：国1/2　県1/4 市町村 内閣府 こども・女性局子育て支援課地域型保育給付費負担金 地域型保育事業の利用に要する経費の一部を助成　スキーム：国1/2　県1/4 市町村 内閣府 こども・女性局子育て支援課地域子ども・子育て支援事業（利用者支援事業） 子ども又は保護者に身近な相談窓口において行う支援に要する経費の一部を助成　スキーム：国1/3　県1/3 市町村 内閣府 こども・女性局子育て支援課地域子ども・子育て支援事業（地域子育て支援拠点事業） 乳幼児及びその保護者が相互の交流等を行う場所を運営に要する経費の一部を助成　スキーム：国1/3　県1/3 市町村 内閣府 こども・女性局子育て支援課地域子ども・子育て支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） 子育ての相互援助活動を実施するファミリー・サポート・センター事業の運営に要する経費の一部を助成　スキーム：国1/3　県1/3 市町村 内閣府 こども・女性局子育て支援課地域子ども・子育て支援事業（一時預かり事業） 乳幼児の一時預かりの実施に要する経費の一部を助成　スキーム：国1/3　県1/3 市町村 内閣府 こども・女性局子育て支援課地域子ども・子育て支援事業（延長保育事業費補助） 就労形態の多様化等に伴う延長保育の需要に対応するため、民間保育所の開設時間を超えた保育を行う保育所に対する助成　スキーム：国1/3　県1/3 市町村 内閣府 こども・女性局子育て支援課地域子ども・子育て支援事業（病児・病後児保育事業費補助） 病児・病後児・体調不良児の保育に対する助成　スキーム：国1/3　県1/3 市町村 内閣府 こども・女性局子育て支援課地域子ども・子育て支援事業（実費徴収補足給付事業） 保護者が支払うべき日用品等の教育・保育に必要な物品の購入等に要する経費の一部を助成　スキーム：国1/3　県1/3 市町村 内閣府 こども・女性局子育て支援課次世代育成支援対策施設整備交付金（ハード交付金） 次世代育成支援対策推進法に規定する行動計画をもとに市町村が作成する整備計画に基づき施設整備事業を実施する市町村に対して交付金を交付　スキーム：定額補助 市町村 厚生労働省 こども・女性局子育て支援課こども家庭課保育所委託費国庫負担金 民間保育所への入所費用に要する経費の一部を助成  スキーム：国1/2　県1/4 市町村 内閣府 こども・女性局子育て支援課児童扶養手当給付費国庫負担金 児童扶養手当の支給機関に対する国庫負担金　スキーム：国1/3  支給機関2/3 市、福祉事務所設置村 厚生労働省 こども・女性局子育て支援課事業所内保育施設設置・運営助成金 労働者のための託児施設を事業所内を設置する事業主に対して、その設置、運営、増築に係る費用に対して助成 一般事業主 厚生労働省 こども・女性局子育て支援課新　児童手当交付金 児童手当の給付に伴う交付金　スキーム：３歳未満被用者　国16/45　県4/45　市町村4/45　　　　　　                事業主21/45            その他　　　　  国4/6　県1/6　市町村1/6 市町村 奈良県 こども・女性局子育て支援課新　特別児童扶養手当事務取扱交付金 特別児童扶養手当に関する経費の一部を助成  スキーム：国10/10 市町村 厚生労働省 こども・女性局子育て支援課35 地域の健康づくり、医療・福祉へのサポート



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当④国からの助成 新　地域子ども・子育て支援事業（放課後児童健全育成事業） 放課後児童クラブ運営費に対する助成  スキーム：国1/3　県1/3 市町村 内閣府 こども・女性局子育て支援課新　子ども・子育て支援整備交付金 放課後児童クラブの施設整備に対する助成　スキーム：国1/3　県1/3 市町村 内閣府 こども・女性局子育て支援課新　保育補助者雇上強化事業 保育士資格を持たない短時間勤務の保育補助者を配置する経費に対する助成　スキーム：国3/4　県1/8 市町村 厚生労働省 こども・女性局子育て支援課子育て支援等事業補助 乳児家庭全戸訪問事業又は養育支援訪問事業、子育て短期支援、ネットワークの機能強化に対する助成　スキーム：国1/3  県1/3　市町村1/3 市町村 内閣府 こども・女性局こども家庭課母子家庭等自立支援給付金事業 就業に有利な技能・資格を取得する母子家庭の母等に給付　スキーム：国3/4　支給機関1/4 市、福祉事務所設置村 厚生労働省 こども・女性局こども家庭課自立支援プログラム策定事業 児童扶養手当受給者の自立・就労を促進するため、個々の状況に応じた自立支援プログラムの策定に対する支援　スキーム：国10/10 市、福祉事務所設置村 厚生労働省 こども・女性局こども家庭課新　子供の未来応援地域形成ネットワーク支援事業 経済的に厳しい状況に置かれたひとり親家庭等の子供の発達・成長段階に応じて、切れ目なく、教育と福祉を「つなぎ」、関係行政機関、地域の企業、ＮＰＯ、自治会などを「つなぐ」地域ネットワークの形成を支援　支援内容：支援体制整備計画の策定、支援体制整備、　　　　　　先行モデル事業等　スキーム：支援体制整備計画の策定　国3/4　市町村1/4　　　　　　その他　国1/2　市町村1/2 市町村 内閣府 こども・女性局こども家庭課⑤公的団体からの助成 ニッセイ財団児童・少年の健全育成助成 地域活動の一環として定期的・継続的に実施している「子どもたち自身が主人公となり自然体験・生活体験活動、仲間づくりや文化の伝承活動」等の活動を行う団体に対し物品購入費用を助成　助成金額：１団体300～600千円　助成割合：10/10 団体等 (公財)ニッセイ財団 こども・女性局子育て支援課ニッセイ財団生き生きシニア活動顕彰 高齢者が主体となって行う多世代が関わる地域貢献・社会貢献活動に対し資金助成　助成金額：１団体50千円  助成割合：定額 団体等 (公財)ニッセイ財団 こども・女性局子育て支援課⑥アドバイス・相談 児童手当、児童扶養手当及び特別児童扶養手当事務担当初任者研修会 児童３手当の事務担当者を対象に制度の内容について研修を実施 － 奈良県 こども・女性局子育て支援課奈良県こども・子育て推進市町村連絡会議 県の行動計画と市町村の行動計画を共に推進していくため、連携・調整を図る場として、連絡会議を開催 － 奈良県 こども・女性局子育て支援課ひとり親家庭等の自立支援関係者合同会議 ひとり親家庭等に対する自立支援の一層の充実を図るため、母子自立支援員、市町村母子福祉担当職員等を対象に業務遂行に必要な研修等を実施 － 奈良県 こども・女性局こども家庭課
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５．地域でくらすためのサポート

（１）地域をつくるための教育と学校へのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成 南部地域におけるへき地教育振興事業 複数市町村における教員等の共同設置事業　複数校を併任する常勤専科教員や指導主事の設置をへき地の複数　の市町村が共同で行う事業に対し補助　　スキーム：県1/2　市町村1/2　　助成対象：へき地学校が所在する市町村　　県予算額：6,904千円 市町村 奈良県 教育委員会教職員課
遠距離児童生徒通学費補助事業 学校統合等による通学費の保護者負担を軽減するため、町村の遠距離児童生徒通学費に対する助成  スキーム：県1/4　町村3/4  助成内容：補助対象額＝{（通学費－特別交付税）×1/4}－国庫  助成対象：山添村、高取町、下市町、野迫川村、東吉野村　県予算額：11,445千円 町村 奈良県 教育委員会学校教育課
小規模校における協働学習を活性化するためのＩＣＴ活用事業 小規模校における学校教育の維持向上を図るため、小規模校を含む２小学校間におけるＩＣＴを活用した協働学習等をモデル市村に委託して実施　　スキーム：国10/10　　委託対象：五條市、曽爾村、御杖村、川上村、東吉野村　　県予算額：5,638千円 市村 奈良県 教育委員会学校教育課
学校・地域パートナーシップ事業 学校・地域パートナーシップ事業市町村補助　地域で子どもを育てるため、学校が保護者・地域住民と協働し、　子どもの課題解決に向けた取組を推進する市町村事業に助成　　スキーム：県2/3(国1/2　県1/2)　市町村1/3、国10/10  　助成対象：大和高田市ほか32市町村　　県予算額：51,581千円［一部27年度2月補正］ 市町村（奈良市除く） 奈良県 教育委員会人権・地域教育課
幼稚園運動場芝生化促進事業 新たに公立幼稚園等運動場の芝生化を行った市町村に対する助成　芝生化新設工事費等補助（設置年のみ）　　スキーム：県1/2　市町村1/2　（限度額　1,200千円）　　助成対象：芝生化を希望する幼稚園等が所在する市町村　　県予算額：2,400千円 市町村 奈良県 教育委員会保健体育課②地域づくり団体に対する直接助成 青少年育成指導者養成事業 地域の青少年を指導育成する指導員の活動経費及び研修等費用を助成  助成対象：奈良県青少年指導員連絡協議会  県予算額：1,834千円 奈良県青少年指導員連絡協議会 奈良県 くらし創造部青少年・社会活動推進課子どもと大人でつくる地域のつながり事業 自治会、ＮＰＯ等が行う子どもと大人の交流を図る地域活動に対し補助　補助上限：100千円　県予算額：1,400千円 地域団体等 奈良県 くらし創造部青少年・社会活動推進課新　「子どもの学び場」づくり支援事業 子どもが安心して集い、学習できる場所を地域で増やすため、市町村と連携した自発的な学び場づくりや活動の充実に対し補助　スキーム：県1/2（上限　立ち上げ支援　200千円、充実支援　100　　　　　　千円）　実施主体1/2　助成対象：ＮＰＯ法人等　県予算額：1,100千円 NPO法人等 奈良県 教育委員会人権・地域教育課③県庁力によるサポート 児童生徒のいじめ相談員配置事業 いじめ相談員として教職員経験者等を県内公立小学校に派遣　支援対象：市町村　県予算額：8,424千円 市町村 奈良県 教育委員会生徒指導支援室「心の教育」推進事業 スクールカウンセラーを県内全ての公立中学校に派遣（校区内の小学校からの相談にも対応する）　支援対象：市町村　県予算額：42,717千円 市町村 奈良県 教育委員会生徒指導支援室③県庁力によるサポート 教育相談事業 スクールカウンセリングカウンセラー派遣事業　支援内容：要請に応じてスクールカウンセリングカウンセラーを　　　　　　県内公立学校（園）等に派遣　支援対象：市町村　県予算額：2,425千円 市町村 奈良県 教育委員会教育研究所37 地域でくらすためのサポート



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当④国からの助成 幼稚園就園奨励費補助金 家庭の所得状況に応じて子どもを私立幼稚園に就園させている保護者の経済的負担の軽減等を図るため、市町村が実施する就園奨励事業に対して国がその経費の一部を補助　スキーム：入園料、保育料　　　　　　国1/3　市町村2/3 市町村 文部科学省 教育委員会学校教育課理科教育設備整備費等補助金 理科、算数及び数学に関する教育を実施するために、設備の整備等の事業を行った地方公共団体等に対して補助　国1/2　市町村1/2 市町村 文部科学省 教育委員会学校教育課新　幼稚園就園奨励事業管理システム開発費補助金 幼稚園就園奨励事業を円滑に実施できるよう市町村が行う既存の幼稚園就園奨励事業管理システムの改修に対して、国がその経費の一部を補助　スキーム：国1/2 市町村1/2 市町村 文部科学省 教育委員会学校教育課
学校施設環境改善交付金

公立の義務教育諸学校等施設に係る改築や補強、大規模改造等の施設整備事業に対し交付　スキーム：危険改築　原則1/3、過疎5.5/10　　　　　　不適格改築　原則1/3、過疎5.5/10、　　　　　　　　　　　地震特措法1/2（特）地震改築　　　      　　　　（Is値0.3未満かつ、やむを得ない場合）　　　　　　地震補強　原則1/3　　　　　　　　　　　地震特措法1/2（Is値0.3以上）　　　　　　　　　　　地震特措法2/3（Is値0.3未満）      　　　大規模改造（老朽）1/3 市町村 文部科学省 教育委員会学校支援課保健体育課
要保護児童生徒援助費補助金及び特別支援教育就学奨励費補助金

要保護児童生徒援助費補助金  市町村が経済的理由により修学困難と認められる児童、生徒の保  護者に対して必要な援助を与えた場合、国がその経費の一部を補  助　スキーム：修学旅行費、学用品費、給食費、医療費等　　　　　　国1/2　市町村1/2特別支援教育就学奨励費補助金　市町村が特別支援学級に就学する児童生徒の保護者に対して必要　な援助を与えた場合、国がその経費の一部を補助　スキーム：給食費、修学旅行費、学用品購入費等　　　　　　国1/2　市町村1/2
市町村 文部科学省 教育委員会学校教育課保健体育課

⑤公的団体からの助成 公共スポーツ施設等活性化助成事業 公共スポーツ施設等の有効利活用促進のための効果的・効率的な利用システムの整備または特色あるソフト事業に対して助成　助成金額：1,000千円～3,000千円（システム整備）　　　　　　1,000千円（ソフト事業）　助成割合：10/10 市町村、広域連合、一部事務組合、協議会 (一財)地活性化センター 地域振興部市町村振興課コミュニティ助成事業（青少年健全育成） 青少年の健全育成助成に資するため、主として親子で参加するイベント等ソフト事業への助成　助成金額：300千円～1,000千円　助成割合：10/10 市町村、コミュニティ組織 (一財)自治総合センター 地域振興部市町村振興課
子どもゆめ基金 未来を担う夢を持った子どもの健全育成を進めるため、民間団体が実施する体験活動や読書活動等への助成  助成対象：子どもの体験活動　　　　　　子どもの読書活動　　　　　　子ども向けの教材開発・普及活動  助成金額：20千円～6,000千円

社団法人､財団法人、ＮＰＯ法人等、青少年の教育に関する活動を行う民間団体
(独)国立青少年教育振興機構 教育委員会人権・地域教育課⑤公的団体からの助成

グラウンド芝生化事業（地域スポーツ施設整備助成）
地域住民の身近なスポーツ活動の場となる公立学校等の屋外グラウンドを芝生化する事業への助成　天然芝生化新設事業 　 助成金額：48,000千円（上限） 　 助成割合：4/5　天然芝生化改設事業 　 助成金額：30,000千円（上限） 　 助成割合：3/4　人工芝生化新設事業 　 助成金額：48,000千円（上限） 　 助成割合：4/5  人工芝生化改設事業 　 助成金額：30,000千円（上限） 　 助成割合：3/4  天然芝維持活動事業　　助成金額：1,333千円（上限）　　助成割合：2/3

県、市町村等 (独)日本スポーツ振興センター 教育委員会保健体育課
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当
スポーツ施設等整備事業

学校開放事業によるスポーツ活動に供する施設の整備・屋外グラウンドに設置する屋外夜間照明施設の整備・スポーツ活動に供するシャワー室、更衣室等、トイレ等諸室の新　築又は改築　助成対象：学校開放に関する規程を整備し、利用条件が広く地域　　　　　　に周知され、地域のスポーツ活動の拠点として活用さ　　　　　　れていること　　　　　　対象経費の合計額が10,000千円以上30,000千円(限度　　　　　　額）　助成金額：20,000千円（上限）　助成割合：2/3
県、市町村等 (独)日本スポーツ振興センター 教育委員会保健体育課

⑥アドバイス・相談 児童生徒健全育成推進プロジェクト事業 困難な問題行動等が発生した学校に、教員ＯＢ（ＯＧ）等からなる「学校支援アドバイザー」を派遣し、学校・保護者を支援　支援内容：学校支援アドバイザー　５人 － 奈良県 教育委員会生徒指導支援室「学校支援チーム」による対応 問題行動等の対応に苦慮する学校に対して、関係機関等との連携により、迅速かつ効果的に支援 － 奈良県 教育委員会生徒指導支援室
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５．地域でくらすためのサポート

（２）地域の安全・安心を守るためのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成 市町村防災訓練支援事業 「奈良県防災の日及び防災週間」に災害種別ごとの訓練を実施する市町村が行う訓練実施のための資機材購入や会場設営等に要する経費に対し補助　スキーム：県1/3　市町村2/3　補助上限額：400千円　助成対象：２市町村　県予算額：800千円 市町村 奈良県 知事公室防災統括室
消防力強化支援事業 国庫補助を補完し、市町村の消防設備の整備促進に対する助成　助成内容：補助率　一般1/3　過疎5.5/10　助成対象：整備実施市町村　県予算額：14,400千円 市町村 奈良県 知事公室消防救急課
広域消防通信システム補助事業 市町村が広域的に整備する消防救急無線施設及び消防指令センターの一元化整備に対して助成　助成内容：市町村等が発行した地方債の償還のうち交付税措置　　　　　　を除いた市町村の実負担額の1/2　助成対象：消防広域化団体　県予算額：40,941千円 市町村、一部事務組合等 奈良県 知事公室消防救急課
地域防犯重点地区支援事業補助金 防犯カメラの設置を行う自治会や自主防犯団体を支援する市町村に対し補助　スキーム：県1/2　市町村1/2　補助限度額：200千円／地区　県予算額：5,000千円 市町村 奈良県 知事公室安全・安心まちづくり推進課再生可能エネルギー等導入推進事業 地域の避難所や防災拠点等に再生可能エネルギー等を導入する市町村等に対し補助　スキーム：国（基金）10/10　県予算額：1,089,125千円 市町村等 奈良県 地域振興部エネルギー政策課市町村消費者行政活性化助成事業 市町村が行う消費者行政活性化事業の取組みに要する経費の助成　スキーム：国10/10　県予算額　37,531千円 市町村 奈良県 くらし創造部消費・生活安全課
安心して暮らせる地域公共交通確保事業

公共交通の利用促進と効率的な運行、まちづくりと一体となった公共交通のあり方等の検討や実証運行に対し補助　運行効率化計画等の策定への支援    スキーム：県10/10　  助成対象：上記事業を実施する協議会、市町村  利用環境整備への支援　　スキーム：県1/2　実施主体1/2、県1/3　実施主体等2/3　　助成対象：上記事業を実施する協議会、市町村　実証運行への支援　　スキーム：県1/3　実施主体等2/3　　助成対象：上記事業を実施する協議会、市町村　  県予算額：33,582千円
市町村市町村が参画する協議会 奈良県 県土マネジメント部地域交通課

奈良県基幹公共交通ネットワーク確保事業 利用目的に応じた交通サービスを確保するため、市町村連携による広域の路線バスの代替運行に対し補助　補助上限：収支差の1/2　スキーム：県3/10・市町村等7/10　助成対象：上記事業を実施する協議会、市町村　県予算額：10,000千円
市町村地域公共交通活性化再生法に定める協議会 奈良県 県土マネジメント部地域交通課
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成 住宅・建築物の耐震診断・耐震改修に対する補助事業を実施する市町村を支援　既存木造住宅耐震診断支援事業　　木造住宅の耐震診断に要する経費の一部を助成　　　対象市町村：財政力指数（過去3年間の平均値）が0.7未満の　　　　　　　　　市町村等　　　スキーム：国1/2（直接）　県1/4　市町村1/4  　　助成対象：昭和56年の新耐震基準以前に建てられた木造住宅                200戸（50千円/戸）　特殊建築物等耐震診断支援事業　　市町村が実施する精密耐震診断費用補助に対する助成　　　対象市町村：財政力指数（過去3年間の平均値）が0.7未満の　　　　　　　　　市町村等　　　スキーム：国1/3（直接）　県1/6　市町村1/6　所有者1/3　　　助成対象：多数の者が利用する建築物　2棟                                       （上限2,000千円/棟）　　　　　　　　　　　　　　　　　住宅 　 5棟                                       （上限  100千円/棟）
市町村 奈良県 まちづくり推進局建築課

　既存木造住宅耐震改修支援事業　　市町村が実施する木造住宅耐震改修費用補助に対する助成　　　対象市町村：財政力指数（過去3年間の平均値）が0.7未満の　　　　　　　　　市町村等　　　スキーム：国1/2（直接）　県1/4　市町村1/4　　　助成対象：昭和56年の新耐震基準以前に建てられたの木造                住宅　　　　50戸                         （工事費に応じて200千円～500千円）　　県予算額：7,246千円②地域づくり団体に対する直接助成 自主防災訓練支援事業 防災に関する知恵・知識を習得することはもとより、体験により「実践的で行動につながる力を自分たちで身につける」ことを目的に、市町村と連携して、地域住民や自主防災組織が主体となって行う訓練を支援　支援対象：年間４地区　県予算額：616千円 地域団体 奈良県 知事公室安全・安心まちづくり推進課地域の地域防災力向上支援ワークショップ 災害時の孤立化等が懸念される南部及び東部地域等で、自主防災についての地域の課題や問題解決のための参加型の研修もしくは訓練などを行う　支援対象：年間２地区　県予算額：262千円 市町村・地域団体 奈良県 知事公室安全・安心まちづくり推進課
安心して暮らせる地域公共交通確保事業

公共交通の利用促進と効率的な運行、まちづくりと一体となった公共交通のあり方等の検討や実証運行に対し補助　運行効率化計画等の策定への支援    スキーム：県10/10　  助成対象：上記事業を実施する協議会、市町村  利用環境整備への支援　　スキーム：県1/2　実施主体1/2、県1/3　実施主体等2/3　　助成対象：上記事業を実施する協議会、市町村　実証運行への支援　　スキーム：県1/3　実施主体等2/3　　助成対象：上記事業を実施する協議会、市町村　  県予算額：33,582千円
市町村市町村が参画する協議会 奈良県 県土マネジメント部地域交通課

奈良県基幹公共交通ネットワーク確保事業
利用目的に応じた交通サービスを確保するため、広域の路線バスの運行に対し補助　補助上限：収支差の1/2　スキーム：県3/10・実施主体等7/10　市町村連携による路線バスの代替運行に対し補助　補助上限：収支差の1/2　スキーム：県3/10・市町村等7/10補助対象系統を運行するノンステップバス等の導入に対し補助　スキーム：県1/3・実施主体等2/3　助成対象：乗合バス事業者、上記事業を実施する協議会、市町村　県予算額：197,479千円

乗合バス事業者市町村地域公共交通活性化再生法に定める協議会 奈良県 県土マネジメント部地域交通課
③県庁力によるサポート 新　市町村住民避難対策支援事業 市町村地域防災計画見直し支援事業（平成26年度～27年度）の成果及び平成27年９月の関東・東北豪雨による水害等の教訓を踏まえ、市町村の住民避難対策を支援　支援内容：個別相談、会議及び市町村職員向け研修会等を活用し            た支援　支援対象：全市町村　  県予算額：729千円 市町村 奈良県 知事公室防災統括室

住宅・建築物耐震化促進事業（住宅・建築物耐震対策補助事業）
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当③県庁力によるサポート 市町村災害対応支援事業 市町村職員を対象に、防災に対する意識及び知識の向上を図るため、災害対応等にかかる研修会を開催　支援内容：個別課題にかかる研修会　支援対象：全市町村　  県予算額：582千円 市町村 奈良県 知事公室防災統括室
孤立集落の対策支援事業 孤立可能性集落箇所を把握し、災害時に活用できる臨時ヘリポートを確認することにより、市町村の孤立集落対策を支援 県予算額：1,000千円 市町村 奈良県 知事公室防災統括室
防災対策啓発事業 自助・共助を促進し、地域防災力を向上させるため、地震に関する知識や、家庭・地域での震災対策についてのパンフレットを作成し、出前トーク等で配布するとともに、市町村や消防本部へも配布　県予算額：243千円 市町村、消防本部、地域団体 奈良県 知事公室防災統括室新　災害対応市町村連携訓練事業 災害時に市町村が災害対応を迅速・的確に行えるよう、市町村防災担当職員を対象とした図上訓練等を実施　県予算額：1,265千円 市町村 奈良県 知事公室防災統括室
全国地域安全運動奈良県民大会の開催事業 10月の全国地域安全運動の一環として、自主防犯活動の意識を高めるため講演会を開催　支援内容：自主防犯活動の活性化のための講演会　　　　　　　実施回数　年１回　　　　　　　募集人員　700名　県予算額：580千円 市町村、地域団体 奈良県 知事公室安全・安心まちづくり推進課自主防犯・防災活動団体に対する情報提供事業 自主防犯・防災に関する情報を市町村や自治会等に提供　支援内容：メールマガジンの発行（年４回発行）等　県予算額：53千円 市町村、地域団体 奈良県 知事公室安全・安心まちづくり推進課
自主防犯・防災リーダー研修事業 自主防犯活動団体及び自主防災組織等地域のリーダーを養成する研修会を開催（日本防災士機構の防災士の受験資格取得）　支援内容：地域のリーダー等を養成する研修会 　　　　　 実施回数　年１回（３日間） 　　　　　 募集人員　300名（予定）  支援対象：地域のリーダーおよびリーダーになる意志のある方　県予算額：869千円 市町村、地域団体 奈良県 知事公室安全・安心まちづくり推進課
自主防犯・防災リーダーフォローアップ事業

県が主催する「自主防犯・防災リーダー研修」を修了された方を対象に、そのフォローアップのための研修を実施し、その後の活動状況や防犯防災に対するニーズの把握と、地域のリーダー同士の交流を促進　支援内容：図上演習の指導、専門家による振り返り講義、　　　　　　対話形式のグループワーク等　　　　　　実施回数　年1回　県予算額：133千円 市町村、地域団体 奈良県 知事公室安全・安心まちづくり推進課
消費者行政強化・活性化事業（市町村相談窓口支援事業・消費生活相談事業（市町村支援）・事業者専門事業（市町村支援））

市町村の消費生活相談窓口の充実に対する支援　支援内容：県消費生活センターの苦情処理専門員（弁護士）、　　　　　　事業者専門指導員及び消費生活相談員が市町村からの　　　　　　相談に対応消費生活相談に係る有資格者を人材登録　　　　　　し、市町村に情報提供　　　　　　苦情処理事例研究会　12回　支援対象：全市町村　　県予算額：9,098千円[一部27年度2月補正] 市町村 奈良県 くらし創造部消費・生活安全課
奈良県地域交通改善協議会 地域の移動ニーズに応じた交通サービスの実現に向け、知事と市町村長、交通事業者等で組織する「奈良県地域交通改善協議会」で協議を実施  県予算額：657千円 市町村、交通事業者等 奈良県 県土マネジメント部地域交通課住宅・建築物耐震化促進事業（耐震化知識普及事業） 耐震に関する意識啓発を県民に実施、震災被害の軽減を支援　支援内容：耐震フォーラムや民間セミナーへ講師として技術者            を派遣　20人  県予算額：668千円 市町村、自治会、地域団体 奈良県 まちづくり推進局建築課住宅・建築物耐震化促進事業（既存木造住宅耐震診断技術者支援事業） 耐震診断に派遣する技術者を養成・登録し、市町村が実施する木造住宅耐震診断事業を支援　支援内容：養成講習会兼技術研修会　100名　　　　　　登録時講習会  100名　県予算額：129千円 市町村 奈良県 まちづくり推進局建築課42 地域でくらすためのサポート



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当③県庁力によるサポート 被災建築物応急危険度判定制度推進事業 震災時の被災建築物の危険度を応急的に判定する技術者を養成・登録し、発災時に市町村が行う被災建築物応急危険度判定を支援　支援内容：技術者養成講習会　100名程度　県予算額：785千円 市町村 奈良県 まちづくり推進局建築課④国からの助成 消防防災施設等整備費補助金 地域の消防防災体制の確立、特に消防力の重点的整備及び各市町村における消防力水準の均衡的向上を図るため、市町村の消防施設の計画的整備を促進　スキーム：消防防災施設            一般1/3　　　　　　財政上の特別措置等によるもの1/2～5.5/10　　　　　　緊急消防援助隊設備1/2 市町村、一部事務組合等 総務省消防庁 知事公室消防救急課
民放ラジオ難聴解消支援事業 国民生活に密着した情報や災害時における生命・財産の確保に必要な情報の提供を確保するため、ラジオの難聴解消のための中継局整備費用の一部を補助　スキーム：地理的・地形的難聴、外国波混信2/3　　　　　　都市型難聴1/2 民間ラジオ放送事業者、自治体等 総務省 総務部情報システム課
放送ネットワーク整備支援事業 被災情報や避難情報など、国民の生命・財産の確保に不可欠な情報を確実に提供するため、放送網の遮断の回避等といった観点から、次の費用の一部を補助　補助内容：①放送局の予備送信設備、災害対策補完送信所、　　　　　　　緊急地震速報設備等の整備費用　　　　　　②ケーブルテレビ幹線の２ルート化等の整備費用　スキーム：地方公共団体1/2            第三セクター、地上基幹放送事業者等1/3（国27補正、国28当初事業）

地方公共団体、第三セクター、地上基幹放送事業者等 総務省 総務部情報システム課
観光・防災Wi-Fiステーション整備事業 観光拠点及び防災拠点における公衆無線ＬＡＮ環境の整備を行う地方公共団体等に対しその費用の一部を補助　スキーム：地方公共団体1/2、第三セクター1/3 地方公共団体、第三セクター 総務省 総務部情報システム課新　公衆無線LAN環境整備支援事業 観光拠点及び防災拠点における公衆無線ＬＡＮ環境の整備を行う地方公共団体等に対しその費用の一部を補助　スキーム：地方公共団体1/2、第三セクター1/3 地方公共団体、第三セクター 総務省 総務部情報システム課新　自治体情報セキュリティ強化対策事業 二要素認証導入や庁内ネットワークのインターネット環境からの分割等により自治体の庁内ネットワークの強靱性を向上させるための費用の一部を補助　スキーム：市町村1/2（国27補正事業） 市町村 総務省 総務部情報システム課新　情報通信基盤整備推進事業 固定系超高速ブロードバンド未整備地域のうち民間事業者による整備が見込まれない条件不利地域において、光ファイバ等の超高速ブロードバンド基盤の整備をする地方公共団体に対しその費用の一部を補助　スキーム：市町村1/3（財政力指数が0.3未満の市町村1/2） 市町村 総務省 総務部情報システム課地域公共交通確保維持改善事業（地域公共交通再編調査事業） 地域公共交通再編実施計画の策定に要する経費について補助金を交付  スキーム：定額（上限額20,000千円）　対象者：協議会 協議会 国土交通省 県土マネジメント部地域交通課地域公共交通確保維持改善事業（地域間幹線系統確保維持費国庫補助金） 都道府県協議会等が定めた生活交通ネットワーク計画に確保又は維持が必要として掲載された運行系統に対する運行経費補助　スキーム：収支差額の1/2　対象者：乗合バス事業者、協議会　平成27年度内定額：32系統、131,279千円 乗合バス事業者、協議会 国土交通省 県土マネジメント部地域交通課地域公共交通確保維持改善事業（車両減価償却費等国庫補助金） 都道府県協議会又は市町村協議会等が定めた生活交通ネットワーク計画に取得が必要として掲載された車両の取得にかかる費用を補助　スキーム：減価償却費又はリース料の1/2　対象者：乗合バス事業者、自家用有償旅客運送事業者、　　　　　協議会　平成27年度内定額：８両、11,392千円 乗合バス事業者、自家用有償旅客運送事業者、協議会 国土交通省 県土マネジメント部地域交通課地域公共交通確保維持改善事業（地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金） 市町村協議会等が定めた生活交通ネットワーク計画に確保又は維持が必要として掲載された運行系統に対する運行経費補助　スキーム：収支差額の1/2（当該市町村の人口等を基準として　　　　　　国土交通大臣が算定する額を上限）　対象者：乗合バス事業者、自家用有償旅客運送事業者、　　　　　協議会 乗合バス事業者、自家用有償旅客運送事業者、協議会 国土交通省 県土マネジメント部地域交通課地域公共交通確保維持改善事業（地域公共交通調査事業） 地域の公共交通に関する確保維持改善に関する計画の策定調査に必要な経費について補助金を交付  スキーム：定額（上限額20,000千円）　対象者：協議会 協議会 国土交通省 県土マネジメント部地域交通課

43 地域でくらすためのサポート



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当④国からの助成 防災・安全交付金（住宅・建築物安全ストック形成事業（住宅・建築物耐震改修事業））
市町村が行う住宅・建築物の耐震化の計画策定、誘導等のための事業に対する補助　スキーム：1/2市町村が自ら行う建築物の耐震診断、改修又は建替に対する補助　スキーム：（緊急輸送道路沿道等）診断1/2、改修1/3             (避難所等）診断1/3、改修1/3　　　　　　 (要緊急安全確認大規模建築物)診断1/2、改修1/3　　　　　　（その他の建築物）診断1/3、改修11.5%　　　　　　　　　　　　　　（いずれも限度単価有り） 市町村 国土交通省 まちづくり推進局建築課

防災・安全交付金（住宅建築物安全ストック形成事業（民間建築物のアスベスト対策事業）） 民間建築物のアスベスト対策は、所有者が自ら対処することが基本原則であるが、アスベスト除去等を促進するため、アスベストの分析・調査費用に対し助成  スキーム：10/10 市町村 国土交通省 まちづくり推進局建築課社会資本整備総合交付金（狭あい道路整備等促進事業） 狭あい道路（有効幅員4ｍ未満）の解消による安全な住宅市街地の形成を図るため、狭あい道路の拡幅整備に係る用地費、舗装費等に対し助成  スキーム：1/2 市町村 国土交通省 まちづくり推進局建築課⑤公的団体からの助成 市町村防災力強化出前研修
市町村職員の災害対応に必要な知識の習得、スキルアップを図るための助成　助成内容：次にあげる演習を市町村対象に実施　　　　　　①市町村長防災危機管理ラボ　　　　　　②災害応急対応高度化研修　　　　　　③市町村防災力強化専門研修　　　　　　④市町村防災力強化出前研修　　　　　　⑤市町村職員防災基本研修　　　　　　⑥防災啓発研修　　　　　　⑦防災ｅ－ラーニング 市町村 (一財)消防科学総合センター 知事公室防災統括室

林野火災防止用標識作成配布事業 林野の入山者に対して、火の用心を呼びかけ、林野火災の防止を図るための標識整備への助成　助成内容：「山火事防止ポスター」を基にした標識(看板)の            寄贈　助成割合：現物支給 市町村、消防本部 (一財)日本防火・危機管理促進協会 知事公室防災統括室消防団員安全装備品整備等助成事業 消防団員の安全確保の促進を支援するため、活動に係る安全装備品の整備、健康診断の実施に対して助成　助成内容：安全装備品、無線機器、照明器具、健康診断等　助成割合：10/10 市町村、一部事務組合等 消防団員等公務災害補償等共済基金 知事公室消防救急課

コミュニティ助成事業（地域防災組織育成助成事業）

地域防災のリーダーである消防団の装備の拡充を図るとともに、消防団の活動に対し地域住民から積極的な協力を得るために必要となる設備の整備に対して助成　助成内容：活動用資機材　　　　　　広報活動　　　　　　住民への防災指導　　　　　　住民や事務所等の地域交流活動　　　　　　消防団参加促進活動　等　助成金額：1,000千円（上限）　　　　　 （事業費が500千円以上であること）　助成割合：10/10防火、防災訓練用等の機材の寄贈民間防火組織等を育成することを目的とした助成事業　助成内容：防火防災用訓練資機材（上限600千円） 　　　　　 防火広報用視聴覚資機材（上限1,000千円） 　　　　　 幼年消防用活動資機材（上限400千円）　助成割合：10/10女性消防隊及び少年消防クラブの育成強化を図るための助成　助成内容：①初期消火活動及び予防活動助成事業 　　　　　 ②初期活動及び応急救護普及活動助成事業　　　　　　  　Ｄ－１級軽可搬消防ポンプの購入　　　　　　③少年消防クラブ育成助成事業　助成金額：1,000千円（上限）　助成割合：10/10

市町村、一部事務組合等 (一財)自治総合センター 知事公室消防救急課

コミュニティ助成事業（自主防災組織育成助成） 宝くじの社会貢献広報事業として、自主防災組織の防災活動に必要な資機材等の整備への助成 　助成金額：300千円～2,000千円 　助成割合：10/10 自主防災組織 (一財)自治総合センター 知事公室安全・安心まちづくり推進課
44 地域でくらすためのサポート



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当⑥アドバイス・相談 安全・安心まちづくりアドバイザー派遣事業 自治会や自主防犯団体、自主防災組織等が開催する自主防犯・防災に関する講演会・研修会等を実施する際にアドバイザーを派遣（アドバイザーの謝金、旅費は県負担）　県予算額：625千円 － 奈良県 知事公室安全・安心まちづくり推進課

45 地域でくらすためのサポート



５．地域でくらすためのサポート

（３）地域の環境・景観の保全と創造、人権を守るためのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成 隣保館運営等事業費補助事業 市町村の隣保館運営等各種の事業に要する経費について補助  スキーム：国1/2　県1/4  市町村1/4　  県予算額：238,416千円 市町村 奈良県 くらし創造部人権施策課人権啓発推進事業（インターネット差別書込み対策事業補助） インターネット上の掲示板への差別書込みに対する情報収集・啓発活動等に対する補助  スキーム：県1/2　市町村人権･同和問題啓発活動推進本部連　　　　　  絡協議会（市町村啓発連協）1/2　　県予算額：527千円 市町村啓発連協 奈良県 くらし創造部人権施策課
市町村人権問題啓発活動充実強化 「市町村人権・同和問題啓発活動推進本部連絡協議会」（市町村啓発連協）が実施する事業のうち県が認めた事業に対する補助  スキーム：県1/2　市町村啓発連協1/2  県予算額：1,870千円 市町村啓発連協 奈良県 くらし創造部人権施策課市町村人権問題啓発活動充実強化（人権啓発活動地方委託事業） 人権思想の普及高揚を図り、地域住民に人権問題に対する正しい認識を広めるための人権啓発活動を市町村等に委託  スキーム：国10/10  県予算額：19,146千円 市町村、市町村啓発連協 奈良県 くらし創造部人権施策課人権啓発推進事業（差別事象調査研究指導費） 県内で発生した差別事象に関する調査分析と報告書の作成を、全市町村で構成する「市町村人権・同和問題啓発活動推進本部連絡協議会」（市町村啓発連協）に委託　スキーム：県10/10　県予算額：657千円 市町村啓発連協 奈良県 くらし創造部人権施策課人権施策推進事業費補助（隣保館職員研修事業等補助金） 隣保館の機能充実を図るため、奈良県隣保館協議会が実施する隣保館職員研修事業等に対し補助　スキーム：県1/2　奈良県隣保館協議会1/2  県予算額：400千円 奈良県隣保館協議会 奈良県 くらし創造部人権施策課浄化槽設置整備補助事業 市町村が実施する合併処理浄化槽設置者への助成事業に対する補助　スキーム：国（直接補助）1/3　県1/3　市町村1/3　助成対象：奈良市外20市町村　県予算額：45,300千円 市町村 奈良県 景観・環境局環境政策課
地域環境対策事業 市町村（保健所設置市除く）が実施する処分場周辺の環境整備や不法投棄防止対策へ助成  スキーム：県1/2　2/3、市町村1/2　1/3  助成内容：産業廃棄物最終処分場周辺環境調査、環境整備、産            業廃棄物不法投棄防止対策及び環境学習等地域活動            支援に係る経費　助成対象：市町村（保健所設置市を除く）　県予算額：37,500千円 市町村 奈良県 景観・環境局廃棄物対策課
産業廃棄物監視支援事業 保健所設置市が実施する産業廃棄物処理施設等からの採取物や放流水等の調査分析や不法投棄防止対策事業への助成  スキーム：県1/2　市1/2  助成内容：産業廃棄物の不法投棄防止対策事業  助成対象：保健所設置市（奈良市）　県予算額：1,500千円 市町村 奈良県 景観・環境局廃棄物対策課
特定産業廃棄物処理対策事業 特定産業廃棄物の処理に対する助成  スキーム：県1/2　市町村1/2  助成内容：特定産業廃棄物の処理経費　＠23,000円/トン  助成対象：御所市ほか５市町　県予算額：7,467千円 市町村 奈良県 景観・環境局廃棄物対策課
アクアセンター搬入道路整備補助事業

広域的なし尿処理施設設置に伴い地元市が行う周辺環境整備への助成  スキーム：社会資本整備総合交付金（旧地方道路整備臨時交　　　　　　付金対象事業費）から交付金及び地方債の元金に　　　　　　かかる地方交付税措置額を除いた額について、　　　　　　県1/2　市1/2  助成内容：し尿処理施設搬入道路整備事業  助成対象：御所市　県予算額：5,999千円 市町村 奈良県 景観・環境局廃棄物対策課
46 地域でくらすためのサポート



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成 国定公園施設整備市町村補助事業 国定公園内又は長距離自然歩道が通過する市町村の、地域の実情に応じた自然歩道・自然公園施設整備に対する補助　スキーム：45/100　　県予算額：9,222千円 市町村 奈良県 景観・環境局景観・自然環境課
植栽整備推進補助金 植栽計画のエリア内における植栽景観の向上にかかる整備を実施する市町村及び地元団体等に対し補助　スキーム：（市町村）　県1/2　市町村1/2　　　　　　（地元団体等）　県1/3　市町村1/3　地元1/3                        　　県1/2　地元1/2　　　　　　　※地元1/2は、県有地等で実施する整備が対象　県予算額：28,000千円 市町村、地元団体等 奈良県 景観・環境局景観・自然環境課
屋外広告物適正化推進事業（広域幹線沿道等集中適正化事業） 広域幹線沿道における、広告主や関係広告業者が覚知できず指導対象が不明の屋外広告物に対して、市町村が行う略式代執行及び行政代執行に要する費用を助成　スキーム：県10/10　県予算額：2,100千円 市町村 奈良県 景観・環境局景観・自然環境課
新　ごみ処理広域化奈良モデル推進事業

複数市町村が連携して実施するごみ処理施設整備に対し補助　スキーム：計画・調査等              国負担分を除き県1/2　市町村1/2　　　　　　施設整備              県1/4　市町村3/4　助成内容：計画・調査等　　　　　　　国交付金対象事業で、計画・調査等に要する市              町村負担額　　　　　　施設整備　　　　　　　国交付金対象事業または地方交付税措置がある              事業に係る市町村公債費のうち、地方交付税算              入額を差し引いた額  県予算額：104,000千円
市町村等 奈良県 景観・環境局環境政策課

②地域づくり団体に対する直接助成 人権啓発推進事業（なら・ヒューマンフェスティバル開催事業） 法務局、国、県、市町村が連携し、実行委員会形式により、県民が楽しみながら様々な人権に身近に触れる機会を提供する県内最大のイベントを開催　スキーム：国1/3　県1/3　市町村1/3　助成対象：なら・ヒューマンフェスティバル実行委員会　県予算額：3,600千円 実行委員会 奈良県 くらし創造部人権施策課
「不法投棄ゼロ作戦」推進事業（「不法投棄ゼロ作戦」県民啓発事業）

市長会、町村会等と県とが実行委員会形式で行う「不法投棄ゼロ作戦」推進キャンペーン開催への助成  スキーム：県10/10  助成内容：街頭キャンペーン経費等  助成対象：奈良県不法投棄ゼロ作戦推進キャンペーン実行委　　　　　　員会  県予算額：1,500千円 実行委員会 奈良県 景観・環境局環境政策課
植栽協働管理推進事業 植栽計画のエリア内における植栽整備後の維持管理について、地元団体等との協働による取り組みを定着させるため、県整備箇所の維持管理を行う地元団体等に対し支援　県予算額：200千円 地元団体等 奈良県 景観・環境局景観・自然環境課③県庁力によるサポート 児童虐待防止推進事業（地域支援者児童虐待対応力向上事業） 児童虐待対応に係る民生委員・児童委員活動を対象とした研修を実施　支援内容：研修会の開催　支援対象：民生・児童委員、主任児童委員、市町村職員等　県予算額：130千円 市町村 奈良県 こども・女性局こども家庭課
児童虐待防止支援事業（市町村・関係機関の児童虐待対応力の向上）

児童虐待の関係機関（者）の意識改革・意識向上、対応スキルの向上、児童虐待防止ネットワークの推進のための支援実施 スーパーアドバイスチーム派遣支援 意識改革・スキル向上のための研修　支援内容：法的助言等専門的アドバイスを実施　支援対象：市町村、関係機関等　県予算額：1,380千円 市町村等 奈良県 こども・女性局こども家庭課
ＤＶ相談支援事業（相談研修事業） 市町村等のＤＶ相談窓口機能強化のための相談員研修会の開催　支援内容：専門研修の実施　支援対象：市町村職員、民生委員、保健師等　　県予算額：119千円 市町村 奈良県 こども・女性局こども家庭課
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当③県庁力によるサポート 人権啓発推進事業（人権パートナー養成・活用事業）
「人権のまちづくり」に向けた人材養成と活用を推進  支援内容：〈人材の養成〉「人権パートナー」養成講座　　　　　  〈人材の活用〉「人権パートナー」活用事業　　　　　　　  過去に養成した人権指導者等のフォローアッ　　　　　　　　プ、人材登録を行い、市町村・ＮＰＯ等民間　　　　　　　　機関での活用を推進  支援対象：全市町村、ＮＰＯ等  県予算額：1,667千円 市町村、ＮＰＯ等 奈良県 くらし創造部人権施策課

人権相談支援事業（人権相談ネットワーク推進事業） なら人権相談ネットワーク構成機関相談員を対象とした研修・交流会の開催（２講座）、奈良県人権施策に関する基本計画における重要課題に関する専門的内容、及び相談の基本的スキル・ノウハウを修得する研修の開催（８講座）　支援対象：全市町村、ＮＰＯ等　県予算額：548千円 市町村、ＮＰＯ等 奈良県 くらし創造部人権施策課
新　(仮称)奈良県犯罪被害者等支援条例普及啓発事業 犯罪被害者等に対する総合的相談窓口の充実への支援　支援内容：窓口で提供する基本的な情報等に係る研修等を実施　支援対象：市町村　県予算額：74千円 市町村 奈良県 くらし創造部人権施策課親切・美化県民運動事業（クリーンアップならキャンペーン事業） 毎年９月の「クリーンアップならキャンペーン月間」における市町村の、美化啓発・実践活動を支援　支援内容：活動に使用するゴミ袋を配布　支援対象：全市町村　県予算額： 495千円 市町村 奈良県 景観・環境局環境政策課
吉野川マナーアップキャンペーン事業 吉野川流域の各市町村毎に、県職員、市町村職員、ボランティア団体等により、ごみの持ち帰りの呼びかけ等を実施　支援内容：広報、消耗品（ゴミ袋、軍手）等の提供　支援対象：流域市町村、ボランティア団体等　県予算額：540千円 市町村、ボランティア団体等 奈良県 景観・環境局環境政策課
循環型社会推進「奈良モデル・プロジェクト」 奈良県・市町村長サミットを継承し、新奈良県廃棄物処理計画（H25.３）に掲げるごみ処理の広域化や災害廃棄物処理対策の推進等重点施策について、県・市町村の連携・協働「奈良モデル」による施策推進を実施　支援対象：市町村等　県予算額：3,740千円 市町村等 奈良県 景観・環境局環境政策課
「なら四季彩の庭」づくり普及推進事業 市町村や地元団体等との協働関係を構築していくため、植栽計画の積極的な広報等を実施　「なら四季彩の庭」シンボルマークを使用したプレートの設置　植栽ジャーナルの作成・配布　県予算額：3,313千円 市町村、地域団体、県民等 奈良県 景観・環境局景観・自然環境課屋外広告物適正化推進事業（沿道景観向上推進事業） 広域幹線のうち中和幹線沿道における、広告景観の向上を促進するため、屋外広告物の改修等費用を補助　支援内容：屋外広告物業者への補助金交付　県予算額：3,500千円 屋外広告物業者 奈良県 景観・環境局景観・自然環境課屋外広告物指導取締事業（良好な景観づくり推進事業） 屋外広告業の登録権者である県と屋外広告物の許可権者である市町村が連携し、違反是正活動や啓発活動を展開　支援内容：合同調査、キャンペーン（９月）等　支援対象：全市町村　県予算額：402千円 市町村 奈良県 景観・環境局景観・自然環境課
景観づくり推進事業 奈良県景観計画・条例の効果的運用を行うとともに市町村による景観法の活用（景観計画策定等）を支援  支援内容：連絡会議の開催等　支援対象：全市町村　県予算額：919千円 市町村 奈良県 景観・環境局景観・自然環境課
景観普及啓発事業（奈良県景観資産登録） 県内の景観的な価値を有する眺望地点等を奈良県景観資産として登録し、景観づくりへの県民意識の向上を図るとともに、市町村にある登録資産を観光資源としてＰＲを実施し、市町村を支援　支援内容：パンフレット等の作成配付、案内サイン設置等　支援対象：市町村　県予算額：1,183千円 市町村 奈良県 景観・環境局景観・自然環境課③県庁力によるサポート 外来種防除事業 市町村等が捕獲した特定外来生物アライグマの安楽死措置を実施　支援対象：全市町村　  県予算額：2,389千円 市町村 奈良県 景観・環境局景観・自然環境課48 地域でくらすためのサポート



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当④国からの助成 地方改善事業 生活環境等の安定向上を図る必要のある地域の住民の生活環境の改善を図るため、市町村が設置する共同施設の整備を補助　スキーム：1/2以内 市町村 厚生労働省 くらし創造部人権施策課循環型社会形成推進交付金 市町村が循環型社会形成の推進に必要な廃棄物処理施設の整備を実施するために、循環型社会形成推進地域計画に基づく事業に対し交付金を交付　スキーム：1/3　1/2 市町村 環境省 景観・環境局廃棄物対策課新　二酸化炭素排出抑制対策事業費交付金 廃棄物処理施設におけるエネルギー起源二酸化炭素の排出抑制を目的として、市町村が廃棄物処理施設の整備を実施するために、循環型社会形成推進地域計画に基づく事業に対し交付金を交付　スキーム：1/3　1/2 市町村 環境省 景観・環境局廃棄物対策課生物多様性保全推進支援事業 地域における先行的・効率的な活動を支援し、国土全体の生物多様性の保全再生を着実に進め、自然共生社会づくりを推進するため、地域における生物多様性の保全再生に資する活動等に必要な経費に対し交付　助成内容：活動等に必要な経費の一部を国が交付　スキーム：1/2以内 地域生物多様性協議会 環境省 景観・環境局景観・自然環境課エコツーリズム推進アドバイザー派遣事業 エコツーリズムに取り組む地域へ専門知識や取り組みの経験を要するアドバイザーを派遣し、地域が抱えている課題やニーズに対して個別に助言・指導　助成内容：アドバイザーの派遣 協議会、観光協会、商工会議所等 環境省 景観・環境局景観・自然環境課⑤公的団体からの助成 環境保全促進助成事業 地域環境及び地球環境にかかる保全活動・教育啓発の推進を図るための事業への助成　助成金額：2,000千円（上限）（都道府県・市町村の事業）   　　　　 1,000千円（上限）（コミュニティ組織の事業）　助成割合：10/10 県、市町村 (一財)自治総合センター 地域振興部市町村振興課
地球環境基金助成金 民間団体（ＮＧＯ・ＮＰＯ等）による環境保全活動への資金の助成  助成内容：活動に必要な経費の一部を助成　助成金額：500～12,000千円 民間の発意に基づき活動を行う営利を目的としない法人その他の団体 (独)環境再生保全機構 景観・環境局環境政策課
宝くじ桜寄贈事業 新しいさくらの名所の創設を通じ、国民へ潤い、安らぎ、豊かな環境を提供  助成内容：桜の苗木の配布 市町村等 (公財)日本さくらの会 景観・環境局景観・自然環境課⑥アドバイス・相談 「女性就業支援全国展開事業」 女性の就業促進と健康保持増進のための支援施策の全国展開を図るため、相談対応や講師派遣等を行い、女性関連施設等を支援　支援内容：相談員、講師派遣 － 厚生労働省 こども・女性局女性活躍推進課地域における男女共同参画を支援するためのアドバイザー派遣事業 地域における課題を解決し、男女共同参画促進を支援するためのアドバイザーの派遣に係る経費の一部を助成　支援内容：謝金と旅費を講師に直接支給 － 内閣府 こども・女性局女性活躍推進課「なら四季彩の庭」づくり連携推進事業 植栽計画の内容を実現させるため、県、市町村、地元団体等で構成されるエリア協議会等の設立及び活動を推進　支援内容：エリア協議会等を設立するための支援　　　　　　　会場使用料の負担等　　　　　　エリア協議会等の活動を促進するための支援　　　　　　　アドバイザーの派遣等 － 奈良県 景観・環境局景観・自然環境課
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５．地域でくらすためのサポート

（４）地域の住まいづくりのためのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当③県庁力によるサポート 南部・東部集落づくり支援事業 南部・東部地域における定住促進、交流人口の増加、空き家の利活用等の集落づくりのプロジェクトを推進するため、市町村が必要とする技術的支援を実施　県予算額：64,000千円 市町村 奈良県 まちづくり推進局住まいまちづくり課近鉄大福駅周辺地区拠点整備事業 桜井市の近鉄大福駅周辺地区において、まちづくり包括協定を踏まえ、市と協働して桜井県営住宅県有地を活用したまちづくりを推進　県予算額：30,460千円 市町村 奈良県 まちづくり推進局住まいまちづくり課④国からの助成 社会資本整備総合交付金（地域住宅計画に基づく事業） 地域における多様な需要に応じた公的賃貸住宅等の整備を推進するために、市町村が地域住宅計画に基づいて行う事業に対する助成　スキーム：1/2 市町村 国土交通省 まちづくり推進局住まいまちづくり課防災・安全交付金（地域住宅計画に基づく事業） 地域における多様な需要に応じた公的賃貸住宅等の耐震性の確保等、防災・安全に係る整備を推進するために、市町村が地域住宅計画に基づいて行う事業に対する助成　スキーム：1/2 市町村 国土交通省 まちづくり推進局住まいまちづくり課
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６．地域の基盤づくりのためのサポート

（１）地域の道路・河川整備へのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成 新　南奈良総合医療センターアクセス整備推進事業費補助 南奈良総合医療センターアクセスのための道路整備事業に対し補助　スキーム：県1/2　市1/2　助成内容：道路整備事業に係る市の公債費のうち、地方交付税算　　　　　　入額を差し引いた額　助成対象：五條市  県予算額：4千円 市町村 奈良県 県土マネジメント部道路建設課
大和川流域総合治水対策費補助 大和川流域総合治水対策として保水機能を高める事業に対し補助  スキーム：国1/3（直接補助）　　　　　　県（財源対策債充当額の30%を上限）  助成内容：流域貯留浸透施設整備事業にかかる経費の一部を助成　県予算額：43,881千円 市町村 奈良県 県土マネジメント部河川課
新奈良県総合医療センターアクセス整備推進事業費補助

新奈良県総合医療センターアクセスのための道路整備事業に対し補助　スキーム：県1/2　市1/2　助成内容：道路整備事業に係る市の公債費のうち、地方交付税算　　　　　　入額を差し引いた額　助成対象：奈良市  県予算額：54千円 市町村 奈良県 まちづくり推進局地域デザイン推進課③県庁力によるサポート 道路整備による支援 都市部や中山間地域における安全で安心なまちづくりや地域づくりを行うため、住民の生活の質の向上に計画的かつ積極的に取り組む市町村への支援  支援内容：市町村が策定するまちづくりや地域づくり計画を　　　　　　実現するための道路整備を推進  支援対象：全市町村　県予算額：18,709,863千円［一部27年度2月補正］ 市町村 奈良県 県土マネジメント部道路建設課④国からの助成 防災・安全交付金（交通安全施設整備） 市町村が実施する通学路等の歩行空間整備や自転車走行空間整備等の交通安全施設整備に対しての助成　スキーム：5.5/10～7/10 市町村 国土交通省 県土マネジメント部道路環境課社会資本整備総合交付金（道路改良事業） 市町村が策定するまちづくりや地域づくり計画の実現に向け実施する道路整備に対しての助成　スキーム：5.5/10～7/10 市町村 国土交通省 県土マネジメント部道路建設課道整備交付金事業 「地域再生計画」に基づき農・林道と一体となって整備する市町村道整備事業（改築、修繕）に対しての交付金　スキーム：1/2　助成対象：地域再生法第５条第10項の認定を受けた地方公共団体 市町村 内閣府、国土交通省 県土マネジメント部道路建設課防災・安全交付金（流域貯留浸透事業） 総合治水対策特定河川の流域において、貯留、浸透又は貯留浸透機能をもつ施設の整備等を市町村が行う事業に対し補助　スキーム：1/3 市町村 国土交通省 県土マネジメント部河川課社会資本整備総合交付金（街路事業） 市町村が実施する観光振興と地域の魅力創造の実現、安全で快適な環境整備を図ることを目的とする街路事業に対して補助　スキーム：5.5/10～6/10 市町村 国土交通省 まちづくり推進局地域デザイン推進課防災・安全交付金（街路事業） 市町村が実施する市街地の交通渋滞の緩和や快適な歩行空間の実現を図ることを目的とする街路事業に対して補助　スキーム：5.5/10 市町村 国土交通省 まちづくり推進局地域デザイン推進課⑥アドバイス・相談 奈良県市町村道整備促進期成同盟会研修事業 県内市町村道路整備促進の財源確保を行うための団体において、道路整備に必要な研修会等を開催　費用は各市町村からの負担金より運営　県担当課と市町村と一体となり事業運営を実施 － 奈良県 県土マネジメント部道路建設課
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６．地域の基盤づくりのためのサポート

（２）地域のまちづくりへのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成 市街地再開発事業費補助 市街地再開発事業を実施する組合に補助する市町村に対する助成　スキーム：国1/3（直接）　県1/6　市町村1/6　組合1/3　助成対象：田原本町　　県予算額：8,733千円 市町村 奈良県 まちづくり推進局地域デザイン推進課

市町村とのまちづくり連携推進事業
まちづくりを進めている市町村と段階的に連携協定を締結し、協働してまちづくりを推進するため、市町村の取組に対し補助　スキーム：包括協定段階　国負担分を除き県1/2　市町村1/2            基本協定段階　国負担分を除き県1/2　市町村1/2　          個別協定段階　　　　　　　公共インフラの整備等　県1/4　市町村3/4　　　　　　　イベント開催事業等　　県1/2　市町村1/2　助成内容：包括協定又は基本協定段階　　　　　　　・協定を締結した地区に係るまちづくり基本構想　　　　　　　　や基本計画等の策定業務に要する市町村負担額　　　　　　個別協定段階　　　　　　　・協定を締結した地区に係るまちづくりの中心と　　　　　　　　なる拠点施設の整備、拠点施設周辺の公共イン　　　　　　　　フラの整備等に係る事業に要する市町村負担額　　　　　　　　（原則、市町村の公債費のうち、地方交付税算　　　　　　　　　入額を差し引いた額）　　　　　　　・新　まちづくりを目的としたイベント開催事業　　　　　　　　等に要する市町村負担額　助成対象：県とまちづくりに関する連携協定を締結した市町村　　県予算額：288,820千円

市町村 奈良県 まちづくり推進局地域デザイン推進課

新しい集落づくりプロセスマネジメント支援事業 紀伊半島大水害により多大な被害を受けた市町村が実施する民間ファシリテーター業務委託事業費に対し補助　スキーム：国1/2　県1/4　市町村1/4　助成対象：十津川村　県予算額：2,000千円 市町村 奈良県 まちづくり推進局住まいまちづくり課
復興住宅建設等補助事業 紀伊半島大水害により被災した３市村の財政負担を減らすため、集落で安心して生活できるような周辺施設の整備の一部を補助　スキーム：県補助金＝（事業費－国庫補助金）×1/2　助成対象：五條市、野迫川村、十津川村　県予算額：149,638千円 市町村 奈良県 まちづくり推進局住まいまちづくり課
文化財保存事業費補助金（埋蔵） 発掘調査補助　個人住宅の建設等に伴う発掘調査、出土遺物保存処理等に対する　助成    スキーム：国50%（直接補助）　県25%　市町村25%    助成対象：奈良市外19市町村　　県予算額：28,910千円 市町村 奈良県 教育委員会文化財保存課
文化財保存事業費補助金（有形）

伝統的建造物群保存修理補助（国指定）　重要伝統的建造物群保存地区の保存のために行われる修理・修景　等に対する助成    スキーム：国50%・65%（直接補助）　県10%　市町村40%・25%    助成対象：橿原市、宇陀市、五條市 　 県予算額：19,684千円美術工芸品史料調査への補助　市町村が事業主体となる史料調査事業に対する助成　　スキーム：国50%（直接補助）　県３%    助成対象：斑鳩町 　 県予算額：90千円
市町村 奈良県 教育委員会文化財保存課
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当史跡地公有化補助（国指定）　史跡・名勝等の保存と活用のために実施される買上げ等の公有化　事業に対する助成　　スキーム：国80%（直接補助）県6.67・10%　　　　　　　市町村13.33・10%    助成対象：奈良市外8市町村 　 県予算額：28,458千円史跡地環境整備事業補助（国指定）　史跡・名勝等の保存と活用のために実施される環境整備事業に対　する助成    スキーム：国50%（直接補助）　県15%　市町村35%    助成対象：奈良市外10市町村 　 県予算額：118,469千円保存活用計画策定補助（国指定）　　史跡地等の保存活用に万全を期すための計画策定に対する助成　　スキーム：国50%（直接補助）県15%　市35%　　助成対象：宇陀市　　県予算額：510千円天然記念物食害対策補助（国指定）　カモシカによる食害を防止するための柵設置に対する助成　　スキーム：国2/3（直接補助）　県1/6　市村1/6    助成対象：五條市、野迫川村、川上村 　 県予算額：2,645千円天然記念物緊急調査事業補助（国指定）　　オオサンショウウオの生息状況調査に対する助成　　スキーム：国50%（直接補助）　県15%　市35%    助成対象：宇陀市 　 県予算額：300千円天然記念物樹木再生補助（国指定）　　天然記念物であるカザグルマ自生地の再生に対する助成　　スキーム：国50%（直接補助）　県15%　市35%　　助成対象：宇陀市　  県予算額：300千円②地域づくり団体に対する直接助成 補助土地区画整理事業 良好な宅地の造成と公共施設の整備改善を行う土地区画整理事業を実施する土地区画整理組合に対する助成　助成内容：当該事業のうち街路整備に要する経費　助成対象：土地区画整理組合　スキーム：国6/10　県2/10　市町村2/10  県予算額：912,250千円 土地区画整理組合 奈良県 まちづくり推進局地域デザイン推進課③県庁力によるサポート 市町村とのまちづくり応援事業 まちづくり連携協定の締結に向けて地域におけるまちづくりイメージの整理のための調査・検討を行い、協定に基づく協働のまちづくりを応援　支援内容：対象地区の実態調査やまちづくり基本方針の検討等　　県予算額：20,200千円 市町村 奈良県 まちづくり推進局地域デザイン推進課
景観づくり・まちづくり推進事業 まちづくりに取り組む組織や県民、行政等に対する支援　支援内容：歴史的な街並み地域等におけるエリアマネジメントの　　　　　　推進セミナーの開催　実施対象：まちづくり関係の各組織、県民、行政等　県予算額：3,519千円 まちづくり組織、県民、行政等 奈良県 まちづくり推進局地域デザイン推進課④国からの助成 社会保障・税番号制度システム整備費補助金 マイナンバー制度の導入に係る地方公共団体のシステム整備のうち、直接的にマイナンバー制度の導入に係る経費を対象として補助　スキーム：住基システム10/10　　　　　　税務システム2/3　　　　　　中間サーバー整備（ハードウェア）10/10　　　　　　団体内統合宛名システム等10/10 市町村 総務省 総務部情報システム課次世代自動車充電インフラ整備促進事業 電気自動車やプラグインハイブリッド自動車に必要な充電インフラの整備 民間団体等 経済産業省 地域振興部エネルギー政策課民間まちづくり活動促進事業 市民・企業・ＮＰＯなどの知恵・人的資源等を引き出す先導的な都市施設の整備・管理の普及を図るため、民間の担い手が主体となったまちづくり計画・協定の作成やそれに基づく施設整備等を含む実証実験に対し補助　スキーム：直接補助1/2　（まちづくり会社・法定協議会等）　　　　　　間接補助1/3  （民間事業者等） まちづくり会社、協議会等 国土交通省 まちづくり推進局地域デザイン推進課
災害時拠点強靱化緊急促進事業 学校、民間ビルや病院等の建築物において、帰宅困難者及び負傷者を受け入れるために必要となるスペース、備蓄倉庫及び設備等を整備する事業について、帰宅困難者等を一時的に受け入れる施設の確保を図ることに対し補助　スキーム：直接補助1/2　（市町村等）　　　　　　間接補助2/3  （民間事業者） 市町村等 国土交通省 まちづくり推進局地域デザイン推進課

①県から市町村に対する直接助成

文化財保存事業費補助金（記念物） 市町村 奈良県 教育委員会文化財保存課
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当④国からの助成 社会資本整備総合交付金（都市再生整備計画事業） 地域の歴史・文化・自然環境等の特性を活かした個性あふれるまちづくりを実施するため、市町村の策定した都市再生整備計画に位置づけられた事業に対し補助　スキーム：概ね4/10 市町村 国土交通省 まちづくり推進局地域デザイン推進課社会資本整備総合交付金（都市再生土地区画整理事業） 防災上危険な密集市街地及び空洞化が進行する中心市街地等都市基盤が脆弱で整備の必要な既成市街地の再生を推進するために施行する土地区画整理事業について、国が地方公共団体等に対し補助　スキーム：1/2もしくは1/3 市町村等 国土交通省 まちづくり推進局地域デザイン推進課社会資本整備総合交付金（土地区画整理事業補助金） 良好な宅地の造成と公共施設の整備改善を図り、健全な市街地の形成を促進するために実施される土地区画整理事業に対し補助　スキーム：1/2 市町村 国土交通省 まちづくり推進局地域デザイン推進課社会資本整備総合交付金（暮らし・にぎわい再生事業） 中心市街地の再生を図るため、国による中心市街地活性化基本計画の認定を受けた意欲のある地区について、都市機能のまちなか立地及び空きビルの再生並びにこれらに関連する賑わい空間施設整備や計画作成・コーディネートに要する費用を助成　スキーム：1/3 市町村等 国土交通省 まちづくり推進局地域デザイン推進課社会資本整備総合交付金（市街地再開発事業） 市街地内の都市機能が低下している地域において、土地の合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更新を図ることを目的に建築物及び建築敷地の整備並びに公園、広場、街路等の公共施設の整備を行う事業に対し補助　スキーム：国1/3、県1/6、市町村1/6（組合事業の場合）　　　　　　国1/3、市町村2/3（市町村事業の場合） 市町村等 国土交通省 まちづくり推進局地域デザイン推進課先導的都市環境形成促進事業 逼迫した地球環境問題へ対応した省ＣＯ２型の都市の構築を実現するため、集約型都市構造の実現に資する拠点的市街地等において地区・街区レベルにおける先導的な環境負荷削減対策を推進するために必要な費用を補助　スキーム：直接補助1/2　（市町村等）　　　　　　間接補助1/3  （民間事業者） 市町村等 国土交通省 まちづくり推進局地域デザイン推進課社会資本整備総合交付金（住宅市街地基盤整備事業） 住宅及び宅地の供給を特に促進する必要がある三大都市圏等における住宅宅地事業を促進するために、関連する道路、公園、下水道、河川等の公共施設及び生活関連施設の整備等に補助　スキーム：通常補助事業に準じる 市町村 国土交通省 まちづくり推進局地域デザイン推進課防災・安全交付金（都市防災総合推進事業） 市街地の総合的な防災性の向上を図り、都市の防災構造化や住民の防災に対する意識向上を推進するため、住民の防災まちづくり活動や防災のための公共施設整備に対し支援　スキーム：ソフト事業1/3　　　　　　ハード事業1/2 市町村等 国土交通省 まちづくり推進局地域デザイン推進課社会資本整備総合交付金（街なみ環境整備事業） 住環境の整備改善を図るとともに歴史的な街なみ景観を活かしたまちづくりを推進  スキーム：1/2 市町村 国土交通省 まちづくり推進局地域デザイン推進課社会資本整備総合交付金（優良建築物等整備事業） 都市再開発法などの法律には基づかない事業であり、市街地の環境改善、良好な市街地住宅の供給等の促進を図るため、土地の利用の共同化、高度化等に寄与する優良建築物等の整備に対して、共同通行部分や空地等の整備費用に対し補助　スキーム：1/3 市町村等 国土交通省 まちづくり推進局地域デザイン推進課社会資本整備総合交付金（都市再構築戦略事業） 生活に必要な都市機能を整備することにより、都市構造の再構築を図るため、市町村の策定した立地適正化計画に位置づけられた事業に対し補助　スキーム：概ね5/10 市町村 国土交通省 まちづくり推進局地域デザイン推進課都市機能立地支援事業 生活に必要な都市機能「誘導施設」を民間事業者が整備する際に市町村による支援に加え、国が民間事業者に対し直接支援する補助　※市町村が作成する「立地適正化計画」に位置づけられる　　ことが必要　　スキーム：概ね5/10 民間事業者 国土交通省 まちづくり推進局地域デザイン推進課集約都市（コンパクトシティ）形成支援事業 都市機能の近接化による歩いて暮らせる集約型まちづくりの実現に向け、拡散した都市機能を集約させ、都市のコアとなる施設の集約地域への移転や、移転跡地の都市的土地利用からの転換を促進するために必要な費用を補助　スキーム：直接補助1/2　（市町村等）　　　　　　間接補助1/3  （民間事業者） 市町村等 国土交通省 まちづくり推進局地域デザイン推進課社会資本整備総合交付金（都市公園等事業） 安全で快適な緑豊かな都市環境の形成のため、都市公園の整備に関する事業等に対し補助　スキーム：1/2等（内容により異なる） 市町村 国土交通省 まちづくり推進局公園緑地課④国からの助成 防災・安全交付金（都市公園等事業） 安全で快適な緑豊かな都市環境の形成のため、地域防災計画等に位置づけられた都市公園の整備に関する事業等に対し補助　スキーム：1/2等（内容により異なる） 市町村 国土交通省 まちづくり推進局公園緑地課54 地域の基盤づくりのためのサポート



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当⑤公的団体からの助成
コミュニティ助成事業（活力ある地域づくり助成事業）

地域資源活用助成事業　地域の自然、文化、歴史、産業、生活習慣等の特性を地域資　源として発見し、積極的な活用を図ることを目的として実施　する特色あるソフト事業への助成　　助成金額：2,000千円（上限）　　助成割合：10/10広域連携推進助成事業　複数の助成対象団体が共同して広域的な連携を目的として実　施するソフト事業及び平成11年7月16日以降に合併してでき　た市町村が住民の一体感の醸成等目的としたソフト事業への　助成　　助成金額：2,000千円（上限）　　助成割合：10/10活力ある商店街づくり助成事業　市町村が中心市街地における商店街振興に関して策定する基　本計画等により実施する事業で、商店街のイメージアップに　資する施設、設備等の整備事業への助成　　助成金額：10,000千円（上限）　　助成割合：10/10

市町村、広域連合、一部事務組合、協議会等 (一財)自治総合センター 地域振興部市町村振興課

まちなか再生支援事業（補助金） まちなか再生に取り組む市町村に対して、具体的・実務的ノウハウを有する専門家又は大学に業務の委託等をする費用の一部を助成　助成金額：7,000千円（上限）　助成割合：2/3以内 市町村 (一財)ふるさと財団 地域振興部市町村振興課⑥アドバイス・相談 地域資源・事業化支援アドバイザー事業 「地域の元気創造」の取組を支援するため、地域課題や需要の把握及び事業計画や組織づくり等に関し、地域の実情に応じた実用的な助言ができるアドバイザーを地方公共団体に派遣　支援内容：上限５回（アドバイザーの派遣）　助成割合：10/10 県、市町村 総務省 地域振興部市町村振興課
協働型の地域社会づくり支援 地域のきずなを強め、地域コミュニケーションが従来持っている役割を再生・強化するため、「自分たちの地域は自分たちで良くしていく」という地域住民の自主的・主体的な課題解決の取り組みが行える体制を整備　支援内容：地域の複数の団体が集まり対話を行う場としての　　　　　　「地域プラットフォーム」の立ち上げ・運営　　　　　　の手法等を助言 － 奈良県 くらし創造部青少年・社会活動推進課なら・まちづくりコンシェルジュ（まちなか魅力創出推進事業） 地域からの要請に応じ、まちづくりに精通した職員が歴史的町並み地区等の現場へ出向いて、まちづくりの情報提供・相談を継続的に行うことにより、県民によるまちづくりを発掘・支援（対象：地域住民、まちづくり活動組織等） － 奈良県 まちづくり推進局地域デザイン推進課
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（３）上・下水道整備へのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成
簡易水道等整備推進事業

簡易水道整備推進事業　市町村が整備する簡易水道事業の公債費に対して助成　スキーム：過疎、辺地　16％（10年分割補助）　　　　　　その他  　　20％（10年分割補助）　助成内容：国庫補助対象事業費　助成対象：12市町村　県予算額：119,572千円簡易水道事業等災害復旧事業助成交付金  紀伊半島大水害による簡易水道施設等の災害復旧事業の公債費に対し助成　スキーム：災害復旧国庫補助　12.5～25％（10年分割補助） 　　　　　 単独災害補助　　　　20～50％（10年分割補助）　助成内容：国庫補助対象事業費、起債対象事業費　助成対象：７市村　県予算額：3,293千円　県予算合計：122,865千円
市町村 奈良県 地域振興部地域政策課

新　水道施設等耐震化等事業 生活に密接に関係する水道施設及び保健衛生施設等の耐震化を推進するとともに水道事業の広域化を推進し、水道施設の効率化や人員体制の集約化を図り水道事業体の運営基盤を強化するための施設整備に必要な経費に対し交付金を交付　スキーム：1/2、2/5、1/3、1/4　県予算額：1,031,215千円 市町村等 奈良県 地域振興部地域政策課
流域下水道負荷軽減等推進事業 市町村が実施する流域下水道負荷軽減等に資する事業に対する助成　スキーム：国1/2（直接補助）　県1/2　助成対象：流域下水道関連市町村　県予算額：85,000千円 市町村 奈良県 県土マネジメント部下水道課③県庁力によるサポート 県域水道ファシリティマネジメント推進事業 県域水道ビジョン推進のため、中和10市町村、磯城郡、北葛城郡及び北和４市において、施設及び業務の共同化を検討県営水道エリアにおける水道事業広域化を推進するため、県営水道エリアの全市町村の水道事業の経営状況を比較・分析　県予算額：7,900千円 市町村 奈良県 地域振興部地域政策課
五條・吉野エリア施設共同化推進事業 五條・吉野エリアの水道事業が抱える諸問題を解決するため、広域化の実現に向けて、五條市、吉野町、大淀町、下市町と共同で取組を推進　県予算額：8,000千円 市町村 奈良県 地域振興部地域政策課簡易水道の統合・共同化推進事業 簡易水道事業が抱える諸問題を解決するため、管理体制の構築を含む運営基盤の強化を図るとともに、簡易水道の統合を促進　県予算額：819千円 市町村 奈良県 地域振興部地域政策課簡易水道技術支援体制構築モデル事業 簡易水道の維持管理機能の強化を図るため、奈良広域水質検査センター組合及び県水道局、保健所と連携し、モデル市町村を対象に技術支援を実施　県予算額：3,681千円 市町村 奈良県 地域振興部地域政策課新　過疎地域飲料水・生活用水供給手法検討事業 簡易水道地域のモデル的において最適な飲料水・生活用水供給手法を検討　県予算額：2,900千円 市町村 奈良県 地域振興部地域政策課
流域下水道負荷軽減等推進事業 市町村の不明水対策を推進するため、不明水の発生源を調査　スキーム：県10/10　支援内容：不明水の発生源を概ね各市町村の字単位まで絞り込む　　　　　　調査を実施　支援対象：流域下水道関連市町村　県予算額：60,000千円 市町村 奈良県 県土マネジメント部下水道課県域水道ファシリティマネジメント推進事業 県水転換に伴う送水施設等の整備　支援対象：桜井市、御所市、生駒市、王寺町、橿原市、川西町　県予算額：2,107,698千円 市町村 奈良県 水道局業務課
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当③県庁力によるサポート 市町村県営水道転換支援資金貸付金事業
県水転換に伴い必要となる市町村水道事業体の水道施設整備等に要する経費への貸付　貸付内容：貸付対象　市町村水道事業体が行う県水転換に伴い必　　　　　　　　　　　要な施設や設備の整備及び不要となった既　　　　　　　　　　　存施設の撤去に要する経費　　　　　　貸付期間　20年以内（但し、撤去工事は10年以内）　　　　　　貸付利率　当該貸付期間に対応する財政融資資金の貸　　　　　　　　　　　付利率の1/2　県予算額：759,720千円 市町村 奈良県 水道局総務課

新　磯城郡広域化事業計画策定業務委託事業 磯城郡の水道事業広域化に向けた事業計画の策定　支援対象：川西町、三宅町、田原本町　県予算額：22,103千円 市町村 奈良県 水道局業務課④国からの助成 水道施設整備費補助 ダム等の水道水源開発や病原性原虫の不安や異臭味被害等に対応した高度浄水施設の整備及び水道未普及地域の解消や生活基盤の充実等を図るための簡易水道の施設整備に必要な経費に対して補助 市町村等 厚生労働省 地域振興部地域政策課社会資本整備総合交付金（下水道事業） 快適な暮らしを実現し良好な環境を創造するため、下水道の整備に関する事業に対し補助　スキーム：1/2 市町村 国土交通省 県土マネジメント部下水道課防災・安全交付金（下水道事業） 安全・安心、快適な暮らしを実現し良好な環境を創造するため、下水道の整備に関する事業に対し補助　スキーム：1/2 市町村 国土交通省 県土マネジメント部下水道課
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６．地域の基盤づくりのためのサポート

（４）公共工事の技術管理等へのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当⑤公的団体からの助成 公共施設マネジメント調査研究（研究モデル事業） 民間ノウハウを活用した公共施設マネジメントに取り組む市町村と、財団が設置する公共施設マネジメント調査研究会が共同研究を行い、研究成果を発信すると共に、市町村が民間業者や大学等に業務を委託する費用の一部を助成　助成金額：700万円（上限）　助成割合：2/3以内 市町村 (一財)ふるさと財団 地域振興部市町村振興課⑥アドバイス・相談 公民連携アドバイザー派遣事業 公民連携手法による公共施設等の整備・維持管理・運営等を推進する地方公共団体の要請に応じ、シンクタンク等の専門家又は財団の担当職員をアドバイザーとして派遣　事業内容：①ＰＦＩ　　　　　　②指定管理者制度　　　　　　③公共施設マネジメント　支援内容：1回（アドバイザー派遣）　助成割合：10/10 県、市町村、一部事務組合等 (一財)ふるさと財団 地域振興部市町村振興課
公共工事の品質確保に関する取組アドバイス 「総合評価落札方式」など公共工事の品質確保に関する取組について市町村からの様々な相談や質疑等について対応し、市町村の事務手続きをサポートする窓口  ※総合評価落札方式、低入札価格調査制度、施工体制点検　　特別調査等 － 奈良県 県土マネジメント部技術管理課設計積算・技術基準に関するサポート 建設工事における設計積算及び技術基準に関して、市町村からの様々な相談や質疑等に対応 － 奈良県 県土マネジメント部技術管理課土木積算システム支援 土木工事等発注における予定価格算出について、県が使用している積算システムを希望する市町村に提供 － 奈良県 県土マネジメント部技術管理課公共事業再評価実施支援 再評価を実施する市町村の公共事業について、県が設置している「事業評価監視委員会」に諮れることとし、その審議の場の提供 － 奈良県 県土マネジメント部技術管理課市町村職員土木技術研修 県職員向けの土木技術に係る研修（橋梁下部工設計、監督員、検査員研修等）に対し、希望する市町村職員の受入を実施 － 奈良県 県土マネジメント部技術管理課建設ＣＡＬＳ支援 建設ＣＡＬＳ（工事等の情報の電子化）の導入に関する取組について、市町村からの様々な相談や質疑等に対応 － 奈良県 県土マネジメント部技術管理課建築・設備職員向け研修等 県職員向けの建築・設備職員向け研修（監督員研修、検査員研修）等に対し、希望する市町村職員の受入を実施 － 奈良県 県土マネジメント部技術管理課
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７．市町村の行財政運営等のサポート

（１）地域のＮＰＯ・自治会等との協働に向けたサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当②地域づくり団体に対する直接助成 住民自治振興支援事業 地縁型住民自治組織の全県組織である奈良県自治連合会の実施する各種事業（研修事業、自治功労者表彰式、全国自治連合会参加等）に対し助成　補助率：補助対象経費の1/2　県予算額：700千円 奈良県自治連合会 奈良県 地域振興部市町村振興課
地域貢献活動助成事業 行政課題・地域課題にＮＰＯ等と市町村が適切な役割分担のもと、協働して実施する事業に対し助成　スキーム：県1/2　地域団体1/2　助成対象：ＮＰＯ、ボランティア団体、地域団体　県予算額：2,830千円 ＮＰＯ、ボランティア団体、地域団体 奈良県 くらし創造部青少年・社会活動推進課奈良県協働推進基金運営事業（ＮＰＯ活動等団体支援助成事業） 登録されたＮＰＯ等団体の公益的な活動に対し、県民・事業者等からの寄付を基に助成を実施　スキーム：県10/10　助成対象：事前に登録されたＮＰＯ等　  県予算額：2,147千円 ＮＰＯ、ボランティア団体等 奈良県 くらし創造部青少年・社会活動推進課奈良県協働推進基金運営事業（寄附者テーマ設定型協働推進事業） 寄附者が設定したテーマによりＮＰＯ等から事業提案を受け、協働事業として実施　スキーム：県10/10  県予算額：5,700千円 ＮＰＯ、ボランティア団体等 奈良県 くらし創造部青少年・社会活動推進課③県庁力によるサポート 市町村を核とした地域プラットフォーム設置事業 ＮＰＯ等が地域の課題解決に向け主体的に対応できるよう、市町村を核とした協働の取り組みを推進するための仕組みを構築　県・市町村協働推進連絡会議の開催　人材育成のための研修会の実施  地域プラットホーム設置に係るアドバイザー派遣等　県予算額：550千円 市町村、ＮＰＯ等 奈良県 くらし創造部青少年・社会活動推進課
協働推進センター管理運営事業 「奈良県協働推進指針」に沿った協働社会の実現のため、民間団体が利用できる活動拠点の運営　支援内容：協働推進センターの管理運営  支援対象：ＮＰＯ等民間団体　県予算額：1,116千円 ＮＰＯ等 奈良県 くらし創造部青少年・社会活動推進課みんなで・守ロード事業 県管理の道路において、地元自治会・ボランティア団体等が自主的に行う草刈、清掃、緑化等の活動に対する支援　支援内容：活動用物品支給、傷害・賠償保険加入等　支援対象：地元自治会、ボランティア団体等　県予算額：5,800千円 自治会、地域団体、ＮＰＯ団体 奈良県 県土マネジメント部道路管理課
花いっぱい推進事業 県管理の道路において、地元自治会・ボランティア団体等が行う花壇・フラワーポット等への花の植栽等の活動に対する支援　支援内容：花苗等の支給　支援対象：地元自治会、ボランティア団体等　県予算額：4,000千円 自治会、地域団体、ＮＰＯ団体 奈良県 県土マネジメント部道路管理課
大和川流域総合治水対策協議会 大和川流域における治水施設の積極的な進捗と流域の持つ保水・遊水機能の適正な維持の実施を図るため、流域市町村と県及び国による「大和川流域総合治水対策協議会」を設置流域全体で水害に強いまちづくりを行う「総合治水対策」に取り組み、その推進に向け、知事と市長村長、近畿地方整備局長が協議 市町村 奈良県 県土マネジメント部河川課
水田貯留推進事業 水田貯留対策推進のため、水田の貯留活用に係る排水口の改良や畦畔の嵩上げ等、必要な条件整備を支援　スキーム：国1/2　県1/4　その他1/4、県1/2　その他1/2　支援内容：水田貯留対策を推進するための協議会設置、運営　　　　　　及び協力農地に対する畦畔嵩上げ等の条件整備実施　支援対象：地元農家等　県予算額：34,650千円 地元農家等 奈良県 県土マネジメント部河川課
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当③県庁力によるサポート 地域の河川サポート事業 県管理河川において、地元自治会等が実施する花の植栽活動、草刈活動、清掃活動に対して県が支援を実施  支援内容：活動用物品支給、傷害・賠償保険加入等　支援対象：地元自治会、ボランティア団体等   県予算額：15,309千円 自治会、地域団体、ＮＰＯ団体 奈良県 県土マネジメント部河川課⑤公的団体からの助成 コミュニティ助成事業（一般コミュニティ） コミュニティ活動に直接必要な設備の整備への助成　助成金額：1,000千円～2,500千円　助成割合：10/10 市町村、コミュニティ組織 (一財)自治総合センター 地域振興部市町村振興課コミュニティ助成事業（コミュニティセンター） 住民の需要の実態に応じた機能を有する集会施設（コミュニティセンター・自治会集会所等）の建設整備への助成　助成金額：15,000千円（上限）　助成割合：3/5以内 市町村、コミュニティ組織 (一財)自治総合センター 地域振興部市町村振興課地域イベント助成事業 コミュニティが主体となって実施する、創意と工夫に富み、地域の活性化に貢献するイベントへの市町村の補助に対して助成　助成金額：1,000千円（上限）　助成割合：10/10 市町村 (一財)地域活性化センター 地域振興部市町村振興課健やかコミュニティモデル地区育成事業 活力あるコミュニティを基礎とする健やかな地域社会づくりを推進することを目的とした、コミュニティ活動のモデルとなるような事業への助成　助成金額：2,000千円（上限）　助成割合：10/10 市町村 (公財)地域社会振興財団 地域振興部市町村振興課地域づくり団体が行う研修会等に対する助成 地域づくり団体全国協議会に登録している地域づくり団体が行う研修会等に対して、その費用の一部を助成　助成金額：150千円以内 地域づくり団体 (一財)地域活性化センター 地域振興部教育振興課
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７．市町村の行財政運営等のサポート

（２）市町村の行財政問題の解決に向けたサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当県民税徴収取扱費交付金 助成内容：納税義務者数×3,000円他県予算額：2,032,000千円 市町村 奈良県 総務部税務課地方消費税市町村交付金 助成内容：清算後収入×1/2県予算額：21,284,000千円 市町村 奈良県 総務部税務課利子割交付金 助成内容：税収×59.4％県予算額：223,000千円 市町村 奈良県 総務部税務課配当割交付金 助成内容：税収×59.4％県予算額：2,242,000千円 市町村 奈良県 総務部税務課株式譲渡等所得割交付金 助成内容：税収×59.4％県予算額：1,878,000千円 市町村 奈良県 総務部税務課ゴルフ場利用税交付金 助成内容：税収×7/10助成対象：ゴルフ場所在市町村県予算額：625,000千円 市町村 奈良県 総務部税務課自動車取得税交付金 助成内容：税収×66.5％県予算額：808,000千円 市町村 奈良県 総務部税務課特別地方消費税交付金 助成内容：税収×1/2助成箇所：三郷町県予算額：1,000千円 市町村 奈良県 総務部税務課
県有財産所在市町村交付金 県有資産のうち貸付資産の所在する市町村等に交付金を交付　助成内容：固定資産税相当額　助成箇所：奈良市、大和高田市、大和郡山市、天理市、橿原市、　　　　　　桜井市、五條市、御所市、生駒市、宇陀市、葛城市、　　　　　　三宅町、田原本町、曽爾村、吉野町、大淀町、　　　　　　野迫川村、十津川村、上北山村　県予算額：178,131千円 市町村 奈良県 総務部管財課
市町村振興資金貸付事業

市町村が住民福祉の増進を図るために行う事業に対する貸付  貸付内容：貸付対象　　　　　　（一般事業）一般地域振興　　　　　　（特例事業）広域振興、過疎・辺地等振興､県重点　　　　　　　　　　　　施策支援、公債費適正化　　　　　  貸付期間　15年以内（うち１年据置）　　　　　　貸付利率  （一般事業）財政融資資金利率　　　　　　　　　　　（特例事業）財政融資資金利率×1/2　　　　　　償還方法　元金均等年賦償還　県予算額：500,000千円
市町村 奈良県 地域振興部市町村振興課

同和対策関係事業債利子補給事業 平成13年度までに許可された同和対策事業に係る地方債（旧地対財特法第5条債等を除く）の利子に対する補給金　助成対象：5市町村  県予算額：21,300千円 市町村 奈良県 地域振興部市町村振興課
「奈良モデル」推進補助金 市町村間連携及び権限移譲にかかる一時的経費に対し補助を行い、行政経営の効率化に努力をする市町村を重点的に支援（権限移譲については、平成29年度までに新たに県から権限移譲を受ける事務についての準備経費として、平成28年度までの予算措置）  スキーム：施設等整備　1/2以内　　　　　  その他　　　3/4以内　  県予算額：150,000千円

新たな広域連携に取り組む団体・県から権限移譲を受ける市町村 奈良県 地域振興部市町村振興課
「奈良モデル」推進貸付事業 奈良県に最適な地方行政の仕組み（奈良モデル）を構築するため、複数の市町村が連携して取り組む大規模な施設整備に対し貸付　貸付条件　無利子、充当率75％　貸付期間　15年間（うち１年据置）　償還方法　元金均等年賦償還　適用期間　平成27年度～平成29年度  県予算額：1,500,000千円 市町村 奈良県 地域振興部市町村振興課

①県から市町村に対する直接助成
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成 市町村事務処理交付金 市町村へ移譲を行った事務の執行に係る経費を交付  スキーム：県10/10  算定方法：交付金額＝基準額×前年度処理件数　　　　　　基準額＝１時間当り人件費×平均処理時間＋事務費 　県予算額：23,000千円 市町村 奈良県 地域振興部市町村振興課
土地利用規制等対策事務費交付金 国土利用計画法に基づく市町村届出事務に要する経費を交付  スキーム：県10/10  算定方法：基準額×市町村届出処理件数  助成対象：届出実績のあった市町村  県予算額：833千円 市町村 奈良県 地域振興部地域政策課
県内市町村と大学との連携事業 大学の知的資源を活用する取組を促進するため、県内市町村との連携事業に対し補助　スキーム：県1/2　市町村1/2  助成対象：全市町村  県予算額：4,500千円 全市町村 奈良県 地域振興部教育振興課
人口動態調査市町村交付金 人口動態調査にかかる市町村への交付金　スキーム：県10/10（国10/10）　助成内容：旅費、庁費、需用費、データ安全対策経費　助成対象：38市町村（奈良市を除く全市町村）　県予算額：1,352千円 市町村（奈良市除く） 奈良県 医療政策部地域医療連携課
住宅新築資金等貸付助成事業

市町村が地域改善対策として実施してきた住宅新築資金等貸付金の償還に伴い生じる財政負担を軽減するための助成　償還推進助成事業　　住宅新築資金、宅地取得資金及び住宅改修資金の償還推進 　 事務、訴訟等回収困難な債権の措置に要する経費　　　スキーム：国1/2　県1/4　市町村1/4 　 　助成対象：①債権を有する市町村で次の条件を満たすもの　　　　　　　　　　財政力指数  0.8未満　　　　　　　　②市町村から債権を移管された一部事務組合　　　県予算額：86,155千円
市町村、市町村から債権を移管された一部事務組合 奈良県 まちづくり推進局住まいまちづくり課

②地域づくり団体に対する直接助成 地方自治振興事業（政策立案支援事業補助金） 奈良県市議会議長会が実施する、市議会議員、議会事務局職員への研修事業に対し助成　補助率：補助対象経費の1/2  県予算額：460千円 奈良県市議会議長会 奈良県 地域振興部市町村振興課地方自治振興事業（行政運営支援事業補助金） 奈良県市町村総合事務組合が実施する、市長会、町村会又は町村議長会の行う提案要望活動、研修事業等に対する補助について、経費の一部を助成  補助率：補助対象経費の1/2  県予算額：7,000千円 奈良県市町村総合事務組合 奈良県 地域振興部市町村振興課③県庁力によるサポート 奈良県統計リテラシー向上事業（奈良スタット）
「奈良スタットイベント」の開催　講演会、市町村職員による施策事例発表会等により、市町村の統  計に対する意識を醸成　支援対象：全市町村統計分析相談窓口の設置　県統計分析専門員等の専門家が統計分析手法等について助言する　相談窓口設置　支援対象：全市町村市町村職員向け統計研修の実施　統計業務担当職員等を対象とした統計入門研修  支援対象：全市町村  県予算額：6,853千円

市町村 奈良県 知事公室統計課
東アジア地方政府会合推進事業 東アジアの各地方政府が共通する課題を議論し、相互理解を深める場として東アジアの地方政府間の会合等を開催　支援内容：東アジア地方政府会合に参加することにより、　　　　　　各レベルでの知識の共有を図り、行政能力向上　　　　　　を支援　県予算額：102,162千円 会員地方政府（市町村） 奈良県 知事公室国際課
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当③県庁力によるサポート 職員研修事業（人権問題研修事業） 人権問題への正しい理解、積極的な問題解決への判断力と実践力の習得のため「人権問題研修」を開催、市町村役付職員の参加を募集　支援内容：職員の資質向上研修　支援対象：全市町村  県予算額：295千円 市町村 奈良県 総務部自治研修所
職員研修事業（県・市町村職員合同研修事業） 市町村職員研修センター・県自治研修所が実施する研修のうち内容的に共通するものを合同で実施、研修実施は民間へ委託、市町村・県職員の双方より参加を募集　支援内容：職員の資質向上研修、職員間の交流　支援対象：全市町村 　県予算額：1,247千円(合同研修実施分) 市町村 奈良県 総務部自治研修所
がんばる市町村応援表彰事業

がんばる市町村応援表彰　優良な行政経営に努力し、効果をあげている市町村を顕彰　支援対象：全市町村政策自慢大会の開催　支援内容：市町村の若手・中堅職員が、それぞれの市町村の政策　　　　　　についてプレゼンテーションを行い、その能力向上を　　　　　　図り、健全な競争意識を醸成　支援対象：全市町村　県予算額：1,535千円
市町村 奈良県 地域振興部市町村振興課

市町村財政健全化推進事業 厳しい状況にある県内市町村の財政健全化を支援　支援内容：健全化に向けた助言・研修会の開催　　　　　  行財政情報（行財政・税収状況等）を分かりやすく　　　　　　提供　支援対象：全市町村　県予算額：700千円 市町村 奈良県 地域振興部市町村振興課
市町村行政経営力向上支援事業 知事と市町村長・市町村職員等による行財政課題について意見交換、認識を共有  支援内容：①奈良県・市町村長サミットの開催　　　　　　②地域振興懇話会の開催  支援対象：全市町村  県予算額：2,700千円 市町村 奈良県 地域振興部市町村振興課
「奈良モデル」推進事業 奈良県に最適な地方行政の仕組み（奈良モデル）を構築するため、県と市町村の連携・協働に向けた具体的な取組を検討県民に「奈良モデル」の取組について幅広く情報提供を行うため、ジャーナルを発行　　県予算額：13,322千円 市町村 奈良県 地域振興部市町村振興課
市町村税税収確保連携事業 県と市町村が協働・連携し、市町村税の税収強化への取組を実施  支援内容：①市町村税・県税の一斉滞納整理強化期間の実施　　　　　　②個人住民税に係る特別徴収の推進  支援対象：全市町村　県予算額：1,100千円 市町村 奈良県 地域振興部市町村振興課
市町村職員行政遂行能力向上支援事業

市町村職員イベント力向上研修の開催  支援内容：イベント遂行能力、ノウハウを身につけるための研修　　　　　　を実施  支援対象：全市町村市町村職員実務研修の実施　支援内容：市町村からの実務研修員を受け入れ、研修を実施　支援対象：全市町村  県予算額：1,100千円 市町村 奈良県 地域振興部市町村振興課
市町村地方創生支援事業 市町村が行う人口減少対策等への取組を支援するとともに、県内市町村における地方創生の好事例等の情報発信を充実　県予算額：800千円 市町村 奈良県 地域振興部市町村振興課新　市町村税税収確保強化事業 県と市町村が実行委員会を組織し、市町村税の滞納者に対し電話による納付の呼びかけを行う市町村税納税促進コールセンターをモデル的に設置　県予算額：8,875千円 市町村 奈良県 地域振興部市町村振興課
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当③県庁力によるサポート 新　市町村共同資金調達支援事業 市町村における資金調達を支援するため、金融リテラシー向上のための研修会を開催するとともに、複数市町村による共同資金調達フレームを検討・構築　支援対象：全市町村　県予算額：1,100千円 市町村 奈良県 地域振興部市町村振興課
内水対策推進事業 大和川における市町村の流域対策を推進するための支援　スキーム：県10/10　支援内容：大和川流域総合治水対策協議会の運営　　　　　　流域対策に取り組む市町村への技術的支援　支援対象：市町村　県予算額：108,978千円 市町村 奈良県 県土マネジメント部河川課
新　地域空き家対策推進事業 市町村職員の空家対策の推進に関する技術向上を図るとともに、特定空家等の判断等に係る統一基準の検討・作成を行うため、県と市町村の連絡会議を設置　支援内容：特定空家対策の推進に向けた講習会　　　　　　特定空家等の判断等に係る統一基準等の検討　県予算額：9,169千円（他の事業を含む） 市町村 奈良県 まちづくり推進局住まいまちづくり課④国からの助成 防災・安全交付金事業（橋梁長寿命化修繕事業及び橋梁定期点検） 今後老朽化する道路施設の増加に対応し、橋梁長寿命化修繕計画に基づき実施する設計・工事、及び橋梁等の重要構造物を定期的に点検する費用を交付　スキーム：5.5/10～6.5/10　県受託枠：525,000千円 市町村 国土交通省 県土マネジメント部道路管理課⑤公的団体からの助成 スポーツ拠点づくり推進事業 小・中・高校生のスポーツ全国大会を継続して開催する拠点づくりを進める市区町村の、小・中・高校生スポーツ大会開催経費を助成（助成期間10年を限度） 　助成金額：4,000千円（上限）　（開催継続に必要な初期費用を含む場合8,000千円上限） 　助成割合：10/10 市町村 (一財)地域活性化センター 地域振興部市町村振興課
シンポジウム助成事業 地域活性化のためのシンポジウム（パネルディスカッション、基調講演、事例発表、展示会等）開催に対する助成　助成金額：3,000千円（上限）　助成割合：10/10 県、市町村 (一財)自治総合センター 地域振興部市町村振興課共同調査研究事業 少子高齢化等に伴い、地方公共団体が対応を迫られる健康、福祉、地域づくり等諸課題に関して、地方公共団体と共同して調査研究を実施　助成金額：総事業費の3/5　　　　　  （総事業費は10,000千円～20,000千円が目安） 県、市町村 (一財)地方自治研究機構 地域振興部市町村振興課新　地方創生に向けて“がんばる地域”応援事業 将来的な地域の消滅可能性危機を回避することを目的に、自治体や地域団体等が住民と共に実施する事業に対して助成　助成金額：1,500千円（上限）　助成割合：10/10 市町村、広域連合、一部事務組合、協議会 (一財)地域活性化センター 地域振興部市町村振興課新　住宅都市地域における持続可能なコミュニティの在り方の調査研究支援事業 大都市周辺のベッドタウンや大規模事業所を有しない自治体において、住宅都市地域の活性化を図るために、必要な調査・研究を実施する事業に対して助成　助成金額：3,000千円（上限）　助成割合：10/10 市町村、広域連合、一部事務組合、協議会 (一財)地域活性化センター 地域振興部市町村振興課
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８．南部地域・東部地域のサポート

（１）地域づくり・観光交流の促進のためのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成 世界遺産登録推進事業 世界遺産登録に向けた発掘調査に対する助成　スキーム：国1/2（直接補助）　県1/4　市町村1/4　助成対象：明日香村　県予算額：1,750千円 市町村 奈良県 地域振興部文化資源活用課②地域づくり団体に対する直接助成 新　奥大和の特色を活かしたイベント支援事業 奥大和地域で行われるスポーツ・文化イベントを盛り上げ、参加者の満足感と地域への再訪意欲を高めるためのおもてなしプログラムの実施に対し補助新　奥大和地域で住民が参画して開催される、地域の自然環境・地形等の特色を活かした新たなイベントの実施に対し補助　県予算額：16,000千円 実行委員会等 奈良県 地域振興部南部東部振興課移住・交流推進室③県庁力によるサポート 「弘法大師の道」魅力発掘事業 「弘法大師の道」を活用したトレイルランニングイベントの実施　県・市町村等による実行委員会への費用負担　県予算額：3,264千円 実行委員会 奈良県 地域振興部移住・交流推進室
スポーツ・文化活動による交流促進事業 奥大和地域へオフシーズンに部活動合宿や勉強合宿を誘致するため、合宿経費に対し補助　対　　象  小学生から大学生　要　　件  延べ宿泊数が20人泊以上　補 助 額　1,000円／泊  対象期間　平成28年12月～平成29年３月　県予算額：5,000千円 市町村（奥大和地域） 奈良県 地域振興部南部東部振興課
路線バスを活用した奥大和への誘客促進事業 路線バスを活用し奥大和地域へオフシーズンに来訪した宿泊観光客のバス運賃に対し補助等　対象期間　平成28年12月～平成29年３月　県予算額：20,000千円 市町村（奥大和地域） 奈良県 地域振興部移住・交流推進室
過疎法推進事業 過疎地域の自立促進を図るため、過疎地域自立促進特別措置法に基づき、過疎対策事業を推進　支援内容：関係市町村への連絡や情報提供などによる情報共有  支援対象：過疎地域市町村　県予算額：643千円 市町村（過疎地域） 奈良県 地域振興部南部東部振興課
奥大和振興プロジェクト検討事業 南部振興基本計画及び東部振興基本計画に掲げる奥大和地域の振興のための具体的な取組を実現するため、奥大和地域の抱える課題の解決方策について、県と市町村等が協働して検討　支援内容：県と市町村等が協働して課題解決策を検討　支援対象：奥大和地域  県予算額：7,200千円 市町村（奥大和地域） 奈良県 地域振興部南部東部振興課
地域支援員活動事業 地域支援員が、奥大和地域の地元ニーズを把握するため、奥大和地域に出張し情報収集、意見交換を行い、地域振興のための調整を実施　支援対象：奥大和地域　県予算額：1,283千円 市町村（奥大和地域） 奈良県 地域振興部南部東部振興課
奥大和魅力創出モデル検討事業 奥大和地域の特徴を活かした、くらしやすく賑わいのある地域社会を構築するため、住民自らが検討する取組を支援　支援対象：奥大和地域　県予算額：2,850千円 市町村（奥大和地域） 奈良県 地域振興部南部東部振興課
新　道の駅を活用した奥大和活性化事業 道の駅を奥大和地域の活性化に向けた拠点として活用するため、利用者の状況や利用ニーズ等を調査するとともに、課題を抽出し、今後のあり方を検討　支援対象：奥大和地域　県予算額：7,000千円 市町村（奥大和地域） 奈良県 地域振興部南部東部振興課
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当③県庁力によるサポート 新　ふるさとへの愛着心育成事業 若者の奥大和地域への定着に向け、地元への愛着心を深めるため、モデル地域を選定し、高校生と小・中学生が一緒になって主体的に取り組む地域の魅力を発信するイベントを開催　県予算額：3,025千円 市町村（奥大和地域） 奈良県 地域振興部南部東部振興課
ふるさと創生協力隊等設置・支援事業

奥大和地域において、複数の市町村にまたがる広域的な地域振興活動に従事する人材をふるさと創生協力隊として採用し、配置　ふるさと創生協力隊　３人紀伊半島大水害からの復興活動等、地域協力活動に従事する人材として採用したふるさと復興協力隊を引き続き奥大和地域の市町村に配置　ふるさと復興協力隊　６人地域おこし協力隊員等が抱える課題解決に向けた意見交換や新たな人脈づくりのための交流会を開催起業・事業化に向けたセミナーや公認会計士等による個別相談を実施県が設置したふるさと復興協力隊の起業に要する経費を補助　補助上限　1,000千円　県予算額：30,999千円
市町村（奥大和地域） 奈良県 地域振興部南部東部振興課

奥大和の特色を活かしたイベント開催事業
奥大和地域の豊かな地域資源を活用したイベントを開催　若者の来訪機会を創出するための野外音楽フェスティバル　国内外で活躍するアーティストによるアートイベント　新　地域の良さを知ってもらったり、自然環境資源の有効活用を　　　図る森のようちえん　奥大和地域の魅力を発信し地域の活性化を図るため、地域住民や　市町村、民間企業等と協力して実施するイベント　県予算額：25,657千円 実行委員会等 奈良県 地域振興部南部東部振興課移住・交流推進室

奥大和移住促進事業

奥大和地域への移住・二地域居住の促進を支援　支援内容：ホームページ等による移住情報の発信、古民家ＤＩＹ　　　　　　改修イベントや食と移住の情報発信を行うイベント開　　　　　　催によるプロモーションの実施　　　　　　新　旧県立耳成高校セミナーハウス内における移住者　　　　　　の交流の拠点である「奥大和移住定住交流センター」　　　　　　に移住・定住相談員を配置　　　　　　地域受入協議会が行う移住・定住、二地域居住を促進　　　　　　するための取組に対し補助　　　　　　　スキーム　県1/2・市町村等1/2　　　　　　　補助上限　250千円　　　　　　新　空き家バンクの取組を行う自治体や民間団体等が　　　　　　集まり、全国の優良な取組を共有する空き家バンクサ　　　　　　ミットを開催　　　　　　移住・定住、二地域居住を推進するための拠点施設整　　　　　　備に向けたモデルプランの作成　　　　　　移住・定住、二地域居住を促進するための拠点施設を　　　　　　整備する市町村等に対し補助　　　　　　　スキーム　県1/2・市町村等1/2　　　　　　　補助上限　改修　4,000千円　新築  6,000千円　　　　　　農家民宿ホームページのリニューアルによる情報発信　　　　　　等　  県予算額：52,092千円[一部27年度2月補正]

市町村等（奥大和地域） 奈良県 地域振興部移住・交流推進室

紀伊半島移住プロモーション事業 三重県・和歌山県と協働して首都圏で移住フェアを開催し、奥大和への移住・定住を促進　県予算額：5,000千円 市町村（奥大和地域） 奈良県 地域振興部移住・交流推進室新　奧大和移住・定住連携協議会運営事業 県と奥大和地域19市町村で構成する「奥大和移住・定住連携協議会」において、移住情報の発信、各市町村の相談窓口の充実に向けた取組や移住体験プログラム等を実施　県予算額：7,932千円 市町村（奥大和地域） 奈良県 地域振興部移住・交流推進室新　近鉄と連携した奧大和の魅力発信事業 近畿日本鉄道株式会社と連携し、奥大和地域の魅力を発信する宿泊・日帰り旅行商品を造成し、ＰＲ　県予算額：10,000千円 市町村（奥大和地域） 奈良県 地域振興部移住・交流推進室奥大和の食によるプロモーション事業 新　マルシェ株式会社及び奈良健康ランドと連携し、店舗の販売メニューへの食材・特産品活用等により奥大和のプロモーションを展開キッチンカーを活用し、奥大和地域の食材を活用した県内オーナーシェフとの連携による県内外へのプロモーションを実施　　県予算額　5,719千円 市町村（奥大和地域） 奈良県 地域振興部移住・交流推進室
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当④国からの助成 過疎地域等自立活性化推進交付金（集落ネットワーク圏形成支援事業） 基幹集落を中心として複数の集落で構成される集落ネットワーク圏における取組（生活の営みの確保、生産の営みの振興）に対し補助　対象事業：集落ネットワーク圏の形成に係る取組及び活性化　　　　　　プランに基づく活性化のための事業　スキーム：1事業につき、20,000千円以内 過疎地域等市町村、住民団体等 総務省 地域振興部南部東部振興課
過疎地域等自立活性化推進交付金（自立活性化推進事業）

過疎地域の活性化を推進するため、地方公共団体が取り組む以下のようなソフト事業を幅広く支援　①産業振興（スモールビジネス振興）　②生活の安心・安全確保対策　③集落の維持・活性化対策　④移住・交流・若者の定住促進対策　⑤地域文化伝承対策　⑥環境貢献施策の推進　スキーム：１事業につき、10,000千円定額交付 過疎地域市町村等 総務省 地域振興部南部東部振興課
過疎地域等自立活性化推進交付金（定住促進団地整備事業） 地域における定住を促進するため、住宅団地を造成するために必要な経費に対して補助　スキーム：1/2以内 過疎地域市町村 総務省 地域振興部南部東部振興課過疎地域等自立活性化推進交付金（集落等移転事業） 基礎的条件が著しく低下した集落又は孤立散在する住居を基幹的な集落等に移転させるために必要な経費に対して補助　スキーム：1/2以内 過疎地域市町村 総務省 地域振興部南部東部振興課過疎地域等自立活性化推進交付金（季節居住団地整備事業） 漸進的な集落移転を誘導するための季節居住団地を造成するために必要な経費に対して補助　スキーム：1/2以内 過疎地域市町村 総務省 地域振興部南部東部振興課過疎地域等自立活性化推進交付金（定住促進空き家活用事業） 地域の空き家を活用し、地域における定住を促進するための空き家の改修に必要な経費に対して補助　スキーム：1/2以内 過疎地域市町村 総務省 地域振興部南部東部振興課過疎地域等自立活性化推進交付金（遊休施設再整備事業） 地域振興や都市住民との地域間交流を促進するため、廃校舎や老朽化して使用されていない家屋等の遊休施設を有効活用して生産加工施設、資料展示施設、教育文化施設、地域芸能・文化体験施設等を整備するのに要する経費に対して補助　スキーム：1/3以内 過疎地域市町村等 総務省 地域振興部南部東部振興課「小さな拠点」を核とした「ふるさと集落生活圏」形成推進事業 公共サービス機能を維持確保するため、廃校舎等遊休施設を活用した既存公共施設の再編・集約に係る改修費のほか、再編・集約に伴う廃止施設の除却費等について補助　スキーム：1/2以内 過疎、山村、半島、離島、豪雪の各法指定地域 国土交通省 地域振興部南部東部振興課⑥アドバイス・相談 地域支援員活動事業 地域支援員が、奥大和地域の地元ニーズを把握するため、奥大和地域に常時出張し情報収集、懇談を行い、地域振興のための調整を実施 － 奈良県 地域振興部南部東部振興課
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８．南部地域・東部地域のサポート

（２）生活環境の維持・向上のためのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成 新　安心して暮らし続ける奥大和地域生活支援事業
奥大和地域の住民が安心して暮らし続けるための買い物手段や移動手段の確保に向けた市町村等のモデル的な取組を支援　買い物手段や移動手段の確保に向けた仕組みづくりに対し補助　　スキーム　県1/2・市町村1/2    補助上限　　500千円　移動販売や買い物代行、配達を行うための車両等の整備に対し　補助　　スキーム　県1/2・市町村1/2    補助上限　4,000千円　介護補助機能付き車両等の移動支援車両の整備に対し補助　　スキーム　県1/2・市町村1/2    補助上限　2,000千円　県予算額：16,000千円

市町村（奥大和地域） 奈良県 地域振興部南部東部振興課
携帯電話等エリア整備事業（携帯電話等エリア整備事業補助金） 携帯電話の不感地解消を目的とした携帯電話用基地局を整備する市町村に対する補助　スキーム：国2/3　市町村1/3　助成対象：御杖村、東吉野村　県予算額：73,003千円 市町村 奈良県 総務部情報システム課携帯電話等エリア整備事業（携帯電話等エリア整備事業助成交付金） 施設整備事業を実施した市町村に、起債償還金の一部を事業完了の翌年度から２カ年で分割交付　スキーム：過疎地域1/25、辺地2/75　助成対象：上北山村、野迫川村　県予算額：1,037千円 市町村 奈良県 総務部情報システム課④国からの助成 へき地児童生徒援助費等補助金

へき地学校及び学校統合及び過疎地域等における遠距離通学児童・生徒の通学条件の緩和を図るためスクールバスを購入する事業に対して補助等　スキーム：スクールバス・ボート購入費　　　　　　１台（隻）3,770千円を限度として購入費の1/2の額　　　　　　遠距離通学費　1/2以内　　　　　　寄宿舎居住費　1/2以内　　　　　　医師等派遣事業(事業計画額 20万円以上）　　　　　　　算出した額　1/2　　　　　　心臓健診事業(対象経費 ６万円以上)　　　　　　　国が定める単価×人員×1/3　　　　　　　又は　対象経費×1/3
市町村 文部科学省 教育委員会学校支援課保健体育課

68 南部地域・東部地域のサポート



　事務の概要事務の概要事務の概要事務の概要広報広聴課 相談窓口に関すること。統計課 統計に関すること。国際課 国際交流、国際協力等国際化の推進に関すること。東アジア地方政府会合に関すること。防災統括室 災害対策に関すること。国民保護に関すること。消防救急課 消防に関すること。消防防災ヘリコプター（防災航空隊）に関すること。自主防犯・防災に関する啓発、情報提供に関すること。自主防犯・防災の人材育成（リーダー研修）に関すること。自主防犯団体・自主防災組織の結成、活性化の支援（市町村との連携・情報提供等）に関すること。交通安全対策に関すること。行政経営課 行政改革に関すること。市町村への権限移譲に関すること。税務課 県税（個人県民税）に関すること。市町村交付金等に関すること。税務職員の市町村派遣に関すること。情報システム課 電子自治体の推進に関すること。公的個人認証サービスに関すること。県下地域の情報基盤の整備に関すること。マイナンバー制度に関すること。市町村振興課 「奈良モデル」実現に向けた取り組みに関すること。市町村振興に関すること（活力あふれる市町村応援補助金、（財）自治総合センター等助成　等）。市町村その他の地方公共団体の行政（人事・給与、法令、行革等）支援に関すること。市町村の人材養成への支援に関すること。市町村財政健全化への支援（地方交付税、地方債等）に関すること。市町村税税収確保への支援。市町村の行財政情報の分析・情報提供に関すること。地方創生に関すること。選挙事務に関すること（県選挙管理委員会）。南部東部振興課 過疎対策に関すること。奥大和地域の振興に関すること。地方創生に関すること。移住・交流推進室 奧大和地域の移住・交流の促進に関すること。地域政策課 地域の活性化に関すること。広域連携に関すること。関西文化学術研究都市の建設の推進に関する企画及び調整に関すること。土地利用の調整（各種開発事業に係る事前協議）に関すること。国土利用計画法の施行に関すること。土地に係る情報の収集等に関すること。地価調査に関すること。土地取引の規制に関すること。水資源対策に関すること。水源地域対策特別措置法の施行に関すること。県域水道ファシリティマネジメントに関すること。水道法に関すること。エネルギー政策課 再生可能エネルギーの普及促進に関すること省エネ・節電の取り組みに関すること水力発電施設周辺地域交付金に関すること文化振興課 文化行政の総合企画及び調整に関すること。文化芸術の振興に関すること。国民文化祭・障害者芸術文化祭課 国民文化祭・障害者芸術文化祭に関すること。文化資源活用課 世界遺産の登録、保全及び活用に関すること。歴史的文化資源の活用に関すること。教育振興課 県立大学に関すること。私立学校に関すること。大学との連携及び大学の地域貢献の支援に関すること。地域づくり人材育成・情報発信に関すること。観光局 ならの観光力向上課 観光統計調査に関すること。旅行業登録に関すること。宿泊推進に関すること。記紀・万葉プロジェクトの推進に関すること。「歩く奈良」の推進に関すること。巡る奈良事業の推進に関すること。観光プロモーション課 観光情報発信、せんとくんに関すること。国際交流、国際協力等国際化の推進に関すること。外国人誘客の促進に関すること。国際会議の誘致に関すること。

市町村相談窓口一覧(H28年度)市町村相談窓口一覧(H28年度)市町村相談窓口一覧(H28年度)市町村相談窓口一覧(H28年度)担当所属担当所属担当所属担当所属知 事 公 室
安全・安心まちづくり推進課総 務 部

地 域 振 興 部
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　事務の概要事務の概要事務の概要事務の概要市町村相談窓口一覧(H28年度)市町村相談窓口一覧(H28年度)市町村相談窓口一覧(H28年度)市町村相談窓口一覧(H28年度)担当所属担当所属担当所属担当所属健 康 福 祉 部 地域福祉課 社会福祉及び社会福祉事業に関すること（地域福祉の推進、市町村社会福祉協議会等の認可及び運営指導、地域福祉権利擁護事業　等）。民生委員の委嘱（解職）及び指導監督（奈良市以外）に関すること。災害救助（災害救助法、災害要援護者対策）に関すること。遺家族等援護（中国帰国者援護を含む）に関すること。旧軍人及び旧軍属に関すること。生活保護に関すること（市村福祉事務所からの生活保護制度の適正実施に関する相談対応）。生活困窮者自立支援制度に関すること。行旅病人及び行旅死亡人取扱に関すること。指定介護サービス事業者等及び指定障害福祉サービス事業者等の指導監査に関すること。福祉事務所 生活保護法による福祉の措置に関すること。児童福祉法による福祉の措置に関すること。知的障害者福祉法第11条の規定による連絡調整等(知的障害者の自立と社会経済活動への参加を促進するための援助と必要な保護の実施に関し市町村相互間の連絡調整等）の業務に関すること。母子及び寡婦福祉法による福祉の措置に関すること。老人福祉法第6条の2の規定による連絡調整等（６５歳以上の者等に対する居宅介護等の福祉の措置の実施に関し、市町村相互間の連絡調整等）の業務に関すること。身体障害者福祉法第10条の規定による連絡調整等（身体障害者の自立と社会経済活動への参加を促進するための援助と必要な保護の実施に関し市町村相互間の連絡調整等）の業務に関すること。民生委員（管内町村）の指導に関すること。その他生活困窮者の更生及び援護事務に関すること。社会福祉総合センター 社会福祉に関する情報提供、研修等を行うこと。障害福祉課 身体障害者福祉に関すること。知的障害者福祉に関すること。心身障害者扶養共済に関すること。その他心身障害者福祉に関すること（発達障害、高次脳機能障害等）。障害者総合支援センター 児童発達支援センターとして、児童発達支援、医療型児童発達支援、保育所等訪問支援及び障害児相談支援を行うこと。障害者支援施設及び障害福祉サービス事業を行う事業所として、障害者に対し、施設入所支援、自立訓練、就労継続支援及び短期入所を行うこと。指定特定相談支援事業者として、計画相談支援及び基本相談支援を行うこと。重症心身障害児に対し、児童発達支援を行うとともに、障害福祉サービス事業所として、重症心身障害者に対し、生活介護を行うこと。障害者等のリハビリテーションに関し、調査研究するとともに、講習会、研修会等を開催すること。心身障害者福祉センター 福祉センターの設置目的を達成するために必要なこと（障害者スポーツ教室、文化教室）。点字刊行物等の貸出し及び閲覧事業を行なうこと。点訳奉仕事業の指導育成及び点字図書の奨励事業を行うこと。視覚障害者に関する諸相談に応ずること。聴覚障害者支援センター 聴覚障害者用の録画物の製作及び貸出しを行うこと。手話通訳又は要約筆記を行う者の養成又は派遣を行うこと。インターネットの利用その他の情報通信の技術を利用する方法により各種の情報を提供すること。聴覚障害に関する各種の相談に応ずること。身体障害者更生相談所 身体障害者福祉法第11条の規定による障害者等の福祉に関する業務を行うこと（身体障害者に係る専門的知識及び技術を要する相談指導、補装具の要否判定、自立支援医療の給付判定）。知的障害者更生相談所 知的障害者福祉法第12条の規定による知的障害者の福祉に関する業務を行うこと（知的障害者に係る専門的知識及び技術を要する相談指導、医学的心理学的判定）。筒井寮 障害のある児童（主として視覚障害及び聴覚障害）を入所させ、保護するとともに独立自活に必要な指導及び援助を行うこと。登美学園 障害のある児童（主として知的障害）を入所させ、保護するとともに独立自活に必要な指導及び援助を行うこと。長寿社会課 介護保険制度（被保険者、保険料、保険給付、サービス事業者等）に関すること。老人福祉法（特別養護老人ホーム、社会福祉法人の設立等）、老人保健施設等に関すること。高齢者の生きがい対策（老人クラブ等）に関すること。その他高齢福祉（敬老事業等）に関すること。地域包括ケア推進室 地域包括ケアの推進に関すること。地域支援事業に関すること｡認知症施策に関すること。要介護・要支援認定に関すること。介護支援専門員の試験・研修・登録に関すること。ヘルパー・福祉用具専門相談員に関すること。介護予防に関すること。保険指導課 国民健康保険に関すること。後期高齢者医療制度に関すること。子ども、心身障害者、ひとり親家庭等の医療費の助成に関すること。

視覚障害者福祉センター
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　事務の概要事務の概要事務の概要事務の概要市町村相談窓口一覧(H28年度)市町村相談窓口一覧(H28年度)市町村相談窓口一覧(H28年度)市町村相談窓口一覧(H28年度)担当所属担当所属担当所属担当所属健康づくり推進課 健康長寿文化づくりの推進に関すること。国民健康保険特定健康診査・特定保健指導に関すること。健康増進事業に関すること（補助金の申請・助成に関すること）。がん予防に関すること。女性活躍推進課 男女共同参画行政（国、県、市町村）に関すること。男女共同参画の広報啓発に関すること。女性に対する暴力防止に向けた広報啓発に関すること。女性の人材情報に関すること。女性就労支援に関すること。女性センター 男女共同参画社会の実現に向けた、人材育成や能力発揮を支援するための講座・セミナーの開催に関すること。女性の悩み（一般相談、法律相談）に関すること。働く女性のための支援に関すること。女性政策に関わる国、都道府県、市町村が発行する資料や講座・セミナーの開催に役立つ図書情報の収集と提供に関すること。子育て支援課 保育所に関すること。認定こども園に関すること。放課後児童対策に関すること。児童厚生施設（児童館・児童遊園）に関すること。児童手当等に関すること。少子化対策に関すること。こども家庭課 乳児院、児童養護施設、里親、助産施設に関すること。児童虐待防止施策に関すること。母子福祉及び寡婦福祉の施策に関すること。こども家庭相談センター、児童自立支援施設（精華学院）に関すること。児童家庭相談、児童家庭支援センターに関すること。児童委員・主任児童委員に関すること。女性の保護及び自立支援の施策に関すること。配偶者暴力対策に関すること。こども家庭相談センター 児童及び女性の各般の問題につき相談に応ずること。児童虐待に関する相談に応じ、個々の事案に対応すること。児童の心理判定等を行うこと。児童及び女性の一時保護を行うこと。要保護女性の相談等に関すること。配偶者暴力に関する相談に応じ、個々の事案に対応すること。精華学院 非行児童等の自立支援に関すること。保健所 健康の保持及び増進に関すること。母子保健に関すること。感染症の予防に関すること。がん等の生活習慣病対策に関すること。精神保健福祉相談に関すること。難病対策に関すること。原子爆弾被爆者の援護に関すること。市町村健康増進計画の推進及び健康づくりに関すること。栄養改善及び栄養調査に関すること。医師、歯科医師、看護師等の医療従事者・製菓衛生師及び栄養士等免許の申請等に関すること。歯科保健に関すること。食育に関すること。狂犬病の予防、動物愛護及び飼い犬の管理等に関すること。生活衛生相談に関すること。食品衛生関係営業許可申請等に関すること。食品衛生・食品表示に関すること。病院、診療所及び施術所等の開設、変更等に関すること。地域医療連携課 保健医療計画、地域医療構想に関すること。奈良県医療審議会に関すること。救急医療、周産期医療、小児医療、災害医療、へき地医療並びに脳卒中、急性心筋梗塞及び糖尿病の対策に関すること。医師・看護師確保対策に関すること。医師・看護師等医療従事者の免許に関すること。医師・看護師等修学資金貸与に関すること。自治医科大学に関すること。保健予防課 がん医療対策に関すること。母子保健に関すること（補助金の申請、助成に関すること）。感染症の予防に関すること（補助金の申請、助成に関すること）。精神保健及び精神障害者の福祉に関すること（補助金の申請、助成に関すること）。自殺対策に関すること。難病対策に関すること（補助金の申請、助成に関すること）。アスベストに関連する健康問題に関すること。精神保健福祉センター 精神保健及び精神障害者の福祉に関する知識の普及を図ること。障害者自立支援法に基づく支給要否決定その他の事務における市町村への技術援助に関すること。

健 康 福 祉 部

医 療 政 策 部

医師・看護師確保対策室

こども・女性局

71



　事務の概要事務の概要事務の概要事務の概要市町村相談窓口一覧(H28年度)市町村相談窓口一覧(H28年度)市町村相談窓口一覧(H28年度)市町村相談窓口一覧(H28年度)担当所属担当所属担当所属担当所属く ら し 創 造 部 青少年・社会活動推進課 地域コミュニティ活動、ボランティア活動及びＮＰＯ活動の推進（活動助成等）に関すること。多様な主体との協働の推進（協働の進め方・職員の意識の醸成）に関すること。青少年対策の総合企画及び調整に関すること。青少年健全育成の総合的推進に関すること。生涯学習の振興に関する企画調整、調査研究、情報提供及び推進体制の整備に関すること。その他の青少年対策及び生涯学習に関すること（他課の所掌に属するものを除く）。スポーツ振興課 生涯スポーツ振興に関すること。競技スポーツ振興に関すること。総合型地域スポーツクラブの設立、運営支援に関すること。人権施策課 人権啓発活動地方委託（国庫事業）に関すること。人権啓発活動（啓発イベント、研修・講座等）の推進に関すること。人権相談に関すること。犯罪被害者等支援に関すること。隣保館、地方改善事業に関すること。消費・生活安全課 消費者行政に関すること。消費者関係法令(消費者契約法、特定商取引に関する法律、不当景品類及び不当表示防止法、割賦販売法、消費者安全法、奈良県消費生活条例等)に関すること。消費生活センター 消費生活相談に関すること。景 観 ・ 環 境 局 環境政策課 環境政策の総合企画及び調整（環境総合計画の策定・進捗管理、環境白書の作成等）に関すること。環境保全意識の高揚に関すること（こどもエコクラブ、環境保全功労賞等の表彰、環境情報サイト「エコなら」(HP)の運営）。地球温暖化対策の推進に関すること（実行計画・推進計画）。環境保全活動の推進に関すること（奈良県環境県民フォーラム）。環境影響評価に関すること（アセスメント手続き、環境配慮指針等）。環境の監視に関すること。循環型社会推進「奈良モデル・プロジェクト」に関すること。公害の防止に関する法令の施行に関すること（大気汚染防止法、水質汚濁防止法、ダイオキシン類対策特別措置法等大気汚染、騒音、振動、悪臭、水質汚濁（河川・湖沼・地下水）、土壌汚染、浄化槽）。廃棄物対策課 一般廃棄物の適正処理に関すること。一般廃棄物処理施設に関すること。循環型社会形成推進交付金事業に関すること。二酸化炭素排出抑制対策事業費交付金事業に関すること。容器包装リサイクルに関すること。一般廃棄物処理事業等についての合理化事業計画に関すること(下水道の整備等に伴う一般廃棄物処理業等の合理化に関する特別措置法における計画の承認)。景観・自然環境課 風致地区の制度の運用に関すること。歴史的風土保存区域、歴史的風土特別保存地区（区域の指定、制度の運用）に関すること。近郊緑地保全区域（行為規制）に関すること。景観法に関すること。屋外広告物（条例、屋外広告業登録）に関すること。採石及び砂利採取(河川砂利を除く)の業の登録、採取の認可、業務管理者試験に関すること。自然公園（行為規制）に関すること。自然公園及び長距離自然歩道の整備・利用に関すること。景観保全地区、環境保全地区（行為の届出）に関すること。生物多様性（希少野生動植物、外来種）に関すること。地域産業課 鉱業に関すること。商工業の振興に関すること。中小企業協同組合等に関すること(他課の所掌に属するものを除く)。商工会等に関すること。セーフティーネット対策資金を含む商工業の金融に関すること。信用保証協会に関すること。貸金業者に関すること。企業内における人権啓発に関すること。産業政策課 産業政策の企画、立案及び推進に関すること。新産業の創出に関すること。中小企業の経営革新に関すること。産業関連統計の調査及び分析に関すること(他課の所掌に属するものを除く)。
産業・雇用振興部
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　事務の概要事務の概要事務の概要事務の概要市町村相談窓口一覧(H28年度)市町村相談窓口一覧(H28年度)市町村相談窓口一覧(H28年度)市町村相談窓口一覧(H28年度)担当所属担当所属担当所属担当所属産業振興総合センター 創業支援に関すること。企業の経営支援に関すること。商業の振興に関すること。物産及び工芸品の振興に関すること。技術の交流、技術情報の提供等に関すること。工業製品、工業材料等の試験及び研究開発に関すること。工業の生産技術の試験、研究開発及び指導に関すること。発明考案の奨励に関すること。計量器に関すること。産学官連携に関すること。大規模小売店舗の進出による周辺の生活環境の調整（市町村への意見聴取等）に関すること。企業立地推進課 工場及び研究所の立地促進に関すること（産業用地創出のための調査・企業立地意向調査・企業立地優遇制度）。工場立地法届出業務に関すること。宿泊施設の立地促進に関すること。雇用政策課 労働福祉、労働情報に関すること。職業能力開発に関すること。雇用政策・雇用促進に関すること。しごとｉセンター 職業・就業の相談に関すること。職業・就業の情報提供に関すること。就業に必要な技術講習に関すること。内職のあっせんに関すること。農 林 部 農林振興事務所 農業生産、農業経営又は農村生活の改善に係る技術及び普及指導に関するこ林業経営に必要な技術の普及指導及び森林の施業の指導に関すること。土地改良、林道及び治山工事の調査、設計、施行及び監督に関すること。マーケティング課 農産物の新たな商品開発及び販路拡大に関すること。農産物の生産、流通、加工及び消費の総合調整に関すること。卸売市場法の施行に関すること。農業水産振興課 農業技術の改良及び普及に関すること。農産物の生産振興及びブランド化に関すること。園芸農産物の生産及び流通に関すること。地域特産物の生産及び流通に関すること。青果物の価格安定に関すること。肥料、農薬及び生産資材に関すること。野生鳥獣による農作物被害対策に関すること。鳥獣保護及び管理並びに狩猟に関すること（鳥獣保護区、狩猟免許・免許更新・狩猟者登録、有害鳥獣駆除）。農業機械等に関すること。農業気象に関すること。水産業に関すること。農業研究開発センター 農業生産、農産物、農業経営及び農村生活に関する調査及び試験研究に関す農業及び農村生活に関係ある物の分析又は鑑定に関すること。病害虫防除所 植物の検疫及び病害虫の防除に関すること。農業経済課 農業協同組合及び農事組合法人に関すること。農業共済組合に関すること。畜産課 畜産の振興に関すること。家畜の改良増殖に関すること。家畜及び畜産物の流通対策に関すること。自給飼料及び流通飼料に関すること。牧野及び草地改良に関すること。家畜の衛生及び環境改善に関すること。獣医事及び動物薬事に関すること。畜産技術センター 家畜に関する調査及び試験研究に関すること。家畜の飼養管理及び改良増殖に関すること。畜産の環境保全に関すること。飼料の生産及び試験研究に関すること。家畜保健衛生所 家畜の伝染病の予防及び家畜衛生の向上に関すること。家畜の改良、増殖及び奨励に関すること。獣医事及び動物薬事に関すること。担い手・農地マネジメント課 農地活用推進に関すること。農業振興地域制度に関すること（県基本方針、計画変更県協議・同意、関係機関との調整等）。農業経営基盤強化促進に関すること（担い手育成、農地利用集積等）。農業後継者及び農業担い手の育成に関すること。農業金融（貸付金）に関すること。農地法の施行に関すること（農地の権利移動、農地の転用許可等）。国有農地及び開拓財産の管理・処分に関すること。地籍調査に関すること。農業会議及び農業委員会に関すること（農業委員会法、交付金・補助金に関すること）。なら食と農の魅力創造国際大学校 飲食業従事者及び農業者の育成に関すること。

産業・雇用振興部
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　事務の概要事務の概要事務の概要事務の概要市町村相談窓口一覧(H28年度)市町村相談窓口一覧(H28年度)市町村相談窓口一覧(H28年度)市町村相談窓口一覧(H28年度)担当所属担当所属担当所属担当所属農 林 部 農村振興課 土地改良事業に関すること。土地改良区に関すること。換地事務に関すること。農地及び農業用施設の災害復旧事業に関すること。林業振興課 入会林野整備促進事業に関すること。森林組合等に関すること。林業技術の改善普及に関すること。特用林産物の生産指導及び奨励に関すること。林業後継者及び林業の担い手の育成に関すること。地域森林計画及び森林経営計画に関すること。森林整備地域活動支援交付金に関すること。森林の整備に関すること（植栽、間伐等）。林業用種苗に関すること。森林技術センター 林業経営、造林、木材の加工、木材化学、その他林業に関する試験研究、分析及び指導に関すること。奈良の木ブランド課 山村振興事業の総合企画及び調整に関すること。林業構造改善事業に関すること。木材利用及び木材産業体制の整備促進に関すること。森林整備課 林道事業に関すること。治山事業に関すること。森林環境税に関すること。森林国営保険に関すること。保安林の指定・解除及び保安施設地区の指定に関すること。森林法に基づく林地開発行為の許可申請全般に関すること。緑化推進に関すること（緑の募金等(財)奈良県緑化推進協会関連）。森林保護に関すること。県土マネジメント部 土木事務所 事務所管内の道路、河川、建築確認等に関すること。用地対策課 補償基準等の整備及び運用に関すること。土地収用（事業の認定（他の機関が認定庁となる事業を除く）及び代執行）に関すること。公有地の拡大の推進に関する法律に関すること。技術管理課 建設工事の積算基準の作成に関すること。建設工事の設計積算の電算処理に関すること。建設工事の品質管理に関すること。建設工事の検査に関すること。建設副産物対策に関すること。建設業・契約管理課 建設業に関すること。公共工事の入札制度及び契約制度に関すること。公共工事の入札の執行に関すること。道路建設課 道路整備の企画及び調査に関すること。道路の新設及び改良に関すること。市町村道に関すること（交通安全施設を除く）。その他道路に関すること（他課の所掌に属するものを除く）。京奈和自動車道等の幹線道路に関すること。道路環境課 市町村道の交通安全施設整備（自転車利用促進を含む）に関すること。道路管理課 道路の災害防除、橋梁補修及び舗装補修に関すること。橋梁の長寿命化修繕計画策定および点検の実施に関すること。その他道路に関すること（他課の所掌に属するものを除く）。地域交通課 地域公共交通（地域交通に係るアドバイス、公共交通の利用促進及び支援制度の情報提供等）に関すること。鉄道及び航空等交通網に関すること。リニア中央新幹線の建設促進に関すること。河川課 河川整備（ダムを含む）の企画、調査及び計画に関すること。河川整備（ダムを含む）及びその施設等の維持管理に関すること。水防及び洪水情報等の伝達に関すること。河川の管理に関すること。河川の砂利に関すること。河川の環境美化啓発活動に関すること。河川の災害復旧に関すること。砂防・災害対策課 災害に関すること（他課の所掌に属するものを除く）。下水道課 公共下水道及び都市下水路に関すること（全体計画、実施計画、補助事業の交付申請、事業認可等）。収用委員会事務局 土地収用法に基づく裁決申請手続に関すること。
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　事務の概要事務の概要事務の概要事務の概要市町村相談窓口一覧(H28年度)市町村相談窓口一覧(H28年度)市町村相談窓口一覧(H28年度)市町村相談窓口一覧(H28年度)担当所属担当所属担当所属担当所属地域デザイン推進課 都市の景観形成に関すること。街路事業に関すること。連続立体交差事業に関すること。土地区画整理事業に関すること。市街地再開発事業に関すること。都市再生整備計画事業に関すること。その他まちづくりに関すること。都市計画室 都市計画決定に関すること。都市計画制限の許可に関すること。都市計画区域に関すること。市街化区域及び市街化調整区域に関すること。地域地区に関すること（用途地域、高度地区、生産緑地地区等）。建築基準法51条関連都市施設等に関すること（汚物処理場、ごみ焼却場、火葬場、市場等）。駐車場法に関すること。公園緑地課 都市公園の整備及び管理に関すること（他課の所掌に係るものを除く）。都市緑化の推進に関すること（他課の所掌に係るものを除く）。馬見丘陵公園館 花き等の栽培展示に関すること。花き等の栽培の指導に関すること。住まいまちづくり課 公営住宅に関すること。住環境整備事業に関すること。新住宅市街地開発法の施行に関すること。市街地再開発事業に関すること（都市計画施設の整備を伴うものを除く）。住宅相談窓口の設置・運営に関すること。住生活基本計画に関すること。空き家対策特別措置法に関すること。その他住宅に関すること。建築課 建築基準法の施行に関すること。都市計画法に基づく開発行為及び宅地造成等規制に関すること。建築士及び不動産鑑定士に関すること。宅地建物取引業に関すること。住宅金融支援機構との契約業務（災害関連融資業務）に関すること。福祉のまちづくり、建築物の耐震改修に関すること。その他建築に関すること。営繕課 市町村の公共建築物の保全についての相談及び技術指導に関すること。企画管理室 教育委員会の会議に関すること。教育に関する調査統計に関すること。教育委員会の点検・評価に関すること。学校支援課 学校施設並びに設備等の管理及び整備に関すること。教職員課 教職員の任免、給与その他人事に関すること。教職員の定数並びに学級編制に関すること。教育職員の免許及び認定講習に関すること。市町村教育委員会に関すること。教職員の労働安全衛生に関すること。学校教育課 市町村立学校等の設置及び廃止に関すること。小学校・中学校・高校教育に関すること。情報教育に関する学校の指導に関すること。公立高等学校等の入学に関すること。特別支援教育に関すること。生徒指導支援室 生徒指導（いじめ・不登校等）に関すること。人権・地域教育課 地域教育推進のための事業に関すること。人権教育の推進に係る企画調整及び事業に関すること。同和問題関係史料センターに関すること。保健体育課 学校体育に関すること。学校保健・学校安全・学校給食に関すること。文化財保存課 有形文化財・無形文化財・民俗文化財に関すること。埋蔵文化財・史跡名勝天然記念物に関すること。銃砲刀剣類の登録及び刀剣類の製作の承認に関すること。文化財保存事務所 文化財等の修理等の受託に関すること。教育研究所 教育関係職員の研修に関すること。市町村立小・中学校等の学校経営及び教育活動に関すること。教育相談に関すること。教育に関する専門的、技術的事項の調査研究に関すること。学校支援に関すること。幼児教育に関すること。家庭教育推進のための事業に関すること。

まちづくり推進局

教育委員会事務局
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　事務の概要事務の概要事務の概要事務の概要市町村相談窓口一覧(H28年度)市町村相談窓口一覧(H28年度)市町村相談窓口一覧(H28年度)市町村相談窓口一覧(H28年度)担当所属担当所属担当所属担当所属水 道 局 総務課 県営水道の給水料金に関すること。業務課 各市町村への県営水道の給水に関すること。県営水道施設の維持管理に関すること。応急給水栓の整備等に関すること。警 察 本 部 各警察署 遺失・拾得物に関すること。犯罪、事故その他の事案に係る市民生活の安全と平穏に関すること（風俗営業、古物営業、質屋営業、警備業、銃砲刀剣類所持、火薬類、危険物、公害関係、保健衛生、雇用、麻薬、覚せい剤、けん銃）。地域安全情報の提供、防犯教室、防犯訓練の実施に関すること。酩酊者、行方不明者、迷い子その他応急の救護を要する者の保護に関すること。ストーカー行為等の規制及び被害者の保護に関すること。配偶者からの暴力防止及び被害者の保護に関すること。少年の非行防止・被害少年の保護対策と少年を取り巻く有害環境の浄化に関すること。サイバー犯罪に関すること。暴力団による不当行為の防止に関すること。交番･駐在所の運用に関すること。雑踏警備及び水難、山岳遭難等の救助の実施に関すること。交通の指導取締りに関すること。交通安全教育（教室）及び交通安全運動の実施に関すること。交通事故発生状況等の情報に関すること。交通信号機、標識等の整備、交通規制及び道路使用許可に関すること。運転免許に関すること。災害警備活動、災害警備訓練の実施に関すること。
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